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まえがき 

この指針は，(一社)日本原子力学会が，標準委員会 システム安全専門部会 水化学管理分科会 BWR水

化学管理指針作業会，同分科会，同専門部会及び同委員会での審議を経て制定したものです。この指針で

は，発電用軽水型原子炉の安全性確保に係る冷却水などの水質管理（以下，“水化学管理”という。）が担

っている役割を達成すべく管理方法を規定しています。その実践を通じ，プラントシステム全体の信頼性

の維持，向上，及び被ばく低減による作業従事者の安全確保が期待されます。 

発電用沸騰水型原子炉（BWR：Boiling Water Reactor）では，高温高圧環境下で構造材料及び燃料被覆管

が冷却材及び減速材としての水と接触しています。一般に，金属材料と水の界面では腐食反応が起こりま

すが，とりわけ BWRのような高温高圧環境下では，水質悪化に伴い構造材料及び燃料被覆管の健全性に

影響を及ぼすことが懸念されます。特に水質悪化が長期間に亘ると，原子炉冷却材圧力バウンダリからの

冷却材漏えいや燃料破損が生じることで，環境への放射性物質の放出に繋がる可能性があります。また，

構造材料の腐食により発生する腐食生成物が水を介して炉心で放射化され材料の表面に移行蓄積しますと，

これが線源となって作業従事者の被ばく線量の上昇の原因となります。 

したがって，原子力安全の確保とともに作業者安全の確保のためには，水化学管理の側面からは， 

1. 腐食損傷の抑制による構造材料・燃料被覆管の健全性維持 

2. 線源強度低減による作業従事者の被ばく低減 

の継続的な達成が求められます。 

しかし，腐食損傷の抑制及び被ばく線量低減は，複雑に絡み合っているため，水化学管理による運用変

更は，一方へはメリットになるが，他方へはデメリットとなる側面も有していることから，電気事業者（以

下，“事業者”という。）は，プラントシステムを包括的に捉え，多様な課題に対して，調和的に解決する

必要があります。 

このような状況の下，国内原子力発電所では，事業者が腐食や線源強度上昇に係る種々の試験結果や 40

年超に亘る運転経験から水化学管理に係る運用（管理項目，基準値，管理頻度，逸脱時の措置 等）を定め

るとともに，国内外の知見及び最新技術を適宜取込むことによって，水化学管理を実施してきました。し

かし，2011年に発生した福島第一原子力発電所事故の教訓から，事業者間に限らず，その枠を超えて異な

る分野の専門家と利害関係を超えた公開の場で水化学管理のあり方を議論することが社会的に要求されて

おります。このため，公平，公正，公開の原則に基づく日本原子力学会標準として水化学管理指針を策定

することによって，福島第一原子力発電所事故後の安全性向上に係る取組みを示すことが期待されます。 

この指針は，事業者やメーカの技術者にとって，より良い水化学管理を実践していく上で拠り所となる

もので，解説に記載された管理値等の設定に係る技術根拠は，若手技術者への技術伝承のみならず，大学

などの機関の研究者にとっても教材として幅広く機能することを期待しています。 

指針を策定した後も，安全性向上に係る新知見及び水化学等に係る最新技術を発電所の運用に適切に反

映するため，指針を改定していきます。このような活動を通じて，原子力発電所の継続的な安全性向上に

寄与できるものと期待されます。 公
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Foreword 
 

The guidelines were developed according to the discussions of the Water Chemistry Guideline Working Group for 

Boiling Water Reactor, the Water Chemistry Committee, the System Safety Committee, and the Standards 

Committee organized by the Atomic Energy Society of Japan (AESJ). These guidelines stipulate the methodology of 

boiling water reactor (BWR) coolant control (also known as water chemistry control). Through the practice of these 

guidelines, we expect to maintain and improve the reliability of BWR coolant systems, and secure the safety of 

workers at BWRs by source term reduction. 

In the BWR coolant system, the structural materials and fuel claddings are immersed in the coolant under a 

high-temperature and high-pressure environment. Generally, corrosion occurs at the interface of water and structural 

materials and is accelerated under a high-temperature and high-pressure environment; the integrity of structural 

materials and fuel claddings is affected by the water quality. Especially, if an anomaly is unattended for a long time, 

coolant leakage at the primary system boundary and/or fuel cladding breakage may occur. This could cause 

radioactive leakage. In addition, the corrosion products released from the structural materials are deposited on the 

surface of the fuel claddings, which will become a radiation source. The radiation source will cause an increase in the 

personnel exposure dosage. Considering the above, the following objectives of water chemistry must be achieved 

continuously. 

1. To ensure primary system component and fuel cladding material integrity 

2. To minimize out-of-core radiation fields 

However, owing to the complexities of the water chemistry effects on the mitigation of corrosion risks and dose rate 

reduction, changes in water chemistry have both merits and demerits. Thus, the various issues must be solved 

harmoniously by understanding the plant system comprehensively. 

Japanese utilities have created a water chemistry control methodology independently and implemented it for more 

than 40 years. This methodology was based on the state-of-the-art scientific understanding and technical background 

such as field experience. Based on the lessons learned from the 2011 Fukushima Daiichi nuclear power plant 

accident, it is required socially that not just Japanese utilities, but experts from different fields of industry and 

academia transcend their sectional interests and gather in a public forum to discuss the concept of water chemistry 

management. Establishing water chemistry guidelines as a standard of the AESJ based on the principles of fairness, 

justice and openness will show the society's efforts to improve safety after the accident. 

The technical basis listed in the guidelines will contribute to the creation of more human resources for developing 

water chemistry experts and academic researchers, including those of the next generation. 

After the guidelines are published, they will be reviewed every five years, and the necessity of revision will be 

discussed at all times. The guidelines will be revised based on the state-of-the-art scientific understanding and the 

extensive field experience of BWR operation performance to provide more advanced guidelines. 

It is also expected that the safety and reliability of BWR will be ensured and improved sustainably by the revision. 

 

制定：20XX年 XX月 XX日 

 この標準についての意見又は質問は，一般社団法人日本原子力学会事務局標準委員会担当（〒105-0004 

東京都港区新橋 2-3-7 TEL 03-3508-1263）にご連絡ください。 
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免責条項 

この標準は，審議の公正，中立，透明性を確保することを基本方針とした標準委員会規約に従って，所

属業種のバランスに配慮して選出された委員で構成された委員会にて，専門知識及び関心を有する人々が

参加できるように配慮しながら審議され，さらにその草案に対して産業界，学会，規制当局を含め広く社

会から意見を求める公衆審査の手続きを経て制定されました。 

一般社団法人日本原子力学会は，この標準に関する説明責任を有しますが，この標準に基づく設備の建

設，維持，廃止などの活動に起因する損害に対しては責任を有しません。また，この標準に関連して主張

される特許権及び著作権の有効性を判断する責任もそれらの利用によって生じた特許権や著作権の侵害に

係る損害賠償請求に応ずる責任もありません。そうした責任はすべてこの標準の利用者にあります。 

なお，この標準の審議に規制当局，産業界の委員が参加していますが，このことはこの標準が規制当局

及び産業界によって承認されたことを意味するものではありません。 

 

Disclaimer 
 This standard was developed and approved by the Standards Committee of AESJ in accordance with the Standard 

Committee Rules, which assure fairness, impartiality and transparency in the process of deliberating on a standard. 

The Committee was composed of individuals who were competent or interested in the subject and elected, keeping 

the balance of organizations they belong as specified in the Rules, although any interested person was provided the 

opportunity to participate in the deliberation. Furthermore, the standard proposed by the Committee was made 

available for public review and comment, providing an opportunity for additional input from industry, academia, 

regulatory agencies and the public-at-large. 

 AESJ accepts responsibility for interpreting this standard but dose not accept responsibility for detriment caused 

by any actions based on this standard during construction, operation or decommissioning of facilities. AESJ dose not 

endorse or approve any item, construction, device or activity based on this standard. In addition, AESJ dose not take 

any position with respect to the validity of any patent right or copyright claimed in relation to any items mentioned in 

this document, nor assume any liability for the infringement of patent right or copyright resulting from the use of this 

standard. The risk of infringement of such rights is entirely the users’ responsibility. 

  Participation by regulatory agency representative(s), and by industry-affiliated representative(s) or person(s), is 

not to be interpreted that government or industry has endorsed this standard. 
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著作権 

 文書による出版者の事前了解なしに，この標準のいかなる形の複写・転載も行ってはなりません。この

標準の著作権は，すべて一般社団法人日本原子力学会に帰属します。 

 

Copyright 
No part of this document may be reproduced in any form, without the prior written permission of the publisher.  

 

Copyright © 201XAtomic Energy Society of Japan All Right Reserved 
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一般社団法人日本原子力学会における原子力標準の策定について 

 

“沸騰水型原子炉の水化学管理指針：20XX”は，1999年 9月 22日に設置された(社)日本原子力学会標準委員

会（Standards Committee of AESJ）が，原子力施設の安全性と信頼性を確保してその技術水準の維持・向上を図る

観点から，原子力施設の設計・建設・運転・廃止措置などの活動において実現すべき技術のあり方を，原子力技

術の提供者，利用者，専門家の有する最新の知見を踏まえ，影響を受ける可能性のある関係者の意見をパブリッ

クコメントをも通じて聴取するなど公平，公正，公開の原則を遵守しながら審議し，合意したところを文書化し

た原子力標準の一つです。 

この委員会は，産業界と学界が共同して我が国の経済的，社会的環境，国民性，産業構造，技術の発達などを

十分勘案し，市場における健全な製品を識別する基準を消費者に提供することを目指して，合意できるところを

原子力標準として随時制定し，それを最新の知見を反映して改定していくことを使命にしています。これにより，

消費者が当該技術についての最新の知見を迅速に利用することが可能になる一方，市場競争に参加している生産

者は，当該技術が標準化されたことを前提として，比較優位性を生み出す技術領域の開発に努力を集中すること

が可能になります。 

また，我が国においてはこれまで，国民の生活の質を確保し，経済社会の安定な発展を支えるため，国が規制

行政活動の一部として所要の標準を国家標準として制定し，行政判断に使用してきましたが，技術革新のスピー

ドが速く，新技術の利用範囲が連続的に拡大していく今日にあっては，技術の変化に合わせて国家標準を適正化

していく作業が追いつかないため，国民が最新の技術知見の利益を享受するのに遅れを生じるおそれが指摘され

ていました。しかしながら，このような委員会の活動が活発になされ，そこで国民の合意を得て制定されたいわ

ゆるコンセンサス標準を国が行政ニーズに応じて利用していくことになれば，小さい行政コストで新しい技術的

知見を迅速に国民の利用に供する環境が整備されることになります。さらに，これを国際標準化していく努力を

行うことも学会でこそ可能であり，これの実現は我が国の国際技術戦略上重要な貢献となるでしょう。 

標準委員会は，専門家集団の果たすべきこのような役割と責任を意識しながら，ボランティア精神を基盤に，

原子力施設において今後予想される上記のニーズに対応する標準策定活動を行うために，公平，公正，公開の原

則に則って運営規約を定め，発電炉，原子燃料サイクル，研究炉の 3分野で部会を設置して活動を行ってきまし

たが，この度専門部会組織を見直し，新たにリスク，システム安全，基盤・応用技術，原子燃料サイクルの 4専

門部会で活動の充実を図ることとしました。因みにこの標準はシステム安全専門部会が原案を作成し，最終的な

修正等をシステム安全専門部会で審議しました。この標準が上の趣旨を踏まえて各方面で活用されることを期待

します。なお，この内容については原則として 5年ごとに改定することとしておりますので，本委員会はこの標

準の利用に際してのご質問や改定に向けてのご提案をいつでも歓迎します。 

20XX年XX月 

標準委員会 

委員長  関村 直人 
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システム安全専門部会の活動について 

 

システム安全専門部会（以下，本専門部会）は，標準委員会の専門部会構成の見直しに伴い，発電炉専

門部会が担当してきた発電炉に関わる分野のうち，炉心・燃料を初めとする原子力施設の安全設計や運転・

運用における安全確保について，その手段及び方法を中心に標準の整備を行う専門部会として，2008年 11

月以来，活動を行っています。 

 現在，我が国の原子力発電は既に 50基を超える商用原子力発電プラントが運転中であり，発電量におい

て国内電力量の約 3割を占めています。しかし，2010年には，運転開始後 30年を超えるプラントが 20基

となり，プラントの高経年化が進んでいます。その一方で，近年はエネルギー安全保障の問題や地球温暖

化対策への貢献など，原子力発電の安全・安定運転に対する期待は国内外において更に高まっています。

このため，我が国では，既存プラントの長期間運転，さらには高燃焼度，炉出力向上などの有用活用に取

り組んでいます。また，2006年からは 20年ぶりのナショナルプロジェクトとして，2030年前後からの代

替炉建設需要に応える目的で，安全性，信頼性，及び経済性に優れ，世界標準炉になり得る次世代軽水炉

開発も進めています。 

このような多くの課題に対して，原子力発電の安全性及び信頼性の一層の向上を図りながら，限られた

リソースの中で効果的，効率的に推進していくには，関係する産業界，学術界，国・官界，学協会が俯瞰

的かつ有機的な連携を図っていくことが必要です。さらに，国の規則の性能規定化の流れのなか，民間規

格で仕様規定となる標準はその重要性を増しており，また国の規則とシームレスな関係である必要があり

ます。このような状況にあって，本専門部会では，関係組織の役割分担を明確にしつつ，公平性，公正性，

公開性を確保しながら，システム安全に係る標準を体系的かつ計画的に整備する活動を行っています。対

象とする標準としては，国の規制に含まれるものから産業界の諸活動における手引き類までを含み，国際

的な視点からも検討しております。 

 本専門部会は公開で行われていますので，事前に連絡頂ければ傍聴することができます。また審議過程

は議事録として残し，ホームページにも掲載されますので，活動状況を確認いただくことも可能です。 

標準は，新技術の開発状況や新たに得られた知見に基づいて適切に改定されていくことによって，その

利用価値が維持できるものです。そのため，少なくとも年に一度は本専門部会で改定の必要性について検

討を行って，原則として 5年ごとに改定版発行を行うこととしてその原案を作成していきたいと考えてい

ます。 

20XX年 XX月 

                         

標準委員会 

システム安全専門部会 
                        部会長 岡本 孝司 公
衆
審
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標準委員，専門部会，分科会，作業会，委員名簿 

標 準 委 員 会 

（順不同，敬称略） 
（2016年 6月 15日現在） 

 
委員長  関村 直人  東京大学 

幹事   山口 彰   東京大学 

委員   青柳 春樹  元日本原燃(株) 

委員   姉川 尚史  東京電力ホールディング 

ス(株) 

委員   井口 哲夫  名古屋大学 

委員   伊藤 裕之  (一社)原子力安全推進協会 

委員   上田 親彦  九州電力(株) 

委員   大島 靖樹  (一財)電力中央研究所 

委員   岡本 孝司  東京大学 

委員   岡本 太志  富士電機(株) 

委員   小原 徹   東京工業大学 

委員 河井 忠比古 (一社)原子力安全推進協会 

委員   清水 直孝  日本原子力保険プール 

委員   高橋 久永  三菱重工業(株) 

 

委員   多田 伸雄  (一社)日本電機工業会 

委員   谷本 亮二  三菱マテリアル(株) 

委員   鶴来 俊弘  中部電力(株) 

委員   寺井 隆幸  東京大学 

委員   中井 良大  (国研)日本原子力研究開発 

機構 

委員   新堀 雄一  東北大学 

委員   西野 祐治  原子燃料工業(株) 

委員   萩原 剛   (株)東芝 

委員   藤森 治男  日立ＧＥニュークリア・ 

  エナジー（株） 

委員   本間 俊充  (国研)日本原子力研究開発 

機構 

委員   吉原 健介  関西電力(株) 

委員   渡邉 宏   日揮(株) 

 
 

制定後修正 
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システム安全専門部会 

（順不同，敬称略） 
（2016年 5月 31日現在） 

 
部会長  岡本 孝司  東京大学 

副部会長 中村 武彦  (国研)日本原子力研究開発 

機構 

幹事   西村 洋一  (一社)原子力安全推進協会 

委員   有田 誠二  三菱重工業(株) 

委員   青木 繁明  三菱原子燃料(株) 

委員   阿部 弘亨  東京大学 

委員   上野 信吾  (株)三菱総合研究所 

委員   小野岡 博明 関西電力(株) 

委員   勝村 庸介  (公社)日本アイソトープ 

協会 

委員   鎌田 信也  (一社)原子力安全推進協会 

委員   北島 庄一  (一財)電力中央研究所 

 

委員   後藤 大輔  (株)グローバル・ニューク 

リア・フュエル・ジャパン 

委員   中川 信幸  (株)原子力エンジニアリン 

 グ 

委員   西田 浩二  日立 GEニュークリア・ 

エナジー(株) 

委員   久宗 健志  日本原子力発電(株) 

委員   福谷 耕司  (株)原子力安全システム研 

究所 

委員   巻上 毅司  東京電力ホールディング 

ス(株) 

委員   三村 聡   (株)東芝 

委員   宮地 孝政  原子燃料工業(株) 

委員   宮原 信哉  (国研)日本原子力研究開発 

機構 
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水化学管理分科会 

（順不同，敬称略） 
（2015年 2月 16日現在） 

 
主査  勝村  庸介  東京大学 

副主査 内田 俊介  元東北大学 

幹事  北島  英明  (一社)原子力安全推進協会 

委員  大橋 伸一  オルガノ(株) 

委員  岡田 英俊  (一財)エネルギー総合工学 

           研究所 

委員  河合 宣夫  中部電力(株) 

委員  河村 浩孝  (一財)電力中央研究所 

委員  篠原 靖周  ニュークリア・デベロップ 

メント(株) 

委員  荘田 泰彦  三菱重工業(株) 

 

委員  高木 純一  (株)東芝 

委員  寺地 巧   (株)原子力安全システム 

研究所 

委員  中野 信夫  関西電力(株) 

委員  長瀬 誠   日立 GEニュークリア・エナ 

ジー(株) 

委員  西山 裕孝  (国研)日本原子力研究開発 

機構 

委員  久宗 健志  日本原子力発電(株) 

委員  長谷川 英規 東京電力(株) 

委員  水野 孝之  元三重大学 

 

 

 

制定後修正 
公
衆
審
査
用



S0XX:20XX 

x 
 

BWR水化学管理指針作業会 
（順不同，敬称略） 

（2016年 2月 17日現在） 
 

主査  平野 秀朗  元(一財)電力中央研究所 

副主査 碓井 直志  日立 GEニュークリア・ 

エナジー(株) 

幹事  北島 英明  (一社）原子力安全推進協会 

委員  浦田 英浩  (株)東芝 

委員  小野寺 聡  電源開発(株) 

委員  河合 宣夫  中部電力(株) 

 

委員  河村 浩孝  (一財)電力中央研究所 

委員  葛巻 武範  東北電力(株) 

委員  佐藤 玉光  中国電力(株)  

委員  中野 祐介  日本原子力発電(株) 

委員  中山 智之  東京電力(株) 

委員  山口 綱基  北陸電力(株) 

 

 

旧委員 

  

 

常時参加者 

 
 

 

制定後修正 
公
衆
審
査
用



S0XX:20XX 

xi 
 

標準の利用に当たって 

 

 標準は対象とする技術，活動あるいは結果の仕様について関係者のコンセンサスを規定しているもので

す。標準にはこうあるべきという義務的事項の他，こうあってもよいとして合意された非義務的な事項も

含まれています。しかし，標準は，対象としている技術，活動あるいは結果の仕様について，規定してい

る以外のものを排除するものではありません。 

 また，標準が規定のために引用している他規格・標準は，記載された年度版のものに限定されます。標

準は全体として利用されることを前提に作成されており，公式な解釈は標準委員会が行います。標準委員

会はそれ以外の解釈については責任を持ちません。標準を使用するに当たってはこれらのことを踏まえて

ください。 

 なお，標準委員会では，技術の進歩に対応するため，定期的に標準を見直しています。利用に当たって

は，標準が最新版であることを確認して下さい。
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日本原子力学会標準 

沸騰水型原子炉の水化学管理指針：20XX 
Water Chemistry Guidelines for Boiling Water Reactors: 20XX 

 

序文 

 沸騰水型原子炉（以下，“BWR”という。）は，冷却材として軽水を沸騰させ蒸気を発生し，蒸気タービ

ンを回し発電する原子炉である。原子炉の構造材料及び燃料被覆管の長期健全性の維持，並びに作業従事

者の被ばく線量の低減を目的として，水化学管理が実施されている（解説 5-8 参照）。この指針は，BWR

のより良い水化学管理のための標準的な方法を規定することにより，原子力安全の継続的な改善に寄与す

ることを目的としている。 

 

1 適用範囲 
この指針は，事業者が現行の BWR の原子力安全の確保において考慮すべき標準的な原子炉水化学管理

方法について規定する。 
 
2 引用規格  
次に掲げる規格及び標準は，この指針に引用されることによって，この指針の規定の一部を構成する。

これらの引用規格のうちで，西暦年を付記してあるものは，記載の年の版を適用し，その後の改訂版（追

補を含む）は適用しない。 
なお，引用規格とこの指針の規定に相違がある場合は，この指針の規定を優先する。 

JIS Z 4001:1999 原子力用語 
JIS K 0211:2013 分析化学用語（基礎部門） 
JEAC 4111-2009 原子力発電所における安全のための品質保証規程 

 
3 用語及び定義 
この指針で用いる主な用語及び定義は，JIS Z 4001:1999，JIS K 0211:2013によるほか，次による。 

3.1 

管理項目 

構造材健全性及び燃料健全性を損なう恐れのあることが明らかになっている水質項目であり，アクショ

ンレベルを設定する項目。 

3.2 

アクションレベル 

プラント設備の健全性確保の観点から必要となる措置の実施を判断するため，管理項目に設定する値。 

注記 アクションレベルにはアクションレベル 1,2,3がある。 

3.3 

推奨値 

管理項目及び診断項目で，より良い水化学管理を達成するために維持することが好ましい範囲として必

要に応じて設定する値。 
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3.4 

診断項目 

水化学管理の状態を把握するため，構造材料及び燃料被覆管の腐食や線量率などの診断を目的として設

定する項目。 

3.5 

運転モード 

通常運転時，起動時，停止時，冷温停止時及び改良水化学適用時を含む BWRの運転状態。 

3.6 

通常運転時 

原子炉の起動後，定格熱出力又は定格電気出力に到達してから，原子炉停止のために出力降下させる操

作（炉心流量の低下又は制御棒の挿入など）を開始するまでの，原子炉出力運転中の期間。 

3.7 

起動時 

原子炉を起動するための操作（制御棒の引抜きなど）を開始してから，定格熱出力又は定格電気出力に

到達するまでの期間。 

3.8 

停止時 

通常運転時から原子炉停止のために出力降下させる操作（炉心流量の低下又は制御棒の挿入など）を開

始してから原子炉水の温度が 100℃未満となるまでの期間。 

3.9 

冷温停止時 

 原子炉の温度が 100℃未満の状態で，原子炉を起動するための操作（制御棒の引抜きなど）を開始する

までの期間。 

注記 起動前給復水系浄化運転及び原子炉脱気運転もこの期間に含める。 

3.10 

改良水化学適用時 

応力腐食割れ（SCC）環境緩和や被ばく低減を目的として系統に薬品などを注入している期間又は注入

以降その効果を発揮する期間。 

3.11 

原子炉水 

原子炉及びその周辺の系統（原子炉冷却材再循環系及び原子炉冷却材浄化系など）に属する水。 

3.12 

給水 

給水系に属する水。 

3.13 

復水 

復水系に属する水。 

3.14 

オフガス 

気体廃棄物処理系に属する放射性物質を含む気体。 
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3.15 

使用済燃料プール水 

使用済燃料プール及びその周辺の系統（使用済燃料プール浄化系など）に属する水。 

注記 本対象は原子炉の出力変動による影響を受けないため，運転モードに依らない管理とする。 

3.16 

復水貯蔵タンク水 

復水貯蔵タンク内に貯蔵される水。 

注記 本対象は原子炉の出力変動による影響を受けないため，運転モードに依らない管理とする。 

3.17 

純水貯蔵タンク水 

純水貯蔵タンク内に貯蔵される水。 

注記 本対象は原子炉の出力変動による影響を受けないため，運転モードに依らない管理とする。 

 

4 BWR水化学管理 

4.1 水化学管理の実施 

原子力安全の確保に向け， BWRでは，主に次の三点を目的として，原子炉冷却材の管理を行う。 

－ 構造材料の健全性維持 

－ 燃料被覆管の健全性維持 

－ 作業従事者の被ばく低減 

この指針では,これらの目的を達成するために管理項目及び診断項目を設定する（解説 5-8参照）。 

なお，自主的安全性向上を図るため，この指針に最新知見及び技術を取り込むべく PDCAサイクルを実

践し，必要に応じこれら項目の見直しを行う（解説 3参照）。 

4.2 管理項目及び診断項目(1) 

4.2.1 管理項目 

4.2.1.1 一般事項 

管理項目は，構造材健全性及び燃料健全性を損なう恐れのあることが明らかになっている水質項目であ

り，アクションレベルを設定して各々の数値に対して非安全側に移行（以下，これを“アクションレベル

に至る”といい，逆に安全側に移行することを“アクションレベルから回復する”という。）した場合に

はレベルごとに適切な措置を実施する。 

4.2.1.2 アクションレベル 

 この指針では，アクションレベルを次のように大別する。 

a) アクションレベル 1 プラント設備の健全性確保の観点から長期的にその状態になることを避けるべき

値。 

b) アクションレベル 2 プラント設備の健全性確保の観点から迅速な回復が要求される値。 

c) アクションレベル 3 プラント設備の健全性確保の観点から許容できない値。 

4.2.1.3 アクションレベルに至った場合の措置 

各アクションレベルに至った場合の措置は次のとおりとする。ただし，アクションレベルに至った状態

で運転モードの移行を伴った場合は，運転モードが移行した時点より移行後の運転モードにおけるアクシ

ョンレベルに基づいて管理を実施することとする。 

a) アクションレベル 1に至った場合の措置 再測定を実施するなど速やかに事象を評価し，原因の究明を
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試み，アクションレベル 1から回復する措置を講じる。1週間 1)以内に回復しない場合は，長期のシステム

信頼性への影響を評価する。 

 注 1) アクションレベルに至ってから回復するまでの許容時間（以下，“許容時間”という。）1週間の

考え方については，附属書 Aを参照。 

b) アクションレベル 2に至った場合の措置 再測定を実施するなど速やかに事象を評価し，原因の究明を

試み，アクションレベル 2から回復する措置を講じる。24時間 2)以内に回復しない場合は，システム信頼

性への影響を評価し，必要に応じて出力降下又は通常停止操作による冷温停止などの措置を検討する。 

 注 2) 許容時間 24時間の考え方については，附属書 Aを参照。 

c) アクションレベル 3に至った場合の措置 再測定を実施するなど速やかに事象を評価し，原因の究明を

試み，アクションレベル 3から回復する措置を講じる。速やかに回復しない場合，出力降下又は通常停止

操作による冷温停止などの措置を講じる。 

なお，出力降下によりアクションレベル 3から回復すると評価される場合は，同措置による回復を確認

した上で原子炉運転状態を維持できる。 

4.2.1.4 推奨値の設定及び措置 

 アクションレベルの設定に加えて，より良い水化学管理を達成するために維持することが好ましい範囲

として必要に応じて推奨値を設定する。推奨値を達成できない場合は，必要に応じて再測定を実施するな

ど事象を評価するとともに対応方針を検討する。 

4.2.1.5 測定頻度 

 管理項目のアクションレベルに至っていないかどうか及び推奨値を達成しているかどうかを確認するた

めに，管理項目ごとにその重要度を踏まえて適切な頻度で測定する。 

4.2.2 診断項目 

4.2.2.1 一般事項 

 水化学管理の状態を把握するため，構造材料及び燃料被覆管の腐食や線量率などの診断を目的として設

定する項目であり，推奨値を設けた項目についてはその値を達成することが望まれる。 

4.2.2.2 推奨値の設定及び措置 

 管理項目と同様に，より良い水化学管理を達成するために維持することが好ましい範囲として推奨値を

設定する。推奨値を達成できない場合は，必要に応じて再測定を実施するなど事象を評価するとともに対

応方針を検討する。 

4.2.2.3 測定頻度 

 診断項目の推奨値を達成しているかどうかを確認するため，また，傾向を把握するために，診断項目ご

とにその重要度を踏まえて適切な頻度で測定する。 

4.3 管理及び診断対象(1) 

4.3.1 一般事項 

 管理項目及び診断項目となる水質項目などは，表 1 に示すように BWR の各運転モードにおいて系統ご

とにそれぞれ規定される。各運転モードと系統水などの定義は次に示すとおりである。 

表 1－管理及び診断対象 

運転モード 管理及び診断の対象とする系統水など 

通常運転時 
原子炉水，給水，復水，オフガス，使用済燃料プール水 a)， 

復水貯蔵タンク水 a)，純水貯蔵タンク水 a) 
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表 1－管理及び診断対象(続き) 

起動時 
原子炉水，給水，復水，使用済燃料プール水 a)，復水貯蔵タンク水 a)， 

純水貯蔵タンク水 a) 

停止時 
原子炉水，使用済燃料プール水 a)，復水貯蔵タンク水 a)， 

純水貯蔵タンク水 a) 

冷温停止時 
原子炉水，給水，復水，使用済燃料プール水 a)，復水貯蔵タンク水 a)， 

純水貯蔵タンク水 a) 

改良水化学適用時 原子炉水 

注 a) 使用済燃料プール水，復水貯蔵タンク水，純水貯蔵タンク水の水質は原子炉の出力変動によ

る影響を受けないため，運転モードに応じて管理方法を変更する必要はない。 

 

4.3.2 運転モード 

4.3.2.1 一般事項 

 この指針では，BWRにおける運転モードを次のように大別する。一般的な BWRの運転操作と運転モー

ドの関連性については，附属書 Bで説明する。また，改良水化学の具体例については，附属書 Cで説明す

る。 

a) 通常運転時 

b) 起動時  

c) 停止時  

d) 冷温停止時  

e) 改良水化学適用時  

4.3.3 管理及び診断系統水など 

4.3.3.1 一般事項 

 この指針では，次に示す系統の水質項目などを管理項目又は診断項目として規定する。サンプリング箇

所の例については，附属書 Dで説明する。 

a) 原子炉水 

b) 給水 

c) 復水 

d) オフガス 

e) 使用済燃料プール水 

f) 復水貯蔵タンク水 

g) 純水貯蔵タンク水 

4.4 アクションレベル，推奨値及び測定頻度(1) 

4.4.1 一般事項 

 この指針で規定する管理項目及び診断項目と各々の設定値は次に示すとおりとする。改良水化学適用時

とその前後の過渡期においても，原則，改良水化学を適用しない場合の管理に準拠し，管理項目の測定値

がアクションレベルに至った場合は附属書Cで述べる水質変動の例を考慮して必要な措置を講じることと

する。 

なお，管理項目及び診断項目の分類の考え方については附属書 E，アクションレベル及び推奨値の考え
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方については附属書 F，測定頻度の設定の考え方については附属書 Gを参照のこと。 

4.4.2 通常運転時 

通常運転時については，原子炉水，給水，復水及びオフガスを規定する。 

4.4.2.1 原子炉水 

通常運転時の原子炉水の管理項目に対するアクションレベル，推奨値及び測定頻度を表 2に示す。また，

通常運転時の原子炉水の診断項目に対する推奨値及び測定頻度を表 3に示す。 

 

表 2－通常運転時の原子炉水の管理項目に対するアクションレベル，推奨値及び測定頻度 

項目 アクションレベル 
推奨値 測定頻度 

名称 単位 1 2 3 

電気伝導率 

(at 25 ℃a)) 
μS/m >20 >100 >1 000 ≦10 連続 b) 

塩化物 

イオン 
μg/L >5 >100 >500 ≦1 1回/週 c) 

硫酸イオン μg/L >5 >100 >500 ≦2 1回/週 c) 

注 a) 測定後に 25 ℃に換算した値とする。 
b) 連続測定計器による連続測定値を監視する。 
c) 電気伝導率や pHに大きな変動が生じた場合，必要に応じて確認のための測定を実施する。 

 

表 3－通常運転時の原子炉水の診断項目に対する推奨値及び測定頻度 

項目 
推奨値 測定頻度 

名称 単位 

pH 

(at 25 ℃a)) 
― 6.5～7.5 連続 b) 

シリカ μg/L ≦1 000 1回/月 

溶存酸素 μg/L ― 連続 b) 

金属不純物 c) μg/L ≦10 1回/月 

よう素 131 Bq/g ≦0.04 d) 1回/週 f) 

銅 μg/L ≦1 1回/月 

コバルト 60イオン Bq/mL ≦5 e) 1回/週 g) 
注 a)  測定後に 25 ℃に換算した値とする。 

b) 連続測定計器による連続測定値を監視する。 
c) 金属 5元素(Cr,Fe,Co,Ni,Cu)の合計値。 
d) 燃料棒からの放射性物質漏えいを経験していないプラントが対象。 
e)  給水鉄量制御プラントが対象。 
f)  オフガスモニタ指示値に大きな変動が生じた場合，必要に応じて確認のため
の測定を実施する。 

g)  これまでの運転実績などにより変動要因が無いことを確認できれば，1 回/
月の測定頻度とすることができる。 
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4.4.2.2 給水 

通常運転時の給水の管理項目に対するアクションレベル，推奨値及び測定頻度を表 4に示す。また，通

常運転時の給水の診断項目に対する推奨値及び測定頻度を表 5に示す。 

 

表 4－通常運転時の給水の管理項目に対するアクションレベル，推奨値及び測定頻度 

項目 アクションレベル 
推奨値 測定頻度 

名称 単位 1 2 3 

金属不純物 a) μg/L ― >15 ― ≦1 1回/週 

銅 μg/L ― >2 ― ≦0.1 1回/週 

注 a)  金属 5元素(Cr,Fe,Co,Ni,Cu)の合計値。 

 

表 5－通常運転時の給水の診断項目に対する推奨値及び測定頻度 

項目 
推奨値 測定頻度 

名称 単位 

電気伝導率 

(at 25 ℃a)) 
μS/m ≦6 連続 b) 

溶存酸素 c) μg/L 20～200 連続 b) 

注 a)  測定後に 25 ℃に換算した値とする。 
b)  連続測定計器による連続測定値を監視する。 
c)   溶存酸素については，給水と復水脱塩器出口のいずれか又は両方で測定する。 

 

4.4.2.3 復水 

a) 復水（低圧復水ポンプ出口） 通常運転時の低圧復水ポンプ出口における復水の管理項目に対するアク

ションレベル，推奨値及び測定頻度を表 6に示す。 

表 6－通常運転時の復水（低圧復水ポンプ出口）の管理項目に対する 

アクションレベル，推奨値及び測定頻度 

項目 アクションレベル 
推奨値 測定頻度 

名称 単位 1 2 3 

電気伝導率 

(at 25 ℃a)) 
μS/m ― >20 ― ≦10 連続 b) 

注 a)  測定後に 25 ℃に換算した値とする。 
b)  連続測定計器による連続測定値を監視する。 

 

b) 復水（復水脱塩器出口） 通常運転時の復水脱塩器出口における復水の診断項目に対する推奨値及び測

定頻度を表 7に示す。 
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表 7－通常運転時の復水（復水脱塩器出口）の診断項目に対する推奨値及び測定頻度 

項目 
推奨値 測定頻度 

名称 単位 

電気伝導率 

(at 25 ℃a)) 
μS/m ≦6 連続 b) 

溶存酸素 c) μg/L 20～200 連続 b) 

金属不純物 d) μg/L ― 1回/週 

銅 μg/L ― 1回/週 

注 a)  測定後に 25 ℃に換算した値とする。 
b)  連続測定計器による連続測定値を監視する。 

c)   溶存酸素については，給水と復水脱塩器出口のいずれか又は両方で測定する。 
d)   金属 5元素(Cr,Fe,Co,Ni,Cu)の合計値。 

 

4.4.2.4 オフガス 

通常運転時のオフガスの診断項目に対する推奨値及び測定頻度を表 8に示す。 

表 8－通常運転時のオフガスの診断項目に対する推奨値及び測定頻度 

項目 
推奨値 測定頻度 

名称 単位 

オフガスモニタ指示値 mSv/h又は A ― 連続 a) 

放出率（7核種 b)） Bq/s ― 1回/月 c) 

注 a)  オフガスモニタによる連続測定値を監視する。 

b)   133Xe，135Xe，135mXe，138Xe，85mKr，87Kr，88Krの合計放出率。 
c) オフガスモニタ指示値に大きな変動が生じた場合，必要に応じて確認のための測定

を実施する。 

 

4.4.3 起動時 

起動時については，原子炉水，給水及び復水を規定する。 

4.4.3.1 原子炉水 

起動時の原子炉水の管理項目に対するアクションレベル，推奨値及び測定頻度を表 9に示す。また，起

動時の原子炉水の診断項目に対する推奨値及び測定頻度を表 10に示す。 
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表 9－起動時の原子炉水の管理項目に対するアクションレベル，推奨値及び測定頻度 

項目 アクションレベル 
推奨値 測定頻度 

名称 単位 1 2 3 

電気伝導率 

(at 25 ℃a)) 
μS/m ― >100 >1 000 ― 連続 b) 

塩化物イオン μg/L ― >100 >500 ― 
起動期間中

に 1回以上 

硫酸イオン μg/L ― >100 >500 ― 
起動期間中

に 1回以上 

注 a)  測定後に 25 ℃に換算した値とする。 
b)  連続測定計器による連続測定値を監視する。 

 

表 10－起動時の原子炉水の診断項目に対する推奨値及び測定頻度 

項目 
推奨値 測定頻度 

名称 単位 

pH 

(at 25 ℃a)) 
― ― 連続 b) 

溶存酸素 c) μg/L ― 連続 b) 

よう素 131 Bq/g ― 
起動期間中に 1回

以上 

注 a)  測定後に 25 ℃に換算した値とする。 
b)  連続測定計器による連続測定値を監視する。 

c)   温度 100 ℃以上の場合に測定する。 

 

4.4.3.2 給水 

起動時の給水の診断項目に対する推奨値及び測定頻度を表 11に示す。 

表 11－起動時の給水の診断項目に対する推奨値及び測定頻度 

項目 
推奨値 測定頻度 

名称 単位 

電気伝導率 

(at 25 ℃a)) 
μS/m ≦6 連続 b) 

溶存酸素 c) μg/L 20～200 連続 b) 

注 a)  測定後に 25 ℃に換算した値とする。 
b)  連続測定計器による連続測定値を監視する。 

c)   溶存酸素については，給水と復水脱塩器出口のいずれか又は両方で測定する。 

 

4.4.3.3 復水 

a) 復水（低圧復水ポンプ出口） 起動時の低圧復水ポンプ出口における復水の管理項目に対するアクシ

ョンレベル，推奨値及び測定頻度を表 12に示す。 

公
衆
審
査
用



10 
S0XX:20XX 

 

表 12－起動時の復水（低圧復水ポンプ出口）の管理項目に対する 

アクションレベル，推奨値及び測定頻度 

項目 アクションレベル 
推奨値 測定頻度 

名称 単位 1 2 3 

電気伝導率 

(at 25 ℃a)) 
μS/m ― >20 ― ≦10 連続 b) 

注 a)  測定後に 25 ℃に換算した値とする。 
b)  連続測定計器による連続測定値を監視する。 

 

b）復水（復水脱塩器出口） 起動時の復水脱塩器出口における復水の診断項目に対する推奨値及び測定

頻度を表 13に示す。 

表 13－起動時の復水（復水脱塩器出口）の診断項目に対する推奨値及び測定頻度 

項目 
推奨値 測定頻度 

名称 単位 

電気伝導率 

(at 25 ℃a)) 
μS/m ≦6 連続 b) 

溶存酸素 c) μg/L 20～200 連続 b) 

有機体炭素 
（TOC） μg/L ― 

起動期間中に 1 回

以上 

注 a)  測定後に 25 ℃に換算した値とする。 
b)  連続測定計器による連続測定値を監視する。 

c)   溶存酸素については，給水と復水脱塩器出口のいずれか又は両方で測定する。 

 

4.4.4 停止時 

 停止時については，原子炉水のみ規定する。 

4.4.4.1 原子炉水 

停止時の原子炉水の診断項目に対する推奨値及び測定頻度を表 14に示す。 
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表 14－停止時の原子炉水の診断項目に対する推奨値及び測定頻度 

項目 
推奨値 測定頻度 

名称 単位 

電気伝導率 

(at 25 ℃a)) 
μS/m ― 連続 b) 

pH 

(at 25 ℃a)) 
― ― 連続 b) 

塩化物イオン μg/L ― 任意 

硫酸イオン μg/L ― 任意 

溶存酸素 c) μg/L ― 連続 b) 

停止時よう素 131

増加量 
Bq ― 停止時に 1回 

注 a)  測定後に 25 ℃に換算した値とする。 
b)  連続測定計器による連続測定値を監視する。 
c)   温度 100 ℃以上の場合に測定する。 

 

4.4.5 冷温停止時 

 冷温停止時については，原子炉水，給水及び復水（低圧復水ポンプ出口）を規定する。ただし，給水及

び復水（低圧復水ポンプ出口）に関しては，給復水浄化運転時に限る。 

4.4.5.1 原子炉水 

冷温停止時の原子炉水の診断項目に対する推奨値及び測定頻度を表 15に示す。 

表 15－冷温停止時の原子炉水の診断項目に対する推奨値及び測定頻度 

項目 
推奨値 測定頻度 

名称 単位 

電気伝導率 

(at 25 ℃a)) 
μS/m ≦210 1回/日 

pH 

(at 25 ℃a)) 
― ― 1回/月 

塩化物イオン μg/L ≦100 任意 c) 

硫酸イオン μg/L ≦100 任意 c) 

溶存酸素 b) μg/L ≦200 連続 d) 

注 a)  測定後に 25 ℃に換算した値とする。 
b)  原子炉脱気運転時。 
c) 電気伝導率や pHに大きな変動が生じた場合は，必要に応じて確認のための
測定を実施する。 

d) 連続測定計器による連続測定値を監視する。  

 

4.4.5.2 給水 

冷温停止時の給水の診断項目に対する推奨値及び測定頻度を表 16に示す。 
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表 16－冷温停止時の給水の診断項目に対する推奨値及び測定頻度 

項目 
推奨値 測定頻度 

名称 単位 

金属不純物 a) μg/L ― 任意 

注 a)  金属 5元素(Cr,Fe,Co,Ni,Cu)の合計値。 

 

4.4.5.3 復水（低圧復水ポンプ出口） 

冷温停止時の低圧復水ポンプ出口における復水の診断項目に対する推奨値及び測定頻度を表 17に示す。 

表 17－冷温停止時の復水（低圧復水ポンプ出口）の診断項目に対する推奨値及び測定頻度 

項目 
推奨値 測定頻度 

名称 単位 

電気伝導率 

(at 25 ℃a)) 
μS/m ― 連続 b) 

金属不純物 c) μg/L ― 任意 

過酸化水素 μg/L ― 任意 
有機体炭素 
（TOC） μg/L ― 任意 

注 a)  測定後に 25 ℃に換算した値とする。 
b)  連続測定計器による連続測定値を監視する。 
c) 金属 5元素(Cr,Fe,Co,Ni,Cu)の合計値。 

 

4.4.6 運転モードに依らない系統 

運転モードに依らない系統として，使用済燃料プール水，復水貯蔵タンク水及び純水貯蔵タンク水を規

定する。 

4.4.6.1 使用済燃料プール水 

使用済燃料プール水の診断項目に対する推奨値及び測定頻度を表 18に示す。 
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表 18－使用済燃料プール水の診断項目に対する推奨値及び測定頻度 

項目 
推奨値 測定頻度 

名称 単位 

電気伝導率 

(at 25 ℃a)) 
μS/m ≦210 1回/日 

pH 

(at 25 ℃a)) 
― ― 1回/月 

塩化物イオン μg/L ≦100 任意 b) 

硫酸イオン μg/L ≦100 任意 b) 

金属不純物 c) μg/L ― 1回/月 

注 a)  測定後に 25 ℃に換算した値とする。 
b) 電気伝導率や pHに大きな変動が生じた場合は，必要に応じて確認のための
測定を実施する。 

c) 金属 5元素(Cr,Fe,Co,Ni,Cu)の合計値。 
 

4.4.6.2 復水貯蔵タンク水 

復水貯蔵タンク水の診断項目に対する推奨値及び測定頻度を表 19に示す。 

表 19－復水貯蔵タンク水の診断項目に対する推奨値及び測定頻度 

項目 
推奨値 測定頻度 

名称 単位 

電気伝導率 

(at 25 ℃a)) 
μS/m ≦100 連続 b), c) 

pH 

(at 25 ℃a)) 
― ― 1回/週 c), d) 

塩化物イオン μg/L ≦10 1回/週 c), d) 

硫酸イオン μg/L ≦10 1回/週 c), d) 

シリカ μg/L ≦100 1回/月 c), d) 
有機体炭素 
（TOC） μg/L ― 1回/週 c), d) 

金属不純物 e) μg/L ≦200 1回/月 c), d) 

過酸化水素 μg/L ― 任意 

注 a)  測定後に 25 ℃に換算した値とする。 
b)  連続測定計器による連続測定値を監視する。 
c)  復水貯蔵タンクに移送される他系統の水について，この項目が測定などによ
って評価されている場合には，測定頻度を低減又は省略することができる。 

d) 電気伝導率に大きな変動が生じた場合は，必要に応じて確認のための測定を
実施する。 

e) 金属 5元素(Cr,Fe,Co,Ni,Cu)の合計値。 

 

4.4.6.3 純水貯蔵タンク水 

純水貯蔵タンク水の診断項目に対する推奨値及び測定頻度を表 20に示す。 

公
衆
審
査
用



14 
S0XX:20XX 

 

表 20－純水貯蔵タンク水の診断項目に対する推奨値及び測定頻度 

項目 
推奨値 測定頻度 

名称 単位 

電気伝導率 

(at 25 ℃a)) 
μS/m ≦100 任意 

pH 

(at 25 ℃a)) 
― ― 任意 

塩化物イオン μg/L ≦10 任意 

硫酸イオン μg/L ≦10 任意 

シリカ μg/L ≦10 任意 

注 a)  測定後に 25 ℃に換算した値とする。 

 

5  品質管理 

5.1 一般事項 

 4.4で示した項目を適切に管理又は診断するためには，系統水などの項目ごとに適切なサンプリング方法

及び分析方法を選択する必要がある。また，これにより得られた水質等データを適切に記録，評価，保存

することによって BWRにおける水化学管理の品質が担保できる。BWRにおける水質などの項目ごとのサ

ンプリング方法，分析方法及び得られた水質等データの管理方法を次に示す。 

なお，原子力発電所では，JEAC 4111-2009に基づいて品質保証活動を実施しており，水化学管理におい

ても，基本的にはこれに従って品質保証活動を実施している。ここで説明する品質管理は JEAC 4111-2009

に記載される品質保証活動のうち，水化学管理に係る具体的手法を明記するものである。 

5.2 サンプリング方法 

 BWR の系統水などの試料採取には，連続測定計器を用いた連続サンプリング，及び測定の都度必要量

の試料水のサンプリングを行う方法などがあり，分析する項目ごとに適切なサンプリング方法を選択する。

各サンプリング方法の例を附属書 Hに記載する。 

5.3 分析方法 

 各項目の分析には，基本的にはそれぞれ JIS などの規格類に規定された適切な分析方法を用いる。分析

方法の例を附属書 Iに記載する。 

5.4 水質等データ管理 

5.4.1 記録 

水質等データの活用及び運用を考慮し，水質等分析によって得られたデータは，採取日時，採取系統と

ともに的確かつ速やかに記録する。 

5.4.2 評価 

水質等分析によって得られた測定値から，水質等変動を極力早期，かつ的確に確認するため，水質等デ

ータの評価に際し，考慮しておくことが望ましい事項を次に示す。水質等データの評価方法の例を附属書

Jに記載する。 

5.4.2.1 測定値の正当性確保 

水質等分析に際し，次の事項を考慮して実施することにより，測定値の正当性を確保する。 

a) 測定機器の管理 測定に用いる測定機器は，測定値の正当性確保のため，定期的な校正，適切な保守，
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調整を行う。 

b) 標準物質等の管理 分析に使用する標準物質，標準液及び試薬については，原則，国家（国際）標準

物質，JIS規格品を使用する。 

c) 分析器材等の管理 分析に使用するガラス製体積計，温度計などについては，原則，JIS規格品を使用

する。 

d)  測定員の力量判定と維持 測定を実施する測定員の力量を判定するとともに，力量を維持するための

教育，訓練を行う。 

5.4.2.2 測定値の妥当性評価 

 水質変動時，測定値の妥当性について，安定な運転状態からの水質変動範囲，関連水質項目，関連系統

水質との相関評価を行い，水質異常に対する判断を行う。 

5.4.3 保存 

データの保存期間については，事業者ごとに適切に設定することとする。 

 

 

 

 

 

 

参考文献 

(1) H.Kawamura, H.Hirano, Y.Katsumura, et al., “BWR Water Chemistry Guidelines and PWR Primary Water 

Chemistry Guidelines in Japan - Purposes and Technical Backgrounds - ”, Nuclear Engineering and Design, 

309, 161-174(2016). 
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附属書 A 
（参考） 

アクションレベルに至ってから回復するまでの許容時間の考え方 

 
序文 

 この附属書は，本体に関連する事柄を説明するものであり，規定の一部ではない。 

 
A.1 アクションレベル 1に至ってから回復するまでの許容時間の考え方 
アクションレベル 1の設定値は，その値に至ることによって直ちにシステム信頼性に影響を与えるもの

ではないが，長期のシステム信頼性を考慮した場合，それに至らない値で管理することが好ましい。アク

ションレベル 1に至る事象のうち，一時的な水質変化に起因し，速やかにかつ容易に回復することが可能

なものもあるが，それ以外に，回復までに時間を要しアクションレベル 1に至った状態が最長で当該運転

サイクル終了までの長期に及ぶ場合も考えられる。この指針では，アクションレベル 1に至った状態が一

時的な水質変化に起因したものではないと推定される継続期間を 1週間と見込み，これを許容時間とした。

分析などによりアクションレベル 1 に至ったことを確認してから回復したことを確認するまでの期間が 1

週間を超える場合は，その状態が運転期間中継続した場合のプラントのシステム信頼性への影響を評価す

る。 

 

A.2 アクションレベル 2に至ってから回復するまでの許容時間の考え方 

アクションレベル 2の設定値は，その値に至ることによって直ちにシステム信頼性を喪失するものでは

ないが，通常管理されている値から大きく乖離しており，当該値に至った状態で運転を継続した経験も少

ないことから，迅速に回復することが要求される。アクションレベル 2を設定している管理項目（通常運

転時における原子炉水の電気伝導率，塩化物イオン濃度及び硫酸イオン濃度）が，アクションレベル 2に

至る要因として，主に次の 2つの事象が考えられる。 

1) 系統内での不純物発生 例えば原子炉冷却材浄化系や復水浄化系のイオン交換樹脂劣化に伴う不純物

発生など。 

2) 系統外からの不純物持ち込み 例えば主復水器における海水漏えいや補給水の水質悪化に伴う系統内

への不純物持ち込みなど。 
上記 1)，2)がアクションレベル 2に至る要因で，アクションレベル 3に至らない場合の是正措置の例を

表 A.1に示す。アクションレベル 2に至ったことの確認から原因究明及び是正措置が完了し，水質を安定

させるまでの実現可能な期間を 24時間と見込み，これを許容時間とした。分析などによりアクションレベ

ル 2に至ったことを確認してから回復したことを確認するまでの期間が 24時間を超える場合は，これによ

るプラントのシステム信頼性への影響を評価し，必要に応じて出力降下又は通常停止操作による冷温停止

などの措置を検討する。 
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表 A.1－アクションレベル 2に至る要因と是正措置の例 

アクションレベル 2に至る要因 是正措置の例 

1) 系統内での不純物発生 ・原子炉冷却材浄化系のイオン交換樹脂張替え又は予備浄

化設備への切替え（原子炉冷却材浄化系でのイオン交換

樹脂劣化に伴う水質悪化の場合） 

・不純物を排出する復水浄化系脱塩器の特定とその隔離

（復水浄化系でのイオン交換樹脂劣化に伴う水質悪化

の場合） 

2) 系統外からの不純物持ち込み ・海水漏えいが発生した水室の隔離（主復水器における海

水漏えいに伴う水質悪化の場合） 

・補給水を供給する系統の隔離（補給水からの不純物持ち

込みに伴う水質悪化の場合） 
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附属書 B 
（参考） 

BWRの運転モード例 
 

序文 

 この附属書は，本体に関連する事柄を説明するものであり，規定の一部ではない。 
 

B.1 運転モードと水化学管理 
 原子炉冷却系の環境や水質はプラントの運転モードによって大きく変わるため，運転モードによって水

化学管理の方法を分類することが必要である。この指針では基本的に定常的な運転操作に基づき，通常運

転時，起動時，停止時及び冷温停止時の 4つの運転モードに分類して管理方法を規定している。スクラム

による緊急停止などの非定常的な運転操作が伴う場合の管理方法は，この指針に規定する限りではない。 

 

B.2 運転モードの区分 
 図 B.1～図 B.3に BWRプラントにおける運転操作と運転モードの関係の例を示す。各々の運転モードは

次に説明するとおりとする。 

B.2.1 通常運転時 

 原子炉の起動後定格熱出力又は定格電気出力に到達してから，原子炉停止のために出力降下させる操作

（炉心流量の低下又は制御棒の挿入など）を開始するまでの，原子炉出力運転中の期間をいう。 

B.2.2 起動時 

 原子炉を起動するための操作（制御棒の引抜きなど）を開始してから，定格熱出力又は定格電気出力に

到達するまでの期間をいう。 

B.2.3 停止時 

 通常運転時から原子炉停止のために出力降下させる操作（炉心流量の低下又は制御棒の挿入など）を始

めて原子炉水の温度が 100 ℃未満となるまでの期間をいう。 

B.2.4 冷温停止時 

 原子炉水の温度が 100 ℃未満の状態で，原子炉を起動するための操作（制御棒の引抜きなど）を開始す

るまでの期間をいう。起動前給復水系浄化運転及び原子炉脱気運転もこの期間に含める。 
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図 B.1－BWRプラントにおける運転操作と運転モードの関係の例（冷温停止時～起動時） 
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図 B.2－BWRプラントにおける運転操作と運転モードの関係の例（起動時～通常運転時） 
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図 B.3－BWRプラントにおける運転操作と運転モードの関係の例（通常運転時～冷温停止時） 

公
衆
審
査
用



22 
S0XX:20XX 

 

附属書 C 
（参考） 

改良水化学適用時の水質変動 
 

序文 

 この附属書は，本体に関連する事柄を説明するものであり，規定の一部ではない。 
 

C.1 改良水化学の例 

 BWRプラントでは，応力腐食割れ（SCC）環境緩和や被ばく低減を目的として原子炉冷却材に薬品など

を注入する改良水化学が適用される場合がある。ここでは，国内外の実機プラントで既に導入実績があり，

その効果が認められている改良水化学技術について述べる。各々の技術の概要は次のとおりである。 

C.1.1 水素注入（HWC：Hydrogen Water Chemistry） 

 水素注入は原子炉冷却材中に水素ガスを注入することで，炉心部での水の放射線分解による酸化剤（酸

素，過酸化水素など）の生成を抑制し，炉内のSCC環境を緩和する技術である。水素注入は，注入する時

期によって次の2種類に分類される。 

C.1.1.1 通常運転時水素注入 

 通常運転中に一定量の水素ガスを連続的に原子炉冷却材へ注入する手法をいう。炉内広範囲のSCC環境

緩和を達成するためには，高濃度水素注入が必要であり，この場合主蒸気系線量率が未注入時に比べて5

倍程度上昇することが知られている。 

C.1.1.2 起動時水素注入 

 起動時の昇温昇圧過程に水素ガスを連続的に原子炉冷却材へ注入する手法をいう。注入量は原子炉の温

度状態によって変化させる。 

C.1.2 貴金属注入（NMCA：Noble Metal Chemical Application） 

 貴金属注入は水素注入によるSCC環境緩和の効果を補完する技術で，原子炉冷却材中に貴金属（白金，

ロジウムなど）の溶液を注入するものである。原子炉内に流入した貴金属は，炉内構造物の材料表面に粒

子状で付着し，これが水素と酸化剤の再結合反応を促進する触媒となって材料表面のSCC環境が緩和され

る。貴金属注入は，注入する時期によって以下の2種類に分類される。 

C.1.2.1 クラシック貴金属注入（CNC：Classic NobleChemTM） 

 クラシック貴金属注入は，プラント停止時に実施する貴金属注入である。約1回/4年運転の頻度で白金及

びロジウムを注入する技術であるが，注入作業が施設定期検査の工程へ影響するなどにより，現在では後

述するオンライン貴金属注入が主流となりつつある。 

C.1.2.2 オンライン貴金属注入（OLNC：Online NobleChemTM） 

 オンライン貴金属注入は，CNCの改良技術であり約 1回/11～16ヶ月の頻度で通常運転中に約 2週間か

けて白金を注入する技術である。CNCに比べて，1回あたりの白金注入量が 1/3程度となり注入時のプラ

ント水質変化が緩和される，注入頻度の増加により水素未注入期間に進展したき裂の進展抑制効果が期待

できるメリットがある。 

C.1.3 亜鉛注入 

 亜鉛注入は原子炉冷却材中に亜鉛溶液を注入する被ばく低減を目的とした技術である。亜鉛は機器及び

配管表面に生成する酸化皮膜への放射性核種の取り込みを抑制し，これにより機器及び配管の線量率が低
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減される。注入する亜鉛溶液の溶質としては，自身の放射化により線量率が上昇することを回避するため

に，放射化によって亜鉛 65となり得る亜鉛 64を予め同位体分離によって除去した酸化亜鉛（DZO；Depleted 

Zinc Oxide）を使用することが一般的で，通常運転時に連続的に原子炉冷却材中に注入される。 

C.1.4 Ni/Fe比コントロール運転 

Ni/Fe 比コントロール運転は原子炉内に持ち込まれる鉄量を適切に管理する被ばく低減を目的とした技

術である。Ni/Fe 比コントロール運転の適用により，燃料棒表面に付着した腐食生成物は安定した化学形

態となり，原子炉水への溶出量が抑制され，原子炉水中の放射性イオン濃度の低減が可能となる。Ni/Fe

比コントロール運転は給水鉄濃度を復水ろ過器の一部をバイパスすることで制御する方法が一般的である。 

C.1.5 極低鉄/高ニッケル制御運転 

極低鉄/高ニッケル制御運転は，給水鉄濃度を極力低く維持する被ばく低減を目的とした技術である。給

水鉄濃度を 0.1 mg/L以下に制限することにより給水と炉内で生成する鉄量とニッケル量の比率を 2未満と

して燃料表面へのニッケルフェライトその他の付着量を抑制することに加え，原子炉水中のニッケルイオ

ン濃度を 1～2 mg/Lに保つことで，腐食生成物の生成量低減と機器及び配管表面の腐食抑制の両立が可能

となる。 

 

C.2 改良水化学適用時の水質変化の例 

 改良水化学を適用する場合も，基本的には本文で規定した管理及び診断に準拠することとする。ただし，

改良水化学の適用によって，適用しない場合の通常水質（NWC：Normal Water Chemistry）では観察されな

い水質変化が表れる場合があるため，注意が必要である。本文で規定した管理項目及び診断項目のうち，

改良水化学を適用した際に水質変化が表れる可能性のある項目について次に示す。改良水化学を適用する

場合は，これらの挙動に留意して，管理及び診断を実施する必要がある。 

C.2.1 水素注入 

a) 電気伝導率 通常運転中に水素注入の状態から通常水質の状態に切り替わった場合，炉内構造物の酸化

被膜の性状が変化してクロム酸イオン（CrO4
2－）が原子炉水に溶出する現象（以下，この現象を“クロ

ムスパイク”という。）が起こる。これに伴い，電気伝導率が一時的に上昇するが原子炉冷却材浄化系

による浄化が正常に機能していれば，一時的な上昇に抑えることができる。 

b) 金属不純物 水素注入停止時にはクロムスパイクに伴い原子炉水中のクロム濃度が上昇する。 

c) 溶存酸素 水素注入により原子炉水中の酸素と水素の再結合反応が促進され，原子炉水中の溶存酸素が

低減される。 

d) オフガスモニタ指示値 通常運転時のオフガスの主要核種は窒素 13であり，水素注入時には炉内での

放射性窒素の形態変化の影響によりオフガスの線量率が変動する。 

C.2.2 貴金属注入 

a) 電気伝導率 貴金属注入の際に原子炉冷却材に注入する薬液に含まれるナトリウムイオンの影響で，原

子炉水の電気伝導率が上昇する。 

b) 溶存酸素 貴金属注入により原子炉水中の酸素と水素の再結合反応が促進され，原子炉水中の溶存酸素

が低減される。 

c) よう素 131 貴金属注入後は，注入した貴金属への吸着，又はキャリーオーバ率上昇により原子炉水中

のよう素濃度が低下する。 

d) 金属不純物 炉内が強還元環境に移行することから炉内構造材の酸化皮膜の性状変化に伴う溶出によ

り，原子炉水中の金属不純物の濃度が一時的に上昇する可能性がある。 
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C.2.3 亜鉛注入 

a) 電気伝導率 亜鉛注入時は原子炉水中の亜鉛濃度が上昇するため，これに伴い原子炉水の電気伝導率が

高めに推移する可能性がある。 

b) シリカ 原子炉水中に亜鉛とシリカが混在する場合，燃料棒表面に亜鉛シリケート1)が析出し，燃料健

全性に影響を及ぼす可能性がある。国内プラントではシリカ500～1 000 mg/Lで亜鉛注入を実施している

が燃料への影響は現状認められていないことから，亜鉛注入時においても本文の規定に準拠して診断す

ることが好ましい。 

  注 1) 酸化亜鉛（ZnO）とシリカ（SiO2）の複合酸化物。 

c) コバルト 60イオン 亜鉛注入により燃料及び炉内構造物の酸化被膜表面でのコバルト 60イオンの挙動

が変化し，原子炉水中のコバルト 60イオン濃度に変動が生じる可能性がある。 

C.2.4 Ni/Fe比コントロール運転 

a) 金属不純物 Ni/Fe 比コントロール運転では給水鉄濃度を上昇させる制御を実施することから給水鉄濃

度は上昇する。 

C.2.5 極低鉄/高ニッケル制御運転 

a) 金属不純物 極低鉄/高ニッケル制御運転では，鉄濃度とニッケル濃度を制御する運転であることから，

適用前に比べて金属不純物の絶対濃度が変化する可能性がある。 
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附属書 D 
（参考） 

BWRにおける管理及び診断系統水等のサンプリング箇所の例 
 

序文 

 この附属書は，本体に関連する事柄を説明するものであり，規定の一部ではない。 
 

D.1 原子炉冷却系 
 原子炉冷却系は，通常運転時の原子炉を冷却する主要な系統であり，原子炉，主蒸気系，復水系，給水

系などから構成される。この系統に属する水は通常運転時は高温高圧環境下で材料及び燃料と接触するこ

とに加え，放射性物質の移行に寄与することから，材料健全性，燃料健全性及び被ばく低減の観点で適切

に水化学管理を実施することが重要である。原子炉冷却系の概要を図 D.1に示す。 

 

図 D.1－原子炉冷却系の概要とサンプリング箇所の例 

 

 原子炉冷却系の水は，一般的に次のように分類してサンプリングした水を分析するなどにより管理，診

断を行う。ただし，炉型や運転モードによってはこれと異なる方法で管理及び診断する場合もある。 

a) 原子炉水 原子炉及びその周辺の系統（原子炉再循環系 1）及び原子炉冷却材浄化系 1）など）に属する

水で，原子炉冷却材浄化系のろ過脱塩器入口（図 D.1 中の S1）よりサンプリングして分析又は連続測

定器により監視を実施することが多い。 
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    注 1) 改良型 BWR（ABWR）では原子炉内に設置されたインターナルポンプによって原子炉水を

再循環させており，原子炉圧力容器外に分岐する原子炉再循環系は存在しない。このため原

子炉冷却材浄化系は残留熱除去系から分岐する構成となっている。 

b) 給水 給水系（一般的に給水ポンプ出口から原子炉入口まで）に属する水で，高圧給水加熱器出口（図

D.1中の S2）よりサンプリングして分析を実施することが多い。 

c) 復水 復水系（一般的に主復水器から給水ポンプ入口まで）に属する水で，低圧復水ポンプ出口（図

D.1中の S3）及び復水脱塩器出口（図 D.1中の S4）などにおいてサンプリングして分析又は連続測定器

により監視を実施することが多い。 

 

D.2 気体廃棄物処理系 

 
図 D.2－気体廃棄物処理系の概要とサンプリング箇所の例 

 

通常運転時において原子炉内で発生した気体は，主蒸気系からタービンを経て主復水器へ移行し，空気

抽出器によって気体廃棄物処理系へ排出される。原子炉内に装荷されている燃料集合体について，燃料被

覆管が損傷を受けた場合，その損傷個所から放射性物質が原子炉水中に漏えいするが，このうち気体状あ

るいは揮発性の放射性物質（放射性希ガス，放射性よう素）は気体廃棄物処理系へ移行するため，燃料棒

からの放射性物質漏えいの事象を早期に検知するためには，気体廃棄物処理系のガス（オフガス）を監視

することが重要である。気体廃棄物処理系の概要を図 D.2に示す。オフガスは減衰管の入口（図 D.2中の

S5）からサンプリングして分析又は連続測定器により監視することが多い。 
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D.3 使用済燃料プール 

 使用済燃料プールには，使用済燃料及び新燃料が貯蔵されており，この系統に属する水（使用済燃料プ

ール水）は，これらの燃料を冷却することに加え燃料からの放射線を遮蔽する効果がある。水化学の観点

では，燃料健全性，材料健全性及び被ばく低減を考慮して適切な管理を実施することが重要である。使用

済燃料プールの概要を図 D.3に示す。使用済燃料プール水は，浄化装置入口（図 D.3中の S6）よりサンプ

リングして分析又は連続測定器により監視を実施することが多い。 

 

図 D.3－使用済燃料プールの概要とサンプリング箇所の例 

 

D.4 補給水系 

 補給水は原子炉冷却系に投入される場合があるため，原子炉冷却系への不純物持ち込みを抑制する観点

で適切に水化学管理を実施する必要がある。補給水系の概要を図 D.4に示す。補給水は一般的に次のよう

に分類してサンプリングした水を分析するなどにより管理及び診断を行う。ただし，プラントの設計によ

ってはこれと異なる方法で管理及び診断する場合もある。 

a) 復水貯蔵タンク水 復水貯蔵タンク内に貯蔵されている水で，主にプラント補給水として用いられてお

り，主復水器の水位調整に使用されている他，復水脱塩器イオン交換樹脂の洗浄，燃料交換時の原子炉

水張りなどにも使用される。また，冷却材喪失事故などにおける非常用炉心冷却系の原子炉補給水とし

ての役割もある。復水貯蔵タンク水は，主に液体廃棄物処理系で処理された水を回収することで水源を

確保しているが，純水貯蔵タンクから補給することも可能である。復水貯蔵タンク出口配管（図 D.4

中の S7）よりサンプリングして分析又は連続測定器により監視を実施することが多い。 

b) 純水貯蔵タンク水 純水貯蔵タンク内に貯蔵されている水で，主に補機冷却系への補給水や各建屋の雑

用水として用いられるほか，復水貯蔵タンクに補給される場合もある。純水貯蔵タンク（図 D.4 中の

S8）よりサンプリングして分析又は連続測定器により監視を実施することが多い。 
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図 D.4－補給水系の概要とサンプリング箇所の例 
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附属書 E 
（参考） 

管理項目及び診断項目の分類の考え方 

序文 

 この附属書は，本体に関連する事柄を説明するものであり，規定の一部ではない。 
 

E.1 通常運転時 

E.1.1 原子炉水 

通常運転時における原子炉水の管理項目及び診断項目の分類の考え方は表E.1に示すとおりである。 

 

表E.1－通常運転時の原子炉水の管理項目及び診断項目の分類の考え方 

分類 項目 分類の考え方 

管理項目 

電気伝導率 

(at 25 ℃a)) 

本項目は，構造材の応力腐食割れ（SCC）の発生，進展及び孔食

や隙間腐食の発生に影響を与える不純物イオンの総和を示す尺

度である。 

薬品注入を実施していないBWRでは不純物イオンの存在は電気

伝導率に最も敏感に現れることから，管理項目とする。 

塩化物イオン 

本項目は，ステンレス鋼の粒界型応力腐食割れ（IGSCC），粒内

型応力腐食割れ（TGSCC）の発生，進展及び孔食や隙間腐食を

生じさせる不純物であることから，管理項目とする。 

硫酸イオン 

本項目は，塩化物イオンと同様，ステンレス鋼のIGSCC，TGSCC

の発生，進展及び孔食や隙間腐食を生じさせる不純物であること

から，管理項目とする。 

診断項目 

pH(at 25 ℃a)) 

BWR原子炉水は純度の高い水であり，不純物イオン濃度の監視

は電気伝導率で可能であるが，電気伝導率上昇時に不純物イオン

濃度の極性（アニオン種，カチオン種）を判断する上で，本項目

は有益なデータとなることから，診断項目とする。 

シリカ 

本項目は，BWR原子炉水中で最も濃度の高い不純物であるが，

IGSCCにほとんど影響しない。 

しかし，主蒸気系へキャリーオーバしたシリカがタービン系の材

料表面に付着し，タービンの性能に影響を及ぼすことから，診断

項目とする。 
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表E.1－通常運転時の原子炉水の管理項目及び診断項目の分類の考え方(続き) 

分類 項目 分類の考え方 

診断項目 

溶存酸素 

BWR原子炉内では沸騰が生じており，原子炉水中の溶存酸素濃

度は，水の放射線分解で生成する酸素量と沸騰に伴い蒸気相へ移

行する酸素量のバランスによって決定される。このため，原子炉

の出力が長期間一定で運転される場合，原子炉水中の溶存酸素濃

度もほぼ一定値を示す。 

なお，本項目は，原子炉水の酸化還元環境状態を示す指標である

ことから，診断項目とする。 

金属不純物b) 

本項目は，被ばく線量低減のために重要であり，また，燃料被覆

管表面に付着し，熱伝達率を低下させる要因となる。 

原子炉水中の金属不純物濃度は，給水から持ち込まれた腐食生成

物や原子炉内で発生した腐食生成物の燃料被覆管表面への付着，

原子炉冷却材浄化系での除去，及び機器や配管表面への付着によ

って決定されることから，診断項目とする。 

よう素131 
本項目は，燃料棒からの放射性物質漏えいを詳細に検知するのに

有効な評価パラメータであることから，診断項目とする。 

銅 

本項目は，燃料被覆管表面に付着し熱伝達率を低下させる要因と

なるが，原子炉水中の銅濃度は，金属不純物と同様に燃料被覆管

表面への付着，原子炉冷却材浄化系での除去，及び機器や配管表

面への付着によって決定されることから，診断項目とする。 

コバルト60 

イオン 

本項目は，BWRにおいて最も被ばく線量に影響する線源であり，

各種の線量低減対策が施されている。 

原子炉水中のコバルト60イオン濃度は，プラント仕様（低コバル

ト材適用範囲，復水浄化系など）で異なることから，管理項目と

しては設定しない。ただし，線量率上昇に直結する指標であるこ

とから，診断項目とする。 

注a) 測定後に25 ℃に換算した値とする。 

注b) 金属5元素（Cr，Fe，Co，Ni，Cu）の合計濃度。 
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E.1.2 給水 

通常運転時における給水の管理項目及び診断項目の分類の考え方は表E.2に示すとおりである。 

 

表E.2－通常運転時の給水の管理項目及び診断項目の分類の考え方 

分類 項目 分類の考え方 

管理項目 

金属不純物a) 

本項目は，給水系から炉内への腐食生成物（金属不純物）の持込

量を把握し，燃料健全性を確保する観点から，管理項目とする。 

なお，本項目は被ばく線量低減のためにも重要である。 

銅 
本項目は，給水系から炉内への銅の持込量を把握し，燃料健全性

を確保する観点から，管理項目とする。 

診断項目 

電気伝導率 

(at 25 ℃a)) 

本項目は，炉内に持ち込まれた場合に構造材のSCCの発生，進展

及び孔食や隙間腐食の発生に影響を与える不純物イオンの総和

を示す尺度である。 

薬品注入を実施していないBWRでは不純物イオンの存在は電気

伝導率に最も敏感に現れ，不純物イオンの炉内への持込の兆候を

把握する観点から，診断項目とする。 

溶存酸素c) 

本項目は，炭素鋼配管の全面腐食及び流れ加速型腐食（FAC）な

どを抑制するため，溶存酸素濃度が適正な防食領域内で管理され

ていることを監視する観点から，診断項目とする。 

注a)  金属5元素（Cr，Fe，Co，Ni，Cu）の合計濃度。 

注b)  測定後に25 ℃に換算した値とする。 

注c)   給水と復水脱塩器出口のいずれか又は両方で測定する。 

     

E.1.3 復水 

E.1.3.1 復水（低圧復水ポンプ出口） 

通常運転時における復水（低圧復水ポンプ出口）の管理項目の分類の考え方は表E.3に示すとおりである。 

 

表E.3－通常運転時の復水（低圧復水ポンプ出口）の管理項目の分類の考え方 

分類 項目 分類の考え方 

管理項目 
電気伝導率 

(at 25 ℃a)) 

本項目は，復水中の不純物イオンの総和を示す尺度である。 

薬品注入を実施していないBWRでは不純物イオンの存在は電気

伝導率に最も敏感に現れ，復水器細管からの海水漏えいを早期に

検知できることから，管理項目とする。 

注a)  測定後に25 ℃に換算した値とする。 
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E.1.3.2 復水（復水脱塩器出口） 

通常運転時における復水（復水脱塩器出口）の診断項目の分類の考え方は表E.4に示すとおりである。 

 

表E.4－通常運転時の復水（復水脱塩器出口）の診断項目の分類の考え方 

分類 項目 分類の考え方 

診断項目 

電気伝導率 

(at 25 ℃a)) 

本項目は，復水中の不純物イオンの総和を示す尺度である。 

薬品注入を実施していないBWRでは不純物イオンの存在は電気

伝導率に最も敏感に現れ，復水脱塩器におけるイオン成分除去性

能などを監視する観点から，診断項目とする。 

溶存酸素b) 

本項目は，炭素鋼配管の全面腐食及び流れ加速型腐食（FAC）な

どを抑制するため，溶存酸素濃度が適正な防食領域内で管理され

ていることを監視する観点から，診断項目とする。 

金属不純物c) 

本項目は，被ばく線量低減のために重要な項目であり，炉内に持

ち込まれた場合，燃料被覆管に付着し熱伝達率を低下させる要因

となるため，復水浄化設備における金属不純物の除去性能を把握

する観点から，診断項目とする。 

銅 

本項目は，炉内に持ち込まれた場合，燃料被覆管に付着し熱伝達

率を低下させる要因となること，復水浄化設備における銅の除去

性能を把握する観点から，診断項目とする。 

注a) 測定後に25 ℃に換算した値とする。 

注b) 給水と復水脱塩器出口のいずれか又は両方で測定する。 

注c) 金属5元素（Cr，Fe，Co，Ni，Cu）の合計濃度。 

 

E.1.4 オフガス 

通常運転時におけるオフガスの診断項目の分類の考え方は表E.5に示すとおりである。 

 

表E.5－通常運転時のオフガスの診断項目の分類の考え方 

分類 項目 分類の考え方 

診断項目 

モニタ指示値 
本項目は，燃料棒からの放射性物質漏えいを早期に検知するのに

有効な評価パラメータであることから，診断項目とする。 

放出率a) 
本項目は，燃料棒からの放射性物質漏えいが発生した場合の有効

な評価パラメータであることから，診断項目とする。 

注a) 希ガス7核種（133Xe，135Xe，135m Xe，138Xe，85m Kr，87Kr，88Kr）の合計又は核種別放出率。 
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E.2 起動時 

E.2.1 原子炉水 

起動時における原子炉水の管理項目及び診断項目の分類の考え方は表E.6に示すとおりである。 

 

表E.6－起動時の原子炉水の管理項目及び診断項目の分類の考え方 

分類 項目 分類の考え方 

管理項目 

電気伝導率 

(at 25 ℃a)) 

本項目は，構造材のSCCの発生，進展及び孔食，隙間腐食を発生

させる不純物イオンの総和を示す尺度である。 

起動時はSCCの発生及び進展を加速させる状態にあること，薬品

注入を実施していないBWRでは不純物イオンの存在は電気伝導

率に最も敏感に現れることから，管理項目とする。 

塩化物イオン 

本項目は，ステンレス鋼のIGSCC，TGSCCの発生，進展及び孔食

や隙間腐食を生じさせる不純物であり，起動時はSCCの発生及び

進展を加速させる状態にあることから，管理項目とする。 

硫酸イオン 

本項目は，塩化物イオンと同様，ステンレス鋼のIGSCC，TGSCC

の発生，進展及び孔食や隙間腐食を生じさせる不純物であり，起

動時はSCCの発生及び進展を加速させる状態にあることから，管

理項目とする。 

診断項目 

pH(at 25 ℃a)) 

BWR原子炉水は純度の高い水であり，不純物イオン濃度の監視

は電気伝導率で可能であるが，電気伝導率上昇時に不純物イオン

濃度の極性（アニオン種，カチオン種）を判断する上で，本項目

は有益なデータとなることから，診断項目とする。 

溶存酸素 

本項目は，構造材のSCCに影響を与える因子であり，温度上昇に

伴いSCC感受性は上昇する。起動時は，炉心部での水の放射線分

解と蒸気相への移行度合いのバランスによって濃度は決定され

るが，原子炉水環境を把握する観点から，診断項目とする。 

よう素131 
本項目は，燃料棒からの放射性物質漏えいを詳細に検知するのに

有効な評価パラメータであることから，診断項目とする。 

注a) 測定後に25 ℃に換算した値とする。 
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E.2.2 給水 

起動時における給水の診断項目の分類の考え方は表E.7に示すとおりである。 

 

表E.7－起動時の給水の診断項目の分類の考え方 

分類 項目 分類の考え方 

診断項目 

電気伝導率 

(at 25 ℃a)) 

本項目は，炉内に持ち込まれた場合に構造材のSCCの発生，進展

及び孔食や隙間腐食の発生に影響を与える不純物イオンの総和

を示す尺度である。 

薬品注入を実施していないBWRでは不純物イオンの存在は電気

伝導率に最も敏感に現れ，不純物イオンの炉内への持込の兆候を

把握する観点から，診断項目とする。 

溶存酸素b) 

本項目は，炭素鋼の全面腐食及びFACを抑制するため，溶存酸素

濃度が適切な防食領域で管理されていることを監視する観点か

ら，診断項目とする。 

注a) 測定後に25 ℃に換算した値とする。 

注b) 給水と復水脱塩器出口のいずれか又は両方で測定する。 

   

E.2.3 復水 

E.2.3.1 復水（低圧復水ポンプ出口） 

起動時における復水（低圧復水ポンプ出口）の管理項目の分類の考え方は表E.8に示すとおりである。 

 

表E.8－起動時の復水（低圧復水ポンプ出口）の管理項目の分類の考え方 

分類 項目 分類の考え方 

管理項目 
電気伝導率 

(at 25 ℃a)) 

本項目は，復水中の不純物イオンの総和を示す尺度である。 
薬品注入を実施していないBWRでは不純物イオンの存在は電気

伝導率に最も敏感に現れ，復水器細管からの海水漏えいを早期に

検知できることから，管理項目とする。 

注a) 測定後に25 ℃に換算した値とする。 
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E.2.3.2 復水（復水脱塩器出口） 

起動時における復水（復水脱塩器出口）の診断項目の分類の考え方は表E.9に示すとおりである。 

 

表E.9－起動時の復水（復水脱塩器出口）の診断項目の分類の考え方 

分類 項目 分類の考え方 

診断項目 

電気伝導率 

(at 25 ℃a)) 

本項目は，復水中の不純物イオンの総和を示す尺度である。 

薬品注入を実施していないBWRでは不純物イオンの存在は電気

伝導率に最も敏感に現れ，復水脱塩器におけるイオン成分除去性

能などを監視する観点から，診断項目とする。 

溶存酸素b) 

本項目は，炭素鋼配管の全面腐食及びFACなどを抑制するため，

溶存酸素濃度が適正な防食領域内で管理されていることを監視

する観点から，診断項目とする。 

有機体炭素（TOC） 

本項目は，水中の有機物の総量を有機物中に含まれる炭素量とし

て示す尺度である。 

復水脱塩器におけるイオン交換樹脂の酸化劣化の際，スルホ基を

有するTOCが溶出することから，イオン交換樹脂の性能を把握す

る観点から，診断項目とする。 

注a) 測定後に25 ℃に換算した値とする。 

注b) 給水と復水脱塩器出口のいずれか又は両方で測定する。 

   

E.3 停止時 

E.3.1 原子炉水 

停止時における原子炉水の診断項目の分類の考え方は表E.10に示すとおりである。 

 

表E.10－停止時の原子炉水の診断項目の分類の考え方 

分類 項目 分類の考え方 

診断項目 
電気伝導率 

(at 25 ℃a)) 

本項目は，構造材のSCCの発生，進展及び孔食や隙間腐食の発生

に影響を与える不純物イオンの総和を示す尺度である。 

薬品注入を実施していないBWRでは不純物イオンの存在は電気

伝導率に最も敏感に現れるが，原子炉停止操作時は通常運転時及

び起動時に比べて対応期間が短く，原子炉水環境を把握する観点

から，診断項目とする。 
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表E.10－停止時の原子炉水の診断項目の分類の考え方(続き) 

分類 項目 分類の考え方 

診断項目 

pH(at 25 ℃a)) 

BWR原子炉水は純度の高い水であり，不純物イオン濃度の監視

は電気伝導率で可能であるが，電気伝導率上昇時に不純物イオン

濃度の極性（アニオン種，カチオン種）を判断する上で，本項目

は有益なデータとなることから，診断項目とする。 

塩化物イオン 

本項目は，ステンレス鋼のIGSCC，TGSCCの発生，進展及び孔食

や隙間腐食を生じさせる不純物である。 

原子炉停止操作時は通常運転時及び起動時に比べてSCC感受性

が低く影響が小さいことから，原子炉水環境を把握する観点か

ら，診断項目とする。 

硫酸イオン 

本項目は，塩化物イオンと同様，ステンレス鋼のIGSCC，TGSCC

の発生，進展及び孔食や隙間腐食を生じさせる不純物である。 

原子炉停止操作時は通常運転時及び起動時に比べてSCC感受性

が低く影響が小さいことから，原子炉水環境を把握する観点か

ら，診断項目とする。 

溶存酸素 

本項目は，構造材のSCCに影響を与える因子であるが，原子炉停

止操作中も高温環境ではSCC感受性が維持される。 

炉心部での水の放射線分解と蒸気相への移行度合いのバランス

によって濃度は決定されるが，原子炉水環境を把握する観点か

ら，診断項目とする。 

停止時よう素131 

増加量 

本項目は，原子炉停止操作期間における燃料棒からの放射性物質

漏えいの判断指標となることから，診断項目とする。 

注a) 測定後に25 ℃に換算した値とする。 

 

E.3.2 給水 

停止時の給水系については，過渡的な状態であることから，管理項目及び診断項目は設定しない。 

 

E.3.3 復水 

E.3.3.1 復水（低圧復水ポンプ出口） 

停止時の復水（低圧復水ポンプ出口）については，過渡的な状態であることから，復水（低圧復水ポン

プ出口）の管理項目及び診断項目は設定しない。 

E.3.3.2 復水（復水脱塩器出口） 

停止時の復水（復水脱塩器出口）については，過渡的な状態であることから，復水（復水脱塩器出口）

の管理項目及び診断項目は設定しない。 
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E.4 冷温停止時 

E.4.1 原子炉水 

冷温停止時における原子炉水の診断項目の分類の考え方は表E.11に示すとおりである。 

 

表E.11－冷温停止時の原子炉水の診断項目の分類の考え方 

分類 項目 分類の考え方 

診断項目 

電気伝導率 

(at 25 ℃a)) 

本項目は，構造材のSCCの発生，進展及び孔食や隙間腐食の発生

に影響を与える不純物イオンの総和を示す尺度である。 

薬品注入を実施していないBWRでは不純物イオンの存在は電気

伝導率に最も敏感に現れ，原子炉水環境を把握する観点から，診

断項目とする。 

なお，原子炉冷温停止時には，使用済燃料プール水と混合するこ

ともある。 

pH(at 25 ℃a)) 

BWR原子炉水は純度の高い水であり，不純物イオン濃度の監視

は電気伝導率で可能であるが，電気伝導率上昇時に不純物イオン

濃度の極性（アニオン種，カチオン種）を判断する上で，本項目

は有益なデータとなることから，診断項目とする。 

塩化物イオン 

本項目は，ステンレス鋼のIGSCC，TGSCCの発生，進展及び孔食

や隙間腐食を生じさせる不純物である。 

冷温停止時は温度が低くSCC感受性の低い環境であることから，

診断項目とする。 

硫酸イオン 

本項目は，塩化物イオンと同様にステンレス鋼のIGSCC，TGSCC

の発生，進展及び孔食や隙間腐食を生じさせる不純物である。 

冷温停止時は温度が低くSCC感受性の低い環境であることから，

診断項目とする。 

溶存酸素 

本項目は，構造材のSCCに影響を与える因子であり，温度上昇に

伴いSCC感受性が上昇する。原子炉起動前に実施する原子炉脱気

運転において溶存酸素の低減を行うため，原子炉脱気運転時に限

り，診断項目とする。 

注a) 測定後に25 ℃に換算した値とする。 
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E.4.2 給水 

冷温停止時における給水の診断項目の分類の考え方は表E.12に示すとおりである。 

 

表E.12の冷温停止時の給水の診断項目の分類の考え方 

分類 項目 分類の考え方 

診断項目 金属不純物a) 

本項目は，被ばく線量低減のために重要であり，燃料被覆管表面

に付着し，熱伝達率を低下させる要因となる。 

プラント起動に際して原子炉への金属の持ち込みを低減する給

復水系浄化運転を行うことから，診断項目とする。 
注a) 金属5元素（Cr，Fe，Co，Ni，Cu）の合計濃度。 

 

E.4.3 復水 

E.4.3.1 復水（低圧復水ポンプ出口） 

冷温停止時における復水（低圧復水ポンプ出口）の診断項目の分類の考え方は表E.13に示すとおりであ

る。 

 

表E.13－冷温停止時の復水（低圧復水ポンプ出口）の診断項目の分類の考え方 

分類 項目 分類の考え方 

診断項目 

電気伝導率 

(at 25 ℃a)) 

本項目は，復水中の不純物イオンの総和を示す尺度である。 

薬品注入を実施していないBWRでは不純物イオンの存在は電気

伝導率に最も敏感に現れ，復水環境を把握する観点から，診断項

目とする。 

金属不純物b) 

本項目は，被ばく線量低減のために重要な項目であり，復水の腐

食生成物（金属不純物）の状態把握及び復水浄化設備への負荷量

を推察する観点から，診断項目とする。 

過酸化水素 

本項目は，復水脱塩器におけるイオン交換樹脂（カチオン樹脂）

の酸化劣化を促進する因子であり，復水脱塩器への影響を把握す

る観点から，診断項目とする。 

有機体炭素（TOC） 

本項目は，水中の有機物の総量を有機物中に含まれる炭素量で示

す尺度である。 

復水脱塩器におけるイオン交換樹脂の酸化劣化の際，スルホ基を

有するTOCが溶出することから，イオン交換樹脂の性能を把握す

る観点から診断項目とする。 

注a) 測定後に25 ℃に換算した値とする。 

注b) 金属5元素（Cr，Fe，Co，Ni，Cu）の合計濃度。 

 

E.4.3.2 復水（復水脱塩器出口） 

冷温停止時に復水脱塩器へ通水しないため復水（復水脱塩器出口）の管理項目及び診断項目の設定はし

ない。 
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E.5 運転モードに依らない系統 

E.5.1 使用済燃料プール水 

使用済燃料プール水の診断項目の分類の考え方は表E.14に示すとおりである。 

 

表E.14－使用済燃料プール水の診断項目の分類の考え方 

分類 項目 分類の考え方 

診断項目 

電気伝導率 

(at 25 ℃a)) 

本項目は，構造材のSCCの発生，進展及び孔食や隙間腐食の発生

に影響を与える不純物イオンの総和を示す尺度である。 

薬品注入を実施していないBWRでは不純物イオンの存在は電気

伝導率に最も敏感に現れ，使用済燃料プール水環境を把握する観

点から，診断項目とする。 

なお，原子炉冷温停止時には，原子炉水と混合することもある。 

pH(at 25 ℃a)) 

使用済燃料プール水は純度の高い水であり，不純物イオン混入の

検知は電気伝導率で可能である。 

ただし，本項目によって電気伝導率上昇時に不純物イオン濃度の

極性（アニオン種，カチオン種）を推察できる情報を得ることが

できることから，診断項目とする。 

塩化物イオン 

本項目は，ステンレス鋼のIGSCC，TGSCCの発生，進展及び孔食

や隙間腐食を生じさせる不純物である。 

使用済燃料プールにおいては温度が低くSCC感受性の低い環境

であるため，診断項目とする。 

なお，プラントの構造及び運転状態によっては使用済燃料プール

中の塩化物イオン濃度を監視することで残留熱除去系熱交換器

の破損を確認する事が可能なプラントもある。 

硫酸イオン 

本項目は，塩化物イオンと同様，ステンレス鋼のIGSCC，TGSCC

の発生，進展及び孔食や隙間腐食を生じさせる不純物である。 

使用済燃料プールにおいては温度が低くSCC感受性の低い環境

であるため，診断項目とする。 

金属不純物b) 

本項目は，使用済燃料プールにおいては，燃料の取扱いなどを容

易に可能とするためプール水を清澄に維持する必要がある。プー

ル水の清澄度に影響を及ぼす要因は主に燃料付着クラッドの剥

離であることを考慮して，プール水の清澄度の変動を把握する上

で有効なため，診断項目とする。 

注a) 測定後に25 ℃に換算した値とする。 

注b) 金属5元素（Cr，Fe，Co，Ni，Cu）の合計濃度。 
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E.5.2 復水貯蔵タンク水 

復水貯蔵タンク水の診断項目の分類の考え方は表E. 15に示すとおりである。 

 

表E. 15－復水貯蔵タンク水の診断項目の分類の考え方 

分類 項目 分類の考え方 

診断項目 

電気伝導率 

(at 25 ℃a)) 

本項目は構造材のSCCの発生，進展，及び浄化装置のイオン交換

性能の状態を示すための不純物イオンの総和を示す尺度である。

したがって，原子炉水への不純物持ち込み低減の観点から，診断

項目とする。 

pH(at 25 ℃a)) 

不純物イオン濃度の監視は，電気伝導率で可能であるが，電気伝

導率上昇時に不純物イオン濃度の極性（アニオン種，カチオン種）

を判断する上で本項目は有益なデータとなる。したがって，原子

炉水への不純物持ち込み低減の観点から，診断項目とする。 

塩化物イオン 

本項目は，炉内に持ち込まれた場合，ステンレス鋼のIGSCC，

TGSCCの発生，進展及び孔食や隙間腐食を生じさせる不純物で

ある。 

したがって，原子炉水への不純物持ち込み低減の観点から，診断

項目とする。 

硫酸イオン 

本項目は，塩化物イオンと同様，炉内に持ち込まれた場合，ステ

ンレス鋼のIGSCC，TGSCCの発生，進展及び孔食や隙間腐食を生

じさせる不純物である。 

したがって，原子炉水への不純物持ち込み低減の観点から，診断

項目とする。 

シリカ 

本項目は，炉内に持ち込まれた場合，主蒸気系へキャリーオーバ

したシリカがタービン系の材料表面に付着し，タービンの性能に

影響を及ぼす可能性がある。 

したがって，原子炉水への不純物持ち込み低減の観点から，診断

項目とする。 

有機体炭素（TOC） 

本項目は，水中の有機物の総量を有機物中に含まれる炭素量で示

す尺度である。炉内に持ち込まれた場合，高温照射下で分解され

塩化物イオンや硫酸イオンが生成される可能性がある。 

したがって，原子炉水への不純物持ち込み低減の観点から，診断

項目とする。 

金属不純物b) 

本項目は，炉内に持ち込まれた場合，被ばく線量低減のために重

要な項目であり，また，燃料被覆管表面に大量に付着した場合，

熱伝達率を低下させる要因となる。 

したがって，原子炉水への不純物持ち込み低減の観点から，診断

項目とする。 
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表E. 15－復水貯蔵タンク水の診断項目の分類の考え方(続き) 

分類 項目 分類の考え方 

診断項目 過酸化水素 

復水貯蔵タンク水は，復水脱塩器のイオン交換樹脂の洗浄水とし

て使用される場合がある。本項目は，復水脱塩器におけるイオン

交換樹脂（カチオン樹脂）の酸化劣化を促進する因子であり，復

水脱塩器への影響を把握する観点から，診断項目とする。 

注a) 測定後に25 ℃に換算した値とする。 

注b) 金属5元素（Cr，Fe，Co，Ni，Cu）の合計濃度。 

 

E.5.3 純水貯蔵タンク水 

純水貯蔵タンク水の診断項目の分類の考え方は表E.16に示すとおりである。 

 

表E.16－純水貯蔵タンク水の診断項目の分類の考え方 

分類 項目 分類の考え方 

診断項目 

電気伝導率 

(at 25 ℃a)) 

本項目は，構造材のSCCの発生，進展，及び浄化装置のイオン交

換性能の状態を示すための不純物イオンの総和を示す尺度であ

る。したがって，原子炉水への不純物持ち込み低減の観点から，

診断項目とする。 

pH(at 25 ℃a)) 

不純物イオン濃度の監視は，電気伝導率で可能であるが，電気伝

導率上昇時に不純物イオン濃度の極性（アニオン種，カチオン種）

を判断する上で本項目は有益なデータとなる。したがって，原子

炉水への不純物持ち込み低減の観点から，診断項目とする。 

塩化物イオン 

本項目は，炉内に持ち込まれた場合，ステンレス鋼のIGSCC，

TGSCCの発生，進展及び孔食や隙間腐食を生じさせる不純物で

ある。したがって，原子炉水への不純物持ち込み低減の観点から，

診断項目とする。 

硫酸イオン 

本項目は，塩化物イオンと同様に，炉内に持ち込まれた場合，ス

テンレス鋼のIGSCC，TGSCCの発生，進展及び孔食や隙間腐食を

生じさせる不純物である。したがって，原子炉水への不純物持ち

込み低減の観点から，診断項目とする。 

シリカ 

本項目は，炉内に持ち込まれた場合，主蒸気系へキャリーオーバ

したシリカがタービン系の材料表面に付着し，タービンの性能に

影響を及ぼす可能性がある。したがって，原子炉水への不純物持

ち込み低減の観点から，診断項目とする。 

注a) 測定後に25 ℃に換算した値とする。 
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附属書 F 
（参考） 

アクションレベル及び推奨値の考え方 
序文 

 この附属書は，本体に関連する事柄を説明するものであり，規定の一部ではない。 
 

F.1 通常運転時 

F.1.1 原子炉水 

通常運転時の原子炉水における管理項目のアクションレベル（以下，表中では“AL”と略す。）及び推

奨値の考え方は表F.1に，診断項目の推奨値の考え方は表F.2に示すとおりである。 

 

表F.1－通常運転時の原子炉水における管理項目のアクションレベル及び推奨値の考え方 

項目 アクションレベル 

及び推奨値 
設定の考え方 

名称 単位 

電気伝導率(at 25 ℃a)) mS/m 

AL1 >20 
国内プラントの平均値の上限を指標に

設定（図F.1参照）。 

AL2 >100 

塩化物イオンのAL2（100 mg/L as HCl）

に対する電気伝導率（約120 mS/m）を指

標に設定（図F.2参照）。 

AL3 >1 000 

塩化物イオンのAL3（500 mg/L as HCl）

に対する電気伝導率（約600 mS/m）に加

え，他の不純物も共存する場合を考慮し

て設定（図F.2参照）。 

推奨値 ≦10 
国内プラントの平均値の累積頻度80%

値を指標に設定（図F.1参照）。 

塩化物イオン mg/L 

AL1 >5 

国内プラントの塩化物イオン又は硫酸

イオン平均値の上限濃度を指標に設定

（図F.3参照）。 

AL2 >100 AL3の1/5を指標に設定。 

AL3 >500 

塩化物イオン濃度をパラメータとした

応力腐食割れ（SCC）感受性試験データ

より，溶存酸素濃度200 mg/Lにおいて

SCC感受性が低下する濃度を指標に設

定（図F.5，F.6参照）。 

推奨値 ≦1 
国内プラントの平均値の累積頻度80%

値を指標に設定（図F.3参照）。 
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表F.1－通常運転時の原子炉水における管理項目のアクションレベル及び推奨値の考え方 

(続き) 

項目 アクションレベル 

及び推奨値 
設定の考え方 

名称 単位 

硫酸イオン mg/L 

AL1 >5 

国内プラントの塩化物イオン又は硫酸

イオン平均値の上限濃度を指標に設定

（F.4参照）。 

AL2 >100 AL3の1/5を指標に設定。 

AL3 >500 

硫酸イオンのSCCへの影響度は，塩化物

イオンとほぼ同等であることから，塩化

物イオンのAL3と同等の値を設定（図

F.7，図F.8参照）。 

推奨値 ≦2 
国内プラントの平均値の累積頻度80%

値を指標に設定（図F.4参照）。 

注a) 測定後に25 ℃に換算した値とする。 

 

 

図F.1－国内プラントの原子炉水－電気伝導率分布(1) 
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   注記 本図は，参考文献の図から，必要な値を読み取りやすいように不要な補助線を削除している。 

図F.2－不純物濃度と電気伝導率及びpHの関係(2) 

 

（図F.2 解説）  

図 F.2は，塩化物イオン濃度と電気伝導率の関係を示す。塩化物イオン濃度と電気伝導率の関係は図 F.2に示

すように，塩化物の形態が決まれば一義的に決めることができ，塩化物イオンが存在する場合に電気伝導率が最

も高くなるのは HClの形であるため，HClを示す実線の曲線（pH7より小さい領域）と塩化物イオン濃度を示す

点線の曲線の交点から，電気伝導率を読み取っている。 

単位：mg/L（ppm） 

公
衆
審
査
用



45 
S0XX:20XX 

 

 

図F.3－国内プラントの原子炉水－塩化物イオン濃度分布(1) 

 

図F.4－国内プラントの原子炉水－硫酸イオン濃度分布(1) 
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図F.5－304ステンレス鋼のSCC発生に及ぼす塩化物イオン，溶存酸素濃度の影響(3) 

 

（図F.5 解説）  

BWRの炉水溶存酸素濃度は 200～300mg/L程度で，この範囲では塩化物イオン濃度によらず SCCが発

生するポテンシャルを有している。特に 1 000mg/L以上で SCC発生は顕著となるので，その 1/2の 500mg/L

を AL3として設定した。 

単位：mg/L（ppm） 
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図F.6－ステンレス鋼のSCC発生への溶存酸素と塩化物イオンの影響(4) 

 

 

図F.7－鋭敏化304ステンレス鋼のIGSCCに及ぼすイオン種の影響(5) 

（図F.6 解説）  

図F.6は，材料の処理条件別の，溶存酸素及び塩化物イオン濃度とステンレス鋼のSCC発生の有無の相関を示す。

溶存酸素濃度が200 mg/L以下及び塩化物イオンが600 mg/Lにおいては，SCCが発生した結果が少なくなる傾向が読

み取れる。 

塩化物イオン 

硫酸イオン 

単位：mg/L（ppm） 
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     IGSCC INDEX：0.1μS/cmにおけるIGSCC進展速度との比 

 

 注記 本図は，参考文献の図から，注目するイオン種のみ抽出している。 

図F.8－鋭敏化304ステンレス鋼におけるIGSCC感受性とイオン種の濃度の相関関係(6) 

 

 

（図F.8 解説）  

図F.8は，酸化環境下での鋭敏化処理金属材料（SUS304）におけるIGSCC感受性を示すグラフである。本図は，

硫酸イオンが16 mg/L（0.1mS/cm）でのIGSCC感受性を1とした場合の，他イオンとの相対値を示している。硫酸イ

オンと塩化物イオンでは，IGSCCの感受性は大きく変わらないことが読み取れる。 

単位：mg/L（ppb） 
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表F.2－通常運転時の原子炉水における診断項目の推奨値の考え方 

項目 
推奨値 設定の考え方 

名称 単位 

pH(at 25 ℃a)) ― 6.5～7.5 
国内プラントの平均値の上限と下限を指標に設

定。 

シリカ mg/L ≦1 000 

シリカは常時一定量が給水系から原子炉へ流入す

るため，原子炉水中のシリカ濃度は定常値を持た

ない。このため，タービンへの析出を防止できる

濃度に維持することが好ましい。低圧タービン

（0.05 MPa）における蒸気中のシリカ濃度0.015 5 

mg/Lに相当する原子炉水（約7 MPa）中のシリカ濃

度は9 000 mg/Lであるので（図F.9参照），約10倍の

裕度をもって1 000 mg/L以下とする。 

溶存酸素 mg/L ― 

本項目は炉内の沸騰バランスにより決定されるも

のであることから，具体的な推奨値は設定せず変

動を監視することとする。 

金属不純物 b) mg/L ≦10 国内プラントの平均値を指標に設定。 

よう素131 Bq/g ≦0.04 c) 

燃料棒からの放射性物質漏えい事象の未経験プラ

ントの上限濃度を指標に設定。 

なお，過去に上記事象を経験したプラントでは，

その後の変動の監視結果を踏まえ，推奨値の設定

について判断する。 

銅 mg/L ≦1 国内プラントの平均値を指標に設定。 

コバルト 60イオン Bq/mL ≦5 d) 

国内の給水鉄量制御プラントの平均値を指標に設

定。 

なお，給水鉄量制御プラント以外のプラントにつ

いては，具体的な推奨値は設定せず傾向を監視す

ることとする。 

注 a) 測定後に 25 ℃に換算した値とする。 

注 b) 金属 5元素（Cr，Fe，Co，Ni，Cu）の合計濃度。 

注 c) 燃料棒からの放射性物質漏えい事象の未経験プラントを対象に設定。 

注 d) 給水鉄量制御プラントを対象に設定。 
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図F.9－ボイラ圧力とボイラ水及び蒸気中のシリカとの関係(7) 

単位：mg/L（ppm） 
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F.1.2 給水 

通常運転時の給水における管理項目のアクションレベル及び推奨値の考え方は表F.3に，診断項目の推奨

値の考え方は表F.4に示すとおりである。 

 

表F.3－通常運転時の給水における管理項目のアクションレベル及び推奨値の考え方 

項目 アクションレベル 

及び推奨値 
設定の考え方 

名称 単位 

金属不純物a) mg/L 

AL1 ― 

AL2を下回るレベルの水質において，長

期的な燃料健全性に影響を及ぼす知見

はないため，AL1は設定せず AL2で管

理する。 

AL2 >15 
燃料健全性を確保するためにその値よ

り低くする必要がある値を設定。 

AL3 ― 

燃料健全性を確保するために定めた

AL2を超えるレベルの水質において，更

なる影響を及ぼす知見はないため，AL3

は設定せず，AL2に至った場合の措置を

継続する。なお，国内プラントで AL2

の値を超えた実績はない。 

推奨値 ≦1 
国内プラント運転実績より考慮し，指標

に設定。 

銅 mg/L 

AL1 ― 

AL2を下回るレベルの水質において，長

期的な燃料健全性に影響を及ぼす知見

はないため，AL1は設定せず AL2で管

理する。 

AL2 >2 

燃料棒表面でスケールを生成して燃料

棒からの放射性物質漏えいに至った実

績より，燃料健全性を確保するためにそ

の値より低くする必要がある値を設定。 

AL3 ― 

燃料健全性を確保するために定めた

AL2を超えるレベルの水質において，更

なる影響を及ぼす知見はないため，AL3

は設定せず，AL2に至った場合の措置を

継続する。なお，国内プラントで AL2

の値を超えた実績はない。 

推奨値 ≦0.1 
国内プラント運転実績より考慮し，指標

に設定。 

注a) 金属5元素（Cr，Fe，Co，Ni，Cu）の合計濃度。 
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表F.4－通常運転時の給水における推奨値の考え方 

項目 
推奨値 設定の考え方 

名称 単位 

電気伝導率(at 25 ℃a)) mS/m ≦6 純水の理論電気伝導率6mS/m以下を設定。 

溶存酸素b) mg/L 20～200 

配管表面の耐食性の酸化皮膜を生成及び維

持し，給水系の配管及び機器の腐食を抑制す

るための下限として20 mg/L以上を設定。ま

た，炭素鋼の孔食領域の下限値に余裕を見

て，上限値を200 mg/Lとして設定（図F.10，

F.11参照）。 

注a) 測定後に25 ℃に換算した値とする。 
b) 給水と復水脱塩器出口水のいずれか又は両方で測定する。 

 

 

 

 

（図F.10 解説）  

図F. 10は，流動純水中における炭素鋼平均腐食率の溶存酸素依存性を示す。3種類の純水の温度データがあり，

15 mg/Lより腐食速度が上昇している傾向が読み取れる。この値から，給水における溶存酸素の下限値は，余裕を

見て20 mg/Lとしている。 

 

図 F. 10－流動純水中における炭素鋼平均腐食率の溶存酸素依存性(8) 

1 mg/dm2/month 

= 3.86×10-8 g/m2/s 

単位：mg/L（ppb） 
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（図F. 11 解説）  

図F.11は，100 ℃における酸素濃度と腐食速度の相関を示す。図より，800 mg/Lより腐食速度が急激に上昇して

いることが読み取れる。この値から，給水における溶存酸素の上限値は，余裕を見て200 mg/Lとしている。 

図 F. 11－100℃での酸素濃度と腐食速度(9) 

1 mg/dm2/hr 

= 2.78×10-5 g/m2/s 

単位：mg/L（ppb） 

公
衆
審
査
用



54 
S0XX:20XX 

 

F.1.3 復水 

F.1.3.1 復水（低圧復水ポンプ出口） 

通常運転時の復水（低圧復水ポンプ出口）における管理項目のアクションレベル及び推奨値の考え方は

表F.5に示すとおりである。 

 

表F.5－通常運転時の復水（低圧復水ポンプ出口）における 

管理項目のアクションレベル及び推奨値の考え方 

項目 アクションレベル 

及び推奨値 
設定の考え方 

名称 単位 

電気伝導率(at 25 ℃a)) mS/m 

AL1 ― 

検出可能なレベルを AL2として設定し

ているため，AL1は設定せず AL2で管

理する。 

AL2 >20 

復水器細管からの海水漏えいなどの異

常徴候が有意に検出可能なレベルを設

定。 

AL3 ― 

AL2をさらに超えるレベルの水質は，ほ

とんど時間差なく原子炉水で検知され

ると考えられるため，ここでは AL3を

設定せず，通常運転時の原子炉水で管理

する。 

推奨値 ≦10 
通常，ホットウェルなどで発生するイオ

ン性不純物を考慮し，設定。 

注a) 測定後に25 ℃に換算した値とする。 
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F.1.3.2 復水（復水脱塩器出口） 

通常運転時の復水（復水脱塩器出口）における診断項目の推奨値の考え方は表F.6に示すとおりである。 

 

表F.6－通常運転時の復水（復水脱塩器出口）における推奨値の考え方 

項目 
推奨値 設定の考え方 

名称 単位 

電気伝導率(at 25 ℃a)) mS/m ≦6 純水の理論電気伝導率6 mS /m以下を設定。 

溶存酸素b) mg/L 20～200 

配管表面の耐食性の酸化皮膜を生成及び維

持し，給水系の配管及び機器の腐食を抑制す

るための下限として20 mg /L以上を設定。ま

た，炭素鋼の孔食領域の下限値に余裕を見

て，上限値を200 mg /Lとして設定（図F.10，

F.11参照）。 

金属不純物c) mg/L ― 

復水系の腐食生成物（金属不純物）の状態を

把握するものであるが，最終的な腐食生成物

（金属不純物）の炉内持込量は給水系で管理

するため復水系では設定しない。 

銅 mg/L ― 

復水系の腐食生成物（銅）の状態を把握する

ものであるが，最終的な腐食生成物（銅）の

炉内持込量は給水系で管理するため復水系

では設定しない。 

注a) 測定後に25 ℃に換算した値とする。 

注b) 給水と復水脱塩器出口水のいずれか又は両方で測定する。 

注c) 金属5元素（Cr，Fe，Co，Ni，Cu）の合計濃度。 
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F.1.4 オフガス 

通常運転時のオフガスにおける診断項目の推奨値の考え方は表F.7に示すとおりである。 

 

表F.7－通常運転時のオフガスにおける推奨値の考え方 

項目 
推奨値 設定の考え方 

名称 単位 

モニタ指示値 
mSv/h 

又はA 
― 

本モニタの指示値は窒素13の濃度の影響が

大きくb)，プラントごとの炉心から本モニタ

までの到達時間の違いが指示値に影響する

ため，プラントごとに燃料健全時との差を比

較することで評価することが望ましい。した

がって，統一した推奨値は設定しない。 

放出率a) Bq/s ― 

希ガスの放出率は，燃料棒からの放射性物質

の放出パターンやプラントごとの炉心から

測定箇所までの希ガスの到達時間の違いに

影響されるため，プラントごとに燃料健全時

の値との差を比較することで評価すること

が望ましい。したがって，統一した推奨値は

設定しない。 

注a) 希ガス7核種（133Xe，135Xe，135m Xe，138Xe，85m Kr，87Kr，88Kr）の合計放出率。 

注b) 窒素13の影響に依らずより高感度にオフガスの放出核種を測定する機器として，近年国内プラント

で高感度オフガスモニタの導入が進んでいる。 
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F.2 起動時 

F.2.1 原子炉水 

起動時の原子炉水における管理項目のアクションレベル及び推奨値の考え方は表F.8に，診断項目の推奨

値の考え方は表F.9に示すとおりである。 

 

表F.8－起動時の原子炉水における管理項目のアクションレベル及び推奨値の考え方 

項目 アクションレベル 

及び推奨値 
設定の考え方 名称 単位 

電気伝導率(at 25 ℃a)) mS/m 

AL1 ― 

起動時はプラントが過渡的な状態で水

質変動が大きく，起動に要する期間が短

いことから，AL1は設定せず AL2以上

で管理する。 

AL2 >100 

塩化物イオンのAL2（100 mg/L as HCl)の

電気伝導率(約120 mS/m)を指標に設定

（図F.2参照）。 

AL3 >1 000 

塩化物イオンのAL 3（500 mg/L as HCl)

の電気伝導率(約600 mS/m)に加え，他の

不純物も共存する場合を考慮し設定（図

F.2参照）。 

推奨値 ― 

起動時はプラントが過渡的な状態で水

質変動が大きいため，具体的な推奨値は

設定せず，傾向を監視する。 

塩化物イオン 

 

mg/L 

 

AL1 ― 

起動時はプラントが過渡的な状態で水

質変動が大きく，起動に要する期間が短

いことから，AL1は設定せず AL2以上

で管理する。 

AL2 >100 AL3の1/5を指標に設定。 

AL3 >500 

塩化物イオン濃度をパラメータとした

SCC感受性試験データより，溶存酸素濃

度約200 mg/LにおいてSCC感受性が低下

する濃度を指標に設定（図F.5，F.6参照）。 

推奨値 ― 

起動時はプラントが過渡的な状態で水

質変動が大きいため，具体的な推奨値は

設定せず，傾向を監視する。 
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表F.8－起動時の原子炉水における管理項目のアクションレベル及び推奨値の考え方(続き) 

項目 アクションレベル 

及び推奨値 
設定の考え方 

名称 単位 

硫酸イオン mg/L 

AL1 ― 

起動時はプラントが過渡的な状態で水

質変動が大きく，起動に要する期間が短

いことから，AL1は設定せず AL2以上

で管理する。 

AL2 >100 AL3の1/5を指標に設定。 

AL3 >500 

硫酸イオンのSCCへの影響度は，塩化物

イオンとほぼ同等であることから，塩化

物イオン管理値と同等とすることを指

標に設定（図F.7，図F.8参照）。 

推奨値 ― 

起動時はプラントが過渡的な状態で水

質変動が大きいため，具体的な推奨値は

設定せず，傾向を監視する。 

注a) 測定後に25 ℃に換算した値とする。 
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表F.9－起動時の原子炉水における診断項目の推奨値の考え方 

項目 
推奨値 設定の考え方 

名称 単位 

pH(at 25 ℃a)) ― ― 

起動時はプラントが過渡的な状態で水質変動が大

きいため，具体的な推奨値は設定せず，傾向を監

視する。 

溶存酸素 mg/L ― 

起動時はプラントが過渡的な状態で水質変動が大

きいため，具体的な推奨値は設定せず，傾向を監

視する。 

よう素131 Bq/g ― 

起動時はプラントが過渡的な状態で水質変動が大

きいため，具体的な推奨値は設定せず，傾向を監

視する。 

注a) 測定後に25 ℃に換算した値とする。 

 

F.2.2 給水 

起動時の給水における診断項目の推奨値の考え方は表F.10に示すとおりである。 

 

表F.10－起動時の給水における診断項目の推奨値の考え方 

項目 
推奨値 設定の考え方 

名称 単位 

電気伝導率(at 25 ℃a)) ― ≦6 純水の理論電気伝導率6 mS/m以下を設定。 

溶存酸素b) mg/L 20～200 

配管表面の耐食性の酸化皮膜を生成及び維持し，

給水系の配管及び機器の腐食を抑制するための下

限として20 mg/L以上を設定。また，炭素鋼の孔食

領域の下限値に余裕を見て，上限値を200 mg/Lとし

て設定（図F.10，F.11参照）。 

注a) 測定後に25 ℃に換算した値とする。 

注b) 給水と復水脱塩器出口水のいずれか又は両方で測定する。 

 

F.2.3 復水 

F.2.3.1 復水（低圧復水ポンプ出口） 

起動時の復水（低圧復水ポンプ出口）における管理項目のアクションレベル及び推奨値の考え方は表F.11

に示すとおりである。 公
衆
審
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表F.11－起動時の復水（低圧復水ポンプ出口）における 

管理項目のアクションレベル及び推奨値の考え方 

項目 アクションレベル 

及び推奨値 
設定の考え方 

名称 単位 

電気伝導率(at 25 ℃a)) mS/m 

AL1 ― 

検出可能なレベルを AL2として設定し

ているため，AL1は設定せず AL2で管

理する。 

AL2 >20 

復水器細管からの海水漏えいなどの異

常徴候が有意に検出可能なレベルを設

定。 

AL3 ― 

AL2をさらに超えるレベルの水質は，ほ

とんど時間差なく原子炉水で検知され

ると考えられるため，ここでは AL3を

設定せず，通常運転時の原子炉水で管理

する。 

推奨値 ≦10 
通常，ホットウェルなどで発生するイオ

ン性不純物を考慮し，設定。 

注a) 測定後に25 ℃に換算した値とする。 

 

F.2.3.2 復水（復水脱塩器出口） 

起動時の復水（復水脱塩器出口）における診断項目の推奨値の考え方は表F.12に示すとおりである。 

 

表F.12－起動時の復水（復水脱塩器出口）における診断項目の推奨値の考え方 

項目 
推奨値 設定の考え方 

名称 単位 

電気伝導率(at 25 ℃a)) mS/m ≦6 純水の理論電気伝導率6 mS/m以下を設定。 

溶存酸素b) mg/L 20～200 

配管表面の耐食性の酸化皮膜の生成及び維持し，

給水系の配管及び機器の腐食を抑制するための下

限として20 mg/L以上を設定。また，炭素鋼の孔食

領域の下限値に余裕を見て，上限値を200 g/Lとし

て設定（図F.10，F.11参照）。 

有機体炭素(TOC) mg/L ― 

使用するイオン交換樹脂の銘柄，使用年数などに

よりTOCの溶出などは異なるため，統一した推奨

値は設定しない。 

注a) 測定後に25 ℃に換算した値とする。 

注b) 給水と復水脱塩器出口水のいずれか又は両方で測定する。 
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F.3 停止時 

F.3.1 原子炉水 

停止時の原子炉水における診断項目の推奨値の考え方は表F.13に示すとおりである。 

 

表F.13－停止時の原子炉水における診断項目の推奨値の考え方 

項目 
推奨値 設定の考え方 

名称 単位 

電気伝導率(at 25 ℃a)) mS/m ― 

停止時はプラントが過渡的な状態で水質変動が大

きいため，具体的な推奨値は設定せず，傾向を監

視する。 

pH(at 25 ℃a)) ― ― 

停止時はプラントが過渡的な状態で水質変動が大

きいため，具体的な推奨値は設定せず，傾向を監

視する。 

塩化物イオン mg/L ― 

停止時はプラントが過渡的な状態で水質変動が大

きいため，具体的な推奨値は設定せず，傾向を監

視する。 

硫酸イオン mg/L ― 

停止時はプラントが過渡的な状態で水質変動が大

きいため，具体的な推奨値は設定せず，傾向を監

視する。 

溶存酸素 mg/L ― 

停止時はプラントが過渡的な状態で水質変動が大

きいため，具体的な推奨値は設定せず，傾向を監

視する。 

停止時よう素131増加量 Bq ― 

本項目は，燃料棒からの放射性物質漏えい事象の

経験の有無や放出パターンによって差があるた

め，値が異なる。したがって，統一した推奨値は

設定しない。 

注a) 測定後に25 ℃に換算した値とする。 

 

F.3.2 給水 

停止時の給水系については，過渡的な状態であることから，管理項目のアクションレベル及び推奨値の

設定はしない。 

F.3.3 復水 

F.3.3.1 復水（低圧復水ポンプ出口） 

停止時の復水系については，過渡的な状態であることから，復水（低圧復水ポンプ出口）の管理項目の

アクションレベル及び推奨値の設定はしない。 

F.3.3.2 復水（復水脱塩器出口） 

停止時の復水系については，過渡的な状態であることから，復水（復水脱塩器出口）の管理項目のアク

ションレベル及び推奨値の設定はしない。 
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F.4 冷温停止時 

F.4.1 原子炉水 

冷温停止時の原子炉水における診断項目の推奨値の考え方は表F.14に示すとおりである。 

 

表F.14－冷温停止時の原子炉水における診断項目の推奨値の考え方 

項目 
推奨値 設定の考え方 

名称 単位 

電気伝導率(at 25 ℃a)) mS/m ≦210 

大気開放状態（25℃）の水（80 mS/m）に塩化物イ

オン100 mg/L又は硫酸イオン100 mg/Lが溶解した状

態（それぞれ200 mS/m，170 mS/m）を想定し，気温

変動に伴う炭酸溶解も考慮に入れて電気伝導率の

推奨値として210 mS/m以下に設定。 

pH(at 25 ℃a)) ― ― 

冷温停止時は，大気開放の状態で常温，常圧状態

であることから，大気中の炭酸ガスなどの溶解に

より水質が決定され，また原子炉水環境の総合的

な判断は電気伝導率で可能であることから推奨値

は設定しない。 

塩化物イオン mg/L ≦100 

冷温停止時は SCC感受性が低い環境であり，100 

mg/L程度の塩化物イオンでは SCCは生じない。原

子炉の起動時及び通常運転時の AL2（>100 mg/L）

に至る事のないよう，原子炉内の水質環境を良好

に保つための指標として 100 mg/L以下に設定。 

硫酸イオン mg/L ≦100 

冷温停止時は SCC感受性が低い環境であり，100 

mg/L程度の硫酸イオンでは SCCは生じない。原子

炉の起動時及び通常運転時の AL2（>100 mg/L）に

至る事のないよう，原子炉内の水質環境を良好に

保つための指標として 100 mg/L以下に設定。 

溶存酸素 mg/L ≦200 

ステンレス鋼のIGSCCを発生させ，加速する溶存酸

素濃度の領域を避けるため，起動時における脱気

運転の目標値として200 mg/L以下に設定。 

注a) 測定後に25 ℃に換算した値とする。 
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F.4.2 給水 

冷温停止時の給水における診断項目の推奨値の考え方は表F.15に示すとおりである。 

 

表F.15－冷温停止時の給水における診断項目の推奨値の考え方 

項目 
推奨値 設定の考え方 

名称 単位 

金属不純物a) mg/L ― 
給復水浄化運転時における浄化管理方法が異なる

ことから，統一した推奨値は設定しない。 

注a) 金属5元素（Cr，Fe，Co，Ni，Cu）の合計濃度。 

 

F.4.3 復水 

F.4.3.1 復水（低圧復水ポンプ出口） 

冷温停止時の復水（低圧復水ポンプ出口）における診断項目の推奨値の考え方は表F.16に示すとおりで

ある。 

 

表F.16－冷温停止時の復水（低圧復水ポンプ出口）における診断項目の推奨値の考え方 

項目 
推奨値 設定の考え方 

名称 単位 

電気伝導率(at 25 ℃a)) mS/m ― 
冷温停止時は，大気中の炭酸ガスなどの溶解によ

り水質が決定されるため設定しない。 

金属不純物b) mg/L ― 

冷温停止時は，点検後の水張りの際，腐食生成物

などの不純物が持込まれる可能性があり，水質変

動が大きいと推測されるため，推奨値は設定しな

い。 

過酸化水素 mg/L ― 
使用するイオン交換樹脂の銘柄，使用年数などに

より異なり，設定は困難なため設定しない。 

有機体炭素（TOC） mg/L ― 
点検などにて混入する有機物（浸透探傷剤など）

により異なるため，統一した推奨値は設定しない。 

注a) 測定後に25 ℃に換算した値とする。 

注b) 金属5元素（Cr，Fe，Co，Ni，Cu）の合計濃度。 

 

F.4.3.2 復水（復水脱塩器出口） 

冷温停止時に復水脱塩器へ通水しないため復水（復水脱塩器出口）の管理項目のアクションレベル及び

推奨値の設定はしない。 
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F.5 運転モードに依らない系統 

F.5.1 使用済燃料プール水 

使用済燃料プール水における診断項目の推奨値の考え方は表F.17に示すとおりである。 

 

表F.17－使用済燃料プール水における診断項目の推奨値の考え方 

項目 
推奨値 設定の考え方 

名称 単位 

電気伝導率(at 25 ℃a)) mS/m ≦210 

大気開放状態（25 ℃）の水（80 mS/m）に塩化物イ

オン100 mg/L又は硫酸イオン100 mg/Lが溶解した状

態（それぞれ200 mS/m，170 mS/m）を想定し，気温

変動に伴う炭酸溶解も考慮に入れて電気伝導率の

推奨値として210 mS/m以下に設定。 

pH(at 25 ℃a)) ― ― 

使用済燃料プールは，大気開放の状態で常温，常

圧状態であることから，大気中の炭酸ガスなどの

溶解により水質が決定される。また使用済燃料プ

ール水環境の総合的な判断は電気伝導率で可能で

あることから推奨値は設定しない。 

塩化物イオン mg/L ≦100 

使用済燃料プールは SCC感受性が低い環境であり，

100 mg/L程度の塩化物イオンでは SCCは生じない。 

ただし，原子炉冷温停止時に炉水と混合すること

もあることから，原子炉水の起動時及び通常運転

時の AL2（>100 mg/L）に至る事のないよう，使用

済燃料プールの水質環境を良好に保つための指標

として 100 mg/L以下に設定。 

硫酸イオン mg/L ≦100 

使用済燃料プールは SCC感受性が低い環境であり，

100 mg/L程度の硫酸イオンでは SCCは生じない。 

ただし，原子炉冷温停止時に炉水と混合すること

もあることから，原子炉水の起動時及び通常運転

時の AL2（>100 mg/L）に至る事のないよう，使用

済燃料プールの水質環境を良好に保つための指標

として 100 mg/L以下に設定。 

金属不純物b) mg/L ― 

金属不純物濃度の測定は使用済燃料プール水環境

の変動を把握することが主目的であることから推

奨値は設定しない。 

注a) 測定後に25 ℃に換算した値とする。 

注b) 金属5元素（Cr，Fe，Co，Ni，Cu）の合計濃度。 
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F.5.2 復水貯蔵タンク水 

復水貯蔵タンク水における診断項目の推奨値の考え方は表F.18に示すとおりである。 

 

表F.18－復水貯蔵タンク水における診断項目の推奨値の考え方 

項目 
推奨値 設定の考え方 

名称 単位 

電気伝導率(at 25 ℃a)) mS/m ≦100 

大気開放状態（25℃）の水（80 mS/m）に塩化物イ

オン10 mg/L又は硫酸イオン10 mg/Lが溶解した状態

（それぞれ90mS/m，85 mS/m）を想定し，気温変動

に伴う炭酸溶解も考慮に入れて電気伝導率の推奨

値を100 mS/m以下に設定。 

pH(at 25 ℃a)) ― ― 

大気開放状態の水の pH値は，炭酸ガスの溶解に大

きく影響を受ける。したがって，具体的な推奨値

は設定せず，その変動を監視することによって不

純物の混入を評価する。 

塩化物イオン mg/L ≦10 

通常運転時の原子炉水における AL1（>5 mg/L）に

至らない水質を維持する上で，通常運転時の補給

量は原子炉冷却系の保有水量に比べて小さいた

め，十分希釈されることを考慮して 10 mg/L以下に

設定。 

硫酸イオン mg/L ≦10 

通常運転時の原子炉水における AL1（>5 mg/L）に

至らない水質を維持する上で，通常運転時の補給

量は原子炉冷却系の保有水量に比べて小さいた

め，十分希釈されることを考慮して 10 mg/L 以下

に設定。 

シリカ mg/L ≦100 

通常運転時の原子炉水における推奨値（≦1 000 

mg/L）を維持する上で，本項目は浄化系では浄化

されにくいため濃縮による影響を考慮して 100 

mg/L以下に設定。 

有機体炭素（TOC） mg/L ― 

復水貯蔵タンク水中の TOCが原子炉冷却系へ持ち

込まれた際に，熱や照射による分解生成物として

塩化物イオンや硫酸イオンがどの程度発生するか

は，TOCの起源（イオン交換樹脂，塗装剤など）

及び起動前浄化運転で使用した水や原子炉ウェル

水などの復水貯蔵タンクへの回収方法に大きく依

存するため，プラントごとに評価することが望ま

しい。したがって，統一した推奨値は設定しない。 
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表F.18－復水貯蔵タンク水における診断項目の推奨値の考え方(続き) 

項目 
推奨値 設定の考え方 

名称 単位 

金属不純物b) mg/L ≦200 

通常運転時の原子炉水における推奨値（≦10 mg/L）

を維持する上で，通常運転時の補給量は原子炉冷

却系の保有水量に比べて小さいこと，原子炉内で

は大半が燃料に付着するため濃縮の影響を除外で

きることを考慮して 200 mg/L以下に設定。 

過酸化水素 mg/L ― 

過酸化水素は原子炉ウェル水を復水貯蔵タンクに

直接回収した場合に上昇する。ただし，この回収

方法や復水脱塩器で使用するイオン交換樹脂の種

類はプラントごとに異なることから，統一した推

奨値は設定せず，個々のプラントのニーズに応じ

て設定。 

注a) 測定後に25 ℃に換算した値とする。 

注b) 金属5元素（Cr，Fe，Co，Ni，Cu）の合計濃度。 

 

F.5.3 純水貯蔵タンク水 

純水貯蔵タンク水における診断項目の推奨値の考え方は表F.19に示すとおりである。 

 

表F.19－純水貯蔵タンク水における診断項目の推奨値の考え方 

項目 
推奨値 設定の考え方 

名称 単位 

電気伝導率(at 25 ℃a)) mS/m ≦100 

大気開放状態（25℃）の水（80 mS/m）に塩化物イ

オン10 mg/L又は硫酸イオン10 mg/Lが溶解した状態

（それぞれ90 mS/m，85 mS/m）を想定し，気温変動

に伴う炭酸溶解も考慮に入れて電気伝導率の推奨

値を100 mS/m以下に設定。 

pH(at 25 ℃a)) ― ― 

大気開放状態の水の pH値は，炭酸ガスの溶解に大

きく影響を受ける。したがって，具体的な推奨値

は設定せず，その変動を監視することによって不

純物の混入を評価することとする。 

塩化物イオン mg/L ≦10 

通常運転時の原子炉水における AL1（>5 mg/L）に

至らない水質を維持する上で，通常運転時の補給

量は原子炉冷却系の保有水量に比べて小さいた

め，十分希釈されることを考慮して 10 mg/L以下に

設定。 
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表F.19－純水貯蔵タンク水における診断項目の推奨値の考え方(続き) 

項目 
推奨値 設定の考え方 

名称 単位 

硫酸イオン mg/L ≦10 

通常運転時の原子炉水における AL1（>5 mg/L）に

至らない水質を維持する上で，通常運転時の補給

量は原子炉冷却系の保有水量に比べて小さいた

め，十分希釈されることを考慮して 10mg/L以下に

設定。 

シリカ mg/L ≦10 

通常運転時の原子炉水における推奨値 

（≦1 000 mg/L）を維持する上で，通常運転時の補

給量は原子炉冷却系の保有水量に比べて小さいこ

と，原子炉での濃縮とともに，脱塩水を製造する

イオン交換樹脂性能の保証の観点から 10 mg/L以

下に設定。 

注a) 測定後に25 ℃に換算した値とする。 
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附属書 G 
（参考） 

測定頻度の設定の考え方 
序文 

 この附属書は，本体に関連する事柄を説明するものであり，規定の一部ではない。 
 

G.1 通常運転時 

G.1.1 原子炉水 

通常運転時の原子炉水における管理項目及び診断項目の測定頻度の設定の考え方は表G.1に示すとおり

である。 

 

表G.1－通常運転時の原子炉水における管理項目及び診断項目の測定頻度の設定の考え方 

分類 項目 測定頻度 設定の考え方 

管理項目 

電気伝導率 

(at 25 ℃a)) 
連続b) 

本項目は，水の純度の指標としての位置付けで，イオン性

不純物の混入を管理する観点から重要な測定項目である。

測定も比較的容易であり，実用的な運用が可能なため，連

続測定計器で連続的に監視する。 

塩化物イオン 1回/週 

原子炉水への高濃度（mg/Lオーダー）の不純物混入につい

ては，連続測定計器で連続的に監視している電気伝導率と

pHにより監視可能である。一方，低濃度の不純物挙動を把

握するためには，各イオン種を測定するとともに，その変

動をモニタリングすることが重要と考える。これらの観点

から，塩化物イオンについては週に1回の測定頻度とする。

ただし，電気伝導率とpHに大きな変動が生じた場合には，

必要に応じて確認のための測定を実施する。 

硫酸イオン 1回/週 

原子炉水への高濃度（mg/Lオーダー）の不純物混入につい

ては，連続測定計器で連続的に監視している電気伝導率と

pHにより監視可能である。一方，低濃度の不純物挙動を把

握するためには，各イオン種を測定するとともに，その変

動をモニタリングすることが重要と考える。これらの観点

から，硫酸イオンについては週に1回の測定頻度とする。

ただし，電気伝導率とpHに大きな変動が生じた場合には，

必要に応じて確認のための測定を実施する。 
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表G.1－通常運転時の原子炉水における管理項目及び診断項目の測定頻度の設定の考え方(続き) 

分類 項目 測定頻度 設定の考え方 

診断項目 

pH(at 25 ℃a)) 連続b) 

本項目は電気伝導率上昇時の不純物イオン濃度の極性を

推察することが可能となる測定項目である。測定も比較的

容易であり，実用的な運用が可能なため，連続測定計器で

連続的に監視する。 

シリカ 1回/月 

これまでの運転実績から，短期間での急激な変動はなく，

タービン性能への副次的影響も急速に加速されないこと

から，月に1回の測定頻度とする。 

溶存酸素 連続b) 

本項目は，原子炉水の酸化還元環境状態を示す測定項目で

ある。測定も比較的容易であり，実用的な運用が可能なた

め，連続測定計器で連続的に監視する。 

金属不純物c) 1回/月 

本項目は，被ばく線源を増加させる可能性のある腐食生成

物を長期的に診断するものである。これまでの運転実績か

ら金属不純物濃度の上昇によって短期的に燃料及び構造

材に影響を与えるもの及び原子炉水の放射能濃度を上昇

させるものではないことから，月に1回の測定頻度とする。 

よう素131 1回/週 

燃料棒からの放射性物質漏えいの兆候は，オフガスモニタ

指示値によって連続監視しているため，本項目は週に1回

の測定頻度とする。 

ただし，オフガスモニタ指示値に大きな変動が生じた場合

は，必要に応じて確認のための測定を実施する。 

銅 1回/月 

これまでの運転実績から，短期間での急激な変動はなく，

燃料への副次的影響も急速に加速されないことから，月に

1回の測定頻度とする。 

コバルト60イオン 1回/週 

本項目は，被ばく線源増加に直接起因するものであること

から，週に1回の測定頻度とする。 

ただし，これまでの運転実績などにより変動要因が無いこ

とを確認できれば，月に1回の測定頻度とすることができ

る。 

注 a) 測定後に 25 ℃に換算した値とする。 

注 b) 連続測定計器による連続測定値を監視する。 

注 c) 金属 5元素（Cr，Fe，Co，Ni，Cu）の合計濃度。 

 公
衆
審
査
用



70 
S0XX:20XX 

 

G.1.2 給水 

通常運転時の給水における管理項目及び診断項目の測定頻度の設定の考え方は表G.2に示すとおりであ

る。 

 

表G.2－通常運転時の給水における管理項目及び診断項目の測定頻度の設定の考え方 

分類 項目 測定頻度 設定の考え方 

管理項目 

金属不純物a) 1回/週 

被ばく線源を増加させる可能性のある腐食生成物を長期

的に診断するものであり，また，燃料保証上の管理基準で

ある，週に1回の測定頻度とする。 

銅 1回/週 
本項目は，腐食生成物を長期的に診断するものであり，燃

料保証上の管理基準である週に1回の測定頻度とする。 

診断項目 

電気伝導率 

(at 25 ℃a)) 
連続c) 

本項目は，水の純度の指標としての位置付けで，イオン性

不純物の混入を管理する観点から重要な測定項目である。

測定も比較的容易であり，実用的な運用が可能なため，連

続測定計器で連続的に監視する。 

溶存酸素d) 連続c) 

本項目は，炭素鋼配管の全面腐食及び流れ加速型腐食

（FAC）などの影響に与える因子であり，電気伝導率とは

別に独立して診断する必要がある。測定も比較的容易であ

り，実用的な運用が可能なため，連続測定計器で連続的に

監視する。 

注 a) 金属 5元素（Cr，Fe，Co，Ni，Cu）の合計濃度。 
b) 測定後に 25 ℃に換算した値とする。 
c)  連続測定計器による連続測定値を監視する。 
d) 給水と復水脱塩器出口水のいずれか又は両方で測定する。 

 

G.1.3 復水 

G.1.3.1 復水（低圧復水ポンプ出口） 

通常運転時の復水（低圧復水ポンプ出口）における管理項目の測定頻度の設定の考え方は表G.3に示すと

おりである。 

 

表G.3－通常運転時の復水（低圧復水ポンプ出口）における管理項目の測定頻度の設定の考え方 

分類 項目 測定頻度 設定の考え方 

管理項目 
電気伝導率 

(at 25 ℃a)) 
連続b) 

本項目は，水の純度の指標としての位置付けで，イオン性

不純物の混入を管理する観点から重要な測定項目である。 

測定も比較的容易であり，実用的な運用が可能なため，連

続測定計器で連続的に監視する。 

注 a) 測定後に 25 ℃に換算した値とする。 
b) 連続測定計器による連続測定値を監視する。 
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G.1.3.2 復水（復水脱塩器出口) 

通常運転時の復水（復水脱塩器出口）における診断項目の測定頻度の設定の考え方は表G.4に示すとおり

である。 

 

表G.4－通常運転時の復水（復水脱塩器出口）における診断項目の測定頻度の設定の考え方 

分類 項目 測定頻度 設定の考え方 

診断項目 

電気伝導率 

(at 25 ℃a)) 
連続b) 

本項目は，水の純度の指標としての位置付けで，イオン性

不純物の混入を管理する観点から重要な測定項目である。 

測定も比較的容易であり，実用的な運用が可能なため，連

続測定計器で連続的に監視する。 

溶存酸素c） 連続b) 

本項目は，炭素鋼配管の全面腐食及びFACなどに影響を与

える因子であり，電気伝導率とは別に独立して診断する必

要がある。測定も比較的容易であり，実用的な運用が可能

なため，連続測定計器で連続的に監視する。 

金属不純物d） 1回/週 

本項目は，被ばく線源を増加させる可能性のある腐食生成

物を長期的に診断するものであり，燃料保証上の管理基準

である週に1回の測定頻度とする。 

銅 1回/週 
本項目は，腐食生成物を長期的に診断するものであり，燃

料保証上の管理基準である週に1回の測定頻度とする。 

注a） 測定後に25 ℃に換算した値とする。 
b） 連続測定計器による連続測定値を監視する。 
c） 給水と復水脱塩器出口水のいずれか又は両方で測定する。 
d） 金属5元素（Cr，Fe，Co，Ni，Cu）の合計濃度。 
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G.1.4 オフガス 

通常運転時のオフガスにおける診断項目の測定頻度の設定の考え方は表G.5に示すとおりである。 

 

表G.5－通常運転時のオフガスにおける診断項目の測定頻度の設定の考え方 

分類 項目 測定頻度 設定の考え方 

診断項目 

モニタ指示値 連続a) 

オフガスモニタ指示値は燃料棒からの放射性物質漏えい

を早期に検知するための項目であるため，連続測定計器で

連続的に監視する。 

放出率b) 1回/月 

オフガス7核種放出率は燃料棒からの放射性物質漏えいが

生じた場合の評価に用いるパラメータであるが，評価の際

に比較する燃料健全時の値を蓄積しておくという観点で，

月に1回の測定頻度とする。 

ただし，連続測定計器での指示値に大きな変動が生じた場

合には，必要に応じて確認のための測定を実施する。 

注 a)  連続測定計器による連続測定値を監視する。 
b)  希ガス 7核種（133Xe，135Xe，135m Xe，138Xe，85m Kr，87Kr，88Kr）の合計放出率。 

  

G.2 起動時 

G.2.1 原子炉水 

起動時の原子炉水における管理項目及び診断項目の測定頻度の設定の考え方は表G.6に示すとおりであ

る。 

 

表G.6－起動時の原子炉水における管理項目及び診断項目の測定頻度の設定の考え方 

分類 項目 測定頻度 設定の考え方 

管理項目 
電気伝導率 

(at 25 ℃a)) 
連続b) 

本項目は水の純度の指標としての位置付けで，イオン性不

純物の混入を管理する観点から重要な測定項目である。 

測定も比較的容易であり，実用的な運用が可能であるた

め，連続測定器で連続的に監視する。 
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表 G.6－起動時の原子炉水における管理項目及び診断項目の測定頻度の設定の考え方(続き) 

分類 項目 測定頻度 設定の考え方 

管理項目 

塩化物イオン 

起動期間

中に1回 

以上 

原子炉水への高濃度（mg/Lオーダー）の不純物混入につい

ては，連続測定計器で連続的に監視している電気伝導率と

pHにより監視可能である。 

ただし，低濃度の不純物挙動を把握するには，各イオン種

を測定するとともに，その変動をモニタリングすることが

必要である。 

なお，起動時についてはSCCの発生及び進展を加速させる

状態にあり，原子炉圧力，炉水温度などのプラントパラメ

ータが短期間で変化する。以上から，起動期間中に１回の

測定頻度とする。 

硫酸イオン 

起動期間

中に1回 

以上 

原子炉水への高濃度（mg/Lオーダー）の不純物混入につい

ては，連続測定計器で連続的に監視している電気伝導率と

pHにより監視可能である。 

ただし，低濃度の不純物挙動を把握するには，各イオン種

を測定するとともに，その変動をモニタリングすることが

必要である。 

なお，起動時についてはSCCの発生及び進展を加速させる

状態にあり，原子炉圧力，炉水温度などのプラントパラメ

ータが短期間で変化する。以上から，起動期間中に１回の

測定頻度とする。 

診断項目 

pH(at 25 ℃a)) 連続b) 

本項目は電気伝導率上昇時の不純物イオン濃度の極性を

推察することが可能となる測定項目である。 

測定も比較的容易であり，実用的な運用が可能であるた

め，連続測定器で連続的に監視する。 

溶存酸素c) 連続b) 

本項目は，原子炉水の酸化還元環境状態を示す測定項目で

ある。また，起動時は炉心部での水の放射線分解と蒸気相

への移行度合いのバランスにより濃度が変動する。 

測定も比較的容易であり，実用的な運用が可能なため，連

続測定計器で連続的に監視する。 

よう素131 

起動期間

中に1回 

以上 

本項目は，起動時の燃料棒からの放射性物質漏えいの判断

指標であり，起動期間中に１回以上の測定頻度とする。 

なお，本項目は燃料棒からの放射性物質漏えいを監視する

観点から主蒸気隔離弁が開の状態において確認する。 

注 a) 測定後に 25 ℃に換算した値とする。 
b) 連続測定計器による連続測定値を監視する。 
c) 温度 100 ℃以上の場合に測定する。 
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G.2.2 給水 

起動時の給水における診断項目の測定頻度の設定の考え方は表G.7に示すとおりである。 

 

表G.7－起動時の給水における診断項目の測定頻度の設定の考え方 

分類 項目 測定頻度 設定の考え方 

診断項目 

電気伝導率 

(at 25 ℃a)) 
連続b) 

本項目は水の純度の指標としての位置付けで，イオン性不

純物の混入を管理する観点から重要な測定項目である。 

測定も比較的容易であり，実用的な運用が可能なため，連

続測定計器で連続的に監視する。 

溶存酸素c) 連続b) 

本項目は，炭素鋼配管の全面腐食及びFACなどに影響を与

える因子であり，電気伝導率とは別に独立して診断する必

要がある。測定も比較的容易であり，実用的な運用が可能

なため，連続測定計器で連続的に監視する。 

注 a) 測定後に 25 ℃に換算した値とする。 

注 b) 連続測定計器による連続測定値を監視する。 
c) 給水と復水脱塩器出口水のいずれか又は両方で測定する。 

 

G.2.3 復水 

G.2.3.1 復水（低圧復水ポンプ出口） 

起動時の復水（低圧復水ポンプ出口）における管理項目の測定頻度の設定の考え方は表G.8に示すとおり

である。 

 

表G.8－起動時の復水（低圧復水ポンプ出口）における管理項目の測定頻度の設定の考え方 

分類 項目 測定頻度 設定の考え方 

管理項目 
電気伝導率 

(at 25 ℃a)) 
連続b) 

本項目は，水の純度の指標としての位置付けで，イオン性

不純物の混入を管理する観点から重要な測定項目である。 

測定も比較的容易であり，実用的な運用が可能なため，連

続測定計器で連続的に監視する。 

注 a) 測定後に 25 ℃に換算した値とする。 

注 b) 連続測定計器による連続測定値を監視する。 
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G.2.3.2 復水（復水脱塩器出口） 

起動時の復水（復水脱塩器出口）における診断項目の測定頻度の設定の考え方は表G.9に示すとおりであ

る。 

 

表G.9－起動時の復水（復水脱塩器出口）における診断項目の測定頻度の設定の考え方 

分類 項目 測定頻度 設定の考え方 

診断項目 

電気伝導率 

(at 25 ℃a)) 
連続b) 

本項目は，水の純度の指標としての位置付けで，イオン性

不純物の混入を管理する観点から重要な測定項目である。 

測定も比較的容易であり，実用的な運用が可能なため，連

続測定計器で連続的に監視する。 

溶存酸素c) 連続b) 

本項目は，炭素鋼配管の全面腐食及びFACなどに影響を与

える因子であり，電気伝導率とは別に独立して診断する必

要がある。測定も比較的容易であり，実用的な運用が可能

なため，連続測定計器で連続的に監視する。 

有機体炭素（TOC） 

起動期間

中に1回 

以上 

本項目は，復水脱塩器の樹脂の性能を長期的に診断するも

のである。これまでの運転実績からTOC濃度の急激な上昇

はないこと，また，TOC濃度の上昇によって短期的に燃料

及び構造材に影響を与えたりするものではないことから，

起動期間中に1回以上の測定頻度とする。 

注 a) 測定後に 25 ℃に換算した値とする。 

注 b) 連続測定計器による連続測定値を監視する。 
c) 給水と復水脱塩器出口水のいずれか又は両方で測定する。 
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G.3 停止時 

G.3.1 原子炉水 

停止時の原子炉水における診断項目の測定頻度の設定の考え方は表G.10に示すとおりである。 

 

表G.10－停止時の原子炉水における診断項目の測定頻度の設定の考え方 

分類 項目 測定頻度 設定の考え方 

診断項目 

電気伝導率 

(at 25 ℃a)) 
連続b) 

本項目は水の純度の指標としての位置付けで，イオン性不

純物の混入を把握することが可能となる測定項目である。 

測定も比較的容易であり，実用的な運用が可能であるた

め，連続測定器で連続的に監視する。 

pH(at 25 ℃a)) 連続b) 

本項目は電気伝導率上昇時の不純物イオン濃度の極性を

推察することが可能となる測定項目である。 

測定も比較的容易であり，実用的な運用が可能であるた

め，連続測定器で連続的に監視する。 

塩化物イオン 任意 

原子炉水への高濃度（mg/Lオーダー）の不純物混入につい

ては，連続測定計器で連続的に監視している電気伝導率と

pHにより監視可能である。 

ただし，低濃度の不純物挙動を把握するには，各イオン種

を測定するとともに，その変動をモニタリングすることが

必要であるが，原子炉停止操作時は通常運転時及び起動時

に比べてSCC感受性が低く影響が小さいことから，必要に

応じて測定する。 

硫酸イオン 任意 

原子炉水への高濃度（mg/Lオーダー）の不純物混入につい

ては，連続測定計器で連続的に監視している電気伝導率と

pHにより監視可能である。 

ただし，低濃度の不純物挙動を把握するには，各イオン種

を測定するとともに，その変動をモニタリングすることが

必要であるが，原子炉停止操作時は通常運転時及び起動時

に比べてSCC感受性が低く影響が小さいことから，必要に

応じて測定する。 

溶存酸素c） 連続b) 

本項目は，原子炉水の酸化還元環境状態を示す測定項目で

ある。 

原子炉停止操作中も高温環境ではSCC感受性が維持され，

炉心部での水の放射線分解と蒸気相への移行度合いのバ

ランスにより濃度は決定される。 

測定も比較的容易であり，実用的な運用が可能なため，連

続測定計器で連続的に監視する。 
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表 G.10－停止時の原子炉水における診断項目の測定頻度の設定の考え方(続き) 

分類 項目 測定頻度 設定の考え方 

診断項目 
停止時よう素131 

増加量 

停止時に 

1回 

本項目は，出力降下時の燃料棒からの放射性物質漏えいの

判断指標であり，停止時に1回の測定頻度とする。 

なお，原子炉停止による炉圧の低下に伴い，燃料棒からの

微小リークにより炉水中へ放出される放射性物質が増え

ていないことを確認するため，出力降下開始時から発電機

解列後まで（発電機解列後24時間までに大気圧に達しない

場合は大気圧到達まで）の期間を対象とする。 

注 a) 測定後に 25 ℃に換算した値とする。 
b) 連続測定計器による連続測定値を監視する。 
c) 温度 100 ℃以上の場合に測定する。 

 

G.3.2 給水 

停止時の給水系については，過渡的な状態であることから，管理項目及び診断項目は設定しない。 

 

G.3.3 復水 

G.3.3.1 復水（低圧復水ポンプ出口） 

停止時の復水系については，過渡的な状態であることから，管理項目及び診断項目は設定しない。 

 

G.3.3.2 復水（復水脱塩器出口） 

停止時の復水系については，過渡的な状態であることから，管理項目及び診断項目は設定しない。 
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G.4 冷温停止時 

G.4.1 原子炉水 

冷温停止時の原子炉水における診断項目の測定頻度の設定の考え方は表G.11に示すとおりである。 

 

表G.11－冷温停止時の原子炉水における診断項目の測定頻度の設定の考え方 

分類 項目 測定頻度 設定の考え方 

診断項目 

電気伝導率 

(at 25 ℃a)) 
1回/日 

本項目は水の純度の指標としての位置付けで，イオン性不

純物の混入を管理する観点から重要な測定項目である。 

測定も比較的容易であり，実用的な運用が可能であるた

め，1日に1回の測定頻度とする。 

pH(at 25 ℃a)) 1回/月 

本項目は電気伝導率上昇時の不純物イオン濃度の極性を

推察することが可能となる測定項目である。 
冷温停止時における不純物の存在は，電気伝導率に最も敏

感に現れることから，月に1回の測定頻度とする。 

塩化物イオン 任意 

原子炉への低濃度の不純物混入を確認するため必要に応

じて測定する。また，電気伝導率とpHの大きな変動が生じ

た場合にも，必要に応じて確認のための測定を実施する。 

硫酸イオン 任意 

原子炉への低濃度の不純物混入を確認するため必要に応

じて測定する。また，電気伝導率とpHの大きな変動が生じ

た場合にも，必要に応じて確認のための測定を実施する。 

溶存酸素b) 連続c) 

本項目は，原子炉水の酸化還元環境状態を示す測定項目で

ある。 
測定も比較的容易であり，実用的な運用が可能なため，連

続測定計器で連続的に監視する。 

注 a) 測定後に 25 ℃に換算した値とする。 

注 b) 原子炉脱気運転時に測定する。  
c) 連続測定計器による連続測定値を監視する。 

 

G.4.2 給水 

冷温停止時の給水における診断項目の測定頻度の設定の考え方は表G.12に示すとおりである。 

 

表G.12－冷温停止時の給水における診断項目の測定頻度の設定の考え方 

分類 項目 測定頻度 設定の考え方 

診断項目 金属不純物a) 任意 
プラントごとに給復水浄化運転時における浄化管理方法

が異なることから必要に応じて測定する。 

注 a)  金属 5元素（Cr，Fe，Co，Ni，Cu）の合計濃度。 

 

G.4.3 復水 

G.4.3.1 復水（低圧復水ポンプ出口） 
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冷温停止時の復水（低圧復水ポンプ出口）における診断項目の測定頻度の設定の考え方は表G.13に示す

とおりである。 

 

表G.13－冷温停止時の復水（低圧復水ポンプ出口）における診断項目の測定頻度の設定の考え方 

分類 項目 測定頻度 設定の考え方 

診断項目 

電気伝導率 

(at 25 ℃a)) 
連続b) 

本項目は，水の純度の指標としての位置付けで，イオン性

不純物の混入を管理する観点から重要な測定項目である。 

測定も比較的容易であり，実用的な運用が可能なため，連

続測定計器で連続的に監視する。 

金属不純物c） 任意 

通常運転時及び起動時と同様，被ばく線源を増加させる可

能性のある腐食生成物を長期的に診断するものであるが，

基本的には復水浄化設備で除去されるものであり，純水循

環保管時の状態把握の観点から，必要に応じて測定する。 

過酸化水素 任意 

本項目は，復水脱塩器におけるイオン交換樹脂（カチオン

樹脂）の酸化劣化を促進する因子であることから，必要に

応じて測定する。 

有機体炭素（TOC） 任意 

本項目は，水中に存在する有機物の総量を有機物中に含ま

れる炭素量で示す尺度であり，純水循環保管時の状態把握

の観点から，必要に応じて測定する。 

注 a) 測定後に 25 ℃に換算した値とする。 

注 b) 連続測定計器による連続測定値を監視する。 

注 c) 金属 5元素（Cr，Fe，Co，Ni，Cu）の合計濃度。 

 

G.4.3.2 復水（復水脱塩器出口） 

冷温停止時においては，復水脱塩器への通水が行われないため，管理項目及び診断項目の設定はしない。 
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G.5 運転モードに依らない系統 

G.5.1 使用済燃料プール水 

使用済燃料プール水における診断項目の測定頻度の設定の考え方は表G.14に示すとおりである。 

 

表G.14－使用済燃料プール水における診断項目の測定頻度の設定の考え方 

分類 項目 測定頻度 設定の考え方 

診断項目 

電気伝導率 

(at 25 ℃a)) 
1回/日 

本項目は水の純度の指標としての位置付けで，イオン性不

純物の混入を管理する観点から重要な測定項目である。 

測定も比較的容易であり，実用的な運用が可能であるため

本項目を1日に1回の測定頻度とする。 

pH(at 25 ℃a)) 1回/月 

本項目は電気伝導率上昇時の不純物イオン濃度の極性を

推察することが可能となる測定項目である。 

使用済燃料プール水における不純物の存在は，電気伝導率

に最も敏感に現れることから，本項目を月に1回の測定頻

度とする。 

塩化物イオン 任意 

使用済燃料プール水への低濃度の不純物混入を確認する

ため，必要に応じて測定する。また，電気伝導率とpHの大

きな変動が生じた場合にも，必要に応じて測定する。 

硫酸イオン 任意 

使用済燃料プール水への低濃度の不純物混入を確認する

ため，必要に応じて測定する。また，電気伝導率とpHの大

きな変動が生じた場合にも，必要に応じて測定する。 

金属不純物b) 1回/月 

本項目は使用済燃料プールの清浄度などに寄与する項目

であるが，これまで運転実績により使用済燃料プールにお

いて短期間で急激な金属不純物濃度の変動は見られない

ことから本項目を月に1回の測定頻度とする。 

注a) 測定後に25 ℃に換算した値とする。 

注b) 金属5元素（Cr，Fe，Co，Ni，Cu）の合計濃度。 
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G.5.2 復水貯蔵タンク水 

復水貯蔵タンク水における診断項目の測定頻度の設定の考え方は表G.15に示すとおりである。 

 

表G.15－復水貯蔵タンク水における診断項目の測定頻度の設定の考え方 

分類 項目 測定頻度 設定の考え方 

診断項目 

電気伝導率 

(at 25 ℃a)) 
連続b) 

本項目は水の純度の指標としての位置付けで，イオン性不

純物の混入を管理する観点から重要な測定項目である。 

測定も比較的容易であり，実用的な運用が可能なため，連

続測定計器で連続的に監視する。 

ただし，復水貯蔵タンクに移送される他系統の水につい

て，本項目が測定などにより評価されている場合には，測

定頻度を低減又は測定を省略することができる。 

pH(at 25 ℃a)) 1回/週 

復水貯蔵タンク水の不純物の監視は基本的に電気伝導率

の挙動把握により実施する。不純物の構成要素を把握する

観点で，本項目を週に1回の測定頻度とする。 

ただし，電気伝導率に大きな変動が生じた場合は，必要に

応じて確認のための測定を実施する。逆に，復水貯蔵タン

クに移送される他系統の水について，本項目が測定などに

より評価されている場合には，測定頻度を低減又は測定を

省略することができる。 

塩化物イオン 1回/週 

復水貯蔵タンク水の不純物の監視は基本的に電気伝導率

の挙動把握により実施する。不純物の構成要素を把握する

観点で，本項目を週に1回の測定頻度とする。 

ただし，電気伝導率に大きな変動が生じた場合は，必要に

応じて確認のための測定を実施する。逆に，復水貯蔵タン

クに移送される他系統の水について，本項目が測定などに

より評価されている場合には，測定頻度を低減又は測定を

省略することができる。 

硫酸イオン 1回/週 

復水貯蔵タンク水の不純物の監視は基本的に電気伝導率

の挙動把握により実施する。不純物の構成要素を把握する

観点で，本項目を週に1回の測定頻度とする。 

ただし，電気伝導率に大きな変動が生じた場合は，必要に

応じて確認のための測定を実施する。逆に，復水貯蔵タン

クに移送される他系統の水について，本項目が測定などに

より評価されている場合には，測定頻度を低減又は測定を

省略することができる。 
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表G.15－復水貯蔵タンク水における診断項目の測定頻度の設定の考え方(続き) 

分類 項目 測定頻度 設定の考え方 

診断項目 

シリカ 1回/月 

原子炉水に存在するシリカの持込源は主に補給水からで

あることから，本項目を月に1回の測定頻度とする。 

ただし，電気伝導率に大きな変動が生じた場合は，必要に

応じて確認のための測定を実施することとする。逆に，復

水貯蔵タンクに移送される他系統の水について，本項目が

測定などにより評価されている場合には，測定頻度を低減

又は測定を省略することができる。 

有機体炭素（TOC） 1回/週 

復水貯蔵タンク水の不純物の監視は基本的に電気伝導率

の挙動把握により実施する。不純物の構成要素を把握する

観点で，本項目を週に1回の測定頻度とする。 

ただし，電気伝導率に大きな変動が生じた場合は，必要に

応じて確認のための測定を実施する。逆に，復水貯蔵タン

クに移送される他系統の水について，本項目が測定などに

より評価されている場合には，測定頻度を低減又は測定を

省略することができる。 

金属不純物c) 1回/月 

復水貯蔵タンクにおいて，本項目は短期間で急激に上昇す

るものではないため，月に1回の測定頻度とする。 

ただし，電気伝導率に大きな変動が生じた場合は，必要に

応じて確認のための測定を実施する。逆に，復水貯蔵タン

クに移送される他系統の水について，本項目が測定などに

より評価されている場合には，測定頻度を低減又は測定を

省略することができる。 

過酸化水素 任意 

イオン交換樹脂の酸化劣化を抑制するため，イオン交換樹

脂の洗浄などで復水貯蔵タンク水を使用する前に適宜確

認する必要があるが，復水貯蔵タンクに移送する全ての他

系統の水について，定期的に本項目を測定している。また，

復水貯蔵タンクへの系統水回収の運用上，本項目が有意に

含まれていないことが明らかであるならば，測定を省略す

ることができる。したがって，必要に応じて測定する。 

注a) 測定後に25 ℃に換算した値とする。 

注b) 連続測定計器による連続測定値を監視する。 
c) 金属5元素（Cr，Fe，Co，Ni，Cu）の合計濃度。 
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G.5.3 純水貯蔵タンク水 

純水貯蔵タンク水における診断項目の測定頻度の設定の考え方は表G.16に示すとおりである。 

 

表G.16－純水貯蔵タンク水における診断項目の測定頻度の設定の考え方 

分類 項目 測定頻度 設定の考え方 

診断項目 

電気伝導率 

(at 25 ℃a)) 
任意 

本項目は水の純度の指標としての位置付けで，イオン性不

純物の混入を管理する観点から重要な測定項目であるが，

通常運転時の補給量は原子炉冷却系の保有水量に比べて

小さく，原子炉水に供給される場合には復水貯蔵タンクを

経由することから，必要に応じて測定する。 

pH(at 25 ℃a)) 任意 

本項目は電気伝導率上昇時の不純物イオン濃度の極性を

推察することが可能となる測定項目であるが，通常運転時

の補給量は原子炉冷却系の保有水量に比べて小さく，原子

炉水に供給される場合には復水貯蔵タンクを経由するこ

とから，必要に応じて測定する。 

塩化物イオン 任意 

本項目は純水製造装置のイオン不純物除去性能を確認す

る項目であるが，通常運転時の補給量は原子炉冷却系の保

有水量に比べて小さく，原子炉水に供給される場合には復

水貯蔵タンクを経由することから，必要に応じて測定す

る。 

硫酸イオン 任意 

本項目は純水製造装置のイオン不純物除去性能を確認す

る項目であるが，通常運転時の補給量は原子炉冷却系の保

有水量に比べて小さく，原子炉水に供給される場合には復

水貯蔵タンクを経由することから，必要に応じて測定す

る。 

シリカ 任意 

プラント外部の水を水源としており，脱塩性能を担保する

ため，本項目に対する配慮が必要となるが，通常運転時の

補給量は原子炉冷却系の保有水量に比べて小さく，原子炉

水に供給される場合には復水貯蔵タンクを経由すること

から，必要に応じて測定する。 

注a) 測定後に25 ℃に換算した値とする。 
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附属書 H 
（参考） 

サンプリング方法の例 
 

序文 

 この附属書は，本体に関連する事柄を説明するものであり，規定の一部ではない。 

 

H.1 サンプリング方法の例 

H.1.1  サンプリング箇所の例 

BWR におけるサンプリング箇所の例を，附属書 D に記載した。ここでは，原子炉冷却系におけるサン

プリング例について述べる。 

H.1.2 サンプリング装置の例 

図 H.1は，原子炉冷却系の主配管（母管）より分岐したサンプリング配管から，サンプリングを行う箇

所までのサンプリング装置の例である。BWR の原子炉水は，高温，高圧であるため，冷却器，減圧機構

によって降温，減圧させ，サンプリングする構造になっている。サンプリングラインへのクラッドなどの

付着を抑制するために大容量の試料水を流すバイパスラインを設置しているプラントもある。 

 

 

図 H.1－原子炉冷却系の試料採取の冷却部及び減圧系統の例 
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H.1.3  サンプリング操作 

 サンプリング操作法は，次による。 

a)連続測定計器による計測を行う方法 連続測定計器による計測では，サンプリング系統に設置した連続

測定計器に試料水が通水されている状態で連続的に計測する。 

b)測定の都度，試料水のサンプリングを行う方法 測定の都度，サンプリングする場合は，サンプリング

箇所から試料を試料容器に採取する。本方法では，図 H.1に示すサンプリング装置には，試料濃縮部（フ

ィルタ）を取り付けない。サンプリングに先立ち，サンプリング配管とサンプリング装置内を系統水で置

換，洗浄する。 

ただし，検出点からサンプリング箇所までの一部において系統水を連続的に流している場合は，当該部

分の体積を含まない。試料容器は，試料水で共洗いし，その後，サンプリングする。 

c)系統水中の微量物質のサンプリングを行う方法 原子炉冷却系の水質は非常に純度が高いことから，少

量のサンプリングでは，ng/Lオーダーの腐食生成物の濃度が測定できないものもある。金属不純物につい

てはこれに該当し，サンプリングする際は，図 H.1に示すように試料濃縮部（フィルタ）を取り付けて一

定量の水を通水後，フィルタを回収することにより，目的の金属不純物の測定が可能となる。 

d)オフガス試料のサンプリングを行う方法 オフガスについては，図 H.2に示すようにオフガス試料採取
装置の弁及びポンプを操作することでオフガス試料をバイアル瓶などに採取する。サンプリング操作は，

1)，2)，3)の順で行なう。 

  

図 H.2－オフガス試料のサンプリングの例 公
衆
審
査
用



86 
S0XX:20XX 

 

附属書 I 
（参考） 

分析方法の例 
 

序文 

 この附属書は，本体に関連する事柄を説明するものであり，規定の一部ではない。 

 

I.1 分析方法 

4.4で規定した管理及び診断項目の分析方法の一覧を表 I.1に示す。分析方法は，基本的には JISなどに

規定されているものを用いる。 

 

表 I.1－分析項目と分析方法の例 

分析項目 分析方法又は計器 

電気伝導率(at 25 ℃) a) JIS K 0101:1998  工業用水試験方法，電気伝導率計 

pH(at 25 ℃) a) JIS K 0101:1998 工業用水試験方法，ガラス電極法 

溶存酸素 a) JIS K 0101:1998 工業用水試験方法，溶存酸素計  

JIS K 0803:1995 溶存酸素自動計測器 

塩化物イオン JIS K 0101:1998 工業用水試験方法，イオンクロマトグラフ法 

JIS K 0556:1995 超純水中の陰イオン試験方法 

JIS K 0127:2013 イオンクロマトグラフィー通則 

硫酸イオン JIS K 0101:1998 工業用水試験方法，イオンクロマトグラフ法 

JIS K 0556:1995 超純水中の陰イオン試験方法 

JIS K 0127:2013 イオンクロマトグラフィー通則 

金属不純物 b) 

 

JIS K 0119:2008 蛍光 X線分析通則  

JIS K 0102:2013 工場排水試験方法，原子吸光法 

JIS K 0133:2007 高周波プラズマ質量分析通則 

銅 c ) JIS K 0119:2008 蛍光 X線分析通則 

JIS K 0102:2013 工場排水試験方法，原子吸光法 

JIS K 0133:2007 高周波プラズマ質量分析通則 

シリカ JIS K 0101:1998 工業用水試験方法，モリブデン青吸光光度法 
60Coイオン ゲルマニウム半導体検出器（ゲルマニウム半導体検出器によるガンマ

線スペクトロメトリー 平成 4年改訂 文部科学省） 

有機体炭素（TOC） JIS K 0551:1994 超純水中の有機体炭素（TOC）試験方法，燃焼酸化

－赤外線式又は湿式酸化－赤外線式 

過酸化水素 JIS K 1463:2007 過酸化水素，過マンガン酸カリウム滴定法 

よう素 131d) ゲルマニウム半導体検出器（ゲルマニウム半導体検出器によるガンマ

線スペクトロメトリー 平成 4年改訂 文部科学省） 
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表 I.1－冷却材等の分析項目と分析方法の概要（続き） 

分析項目 分析方法又は計器 

オフガス 電離箱，NaIシンチレーション検出器（NaI（Tl）シンチレーションスペ
クトロメータ機器分析法 平成 4年改訂 文部科学省），ゲルマニウム
半導体検出器（ゲルマニウム半導体検出器によるガンマ線スペクトロメ

トリー 平成 4年改訂 文部科学省） 
注 a) 連続測定計器などによる。 

b) フィルタで採取した金属 5 元素（Cr，Fe，Co，Ni，Cu）の濃度をそれぞれ測定し，合計す
る。 

c) フィルタで採取したものを測定する。 
d)  測定前にろ過などの前処理を実施する必要がある。 
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附属書 J 
（参考） 

水質等データの評価方法の例 
序文 

 この附属書は，本体に関連する事柄を説明するものであり，規定の一部ではない。 
 

J.1 水質データ評価方法の例 

水質データ評価方法の例を図J.1に示す。 

水質分析によって採取された水質データは，逐次アクションレベル，測定値との照合を行い，アクショ

ンレベルに達している場合は，速やかに原因推定を行うとともに，適切な回復措置を講じる。 

水質がアクションレベル2，あるいは3に達し，回復措置を講じても回復が困難と判断される場合は，プ

ラントシステム信頼性影響評価あるいは出力降下の効果評価を実施する。その結果，アクションレベル2

の評価で信頼性に影響がある場合は，出力降下又は停止の措置を検討する。アクションレベル3の評価で出

力降下によりアクションレベル3が回復可能であれば，出力を降下して運転を継続し，回復不可の場合はプ

ラントを停止する。  

また，プラントの信頼性維持及び向上を図る目的から，アクションレベル1を超える兆候段階での検知と

水質影響の拡大防止が重要である。このため，水質測定結果が推奨値を達成できない，あるいは安定運転

時の値1)に対し偏差が大きい場合は，事象を評価し，水質の回復や改善が必要な場合には，その原因の推定

及び回復又は改善措置等を講じる。 

 

注 1) 安定運転時の値とは，各運転モードにおいて，プラントの運転上の異常がなく，これまでの長

期にわたる運転経験から得られた日常的な水質の値。プラントごとに値は異なる。

公
衆
審
査
用



 

 

 

AL3
に至る

事象評価，原因究明，回復措置

AL3確認後
早期の回
復可能

AL2
に至る

事象評価，原因究明，回復措置

AL2確認後
24時間以内
の回復可能

AL1
に至る

事象評価，原因究明，回復措置

AL1確認後
1週間以内
の回復可能

出力降下の効果評価 システム信頼性影響評価

出力降下に
よりAL3を回
復可能

プラント停止

推奨値を達成できない
あるいは

安定運転時からの偏差大

水質回復，
改善が必要

原因究明，回復又は改善措置

事象評価

信頼性に
影響あり

出力降下
又は停止の
措置検討

長期のシステム信頼性影響評価

水質監視継続出力降下

Y Y Y
Y

N N N N

N N N Y

N

Y

Y

a) a) a)

b)

Y Y Y

N

N

アクションなし

b)

水質測定

a)

b)

水質回復，
改善

Y

N
a)

 

         AL：アクションレベル 

図 J.1－水質データ評価方法の例 
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解 1 

AESJ-SC-S0XX:20XX 
沸騰水型原子炉の水化学管理指針：20XX 

解 説 
 
この解説は，本体及び附属書に記載した事柄並びにこれらに関連した事柄を説明するものであり，標準

の一部ではない。 

 

1 制定の趣旨 

我が国において BWR の原子炉冷却材の水化学管理に用いる指針は，国内外での運転実績及びこれまで

の知見などを基に事業者が独自に検討し運用しており，標準化したものはない。近年，海外では腐食に関

する試験データや原子力プラントにおける運転実績をベースとした水化学管理手法を纏めたガイドライン
(1),(2)が発行されており，過去の知見の共有とより良い水化学管理の運用が図られている。また，国際原子

力機関からは，水化学管理の考え方に係る安全指針が発行されている(3)。そこで，この指針は現行の BWR

に用いる原子炉冷却材の水化学管理の規範となるべく水化学管理方法を日本原子力学会標準として規定す

ることにより，原子力安全の継続的な改善に寄与することを目的としている。 

 

2 制定の経緯 

この指針は，標準委員会 システム安全専門部会の下に設けられた水化学管理分科会及びその作業会に

おいて原案作成を行い，同専門部会及び同委員会の審議並びに公衆審査を経て制定した。 

検討経緯を次に示す。 

2.1 背景 

水化学管理に関しては，2000年に日本原子力学会から原子炉水化学ハンドブックが発行され，水化学の

基礎，原子炉材料（構造材と燃料被覆材）の腐食，水化学管理等がまとめられている。また，水化学管理

指針に先立ち 2010年には，PWR一次冷却材の分析方法（ほう素，溶存水素，放射性よう素）を日本原子

力学会標準として発行した。これらは，原子力発電所の水化学管理関係者のみならず多くの技術者等に役

立っている。 

一方，海外では事業者や研究機関によって水化学ガイドラインが制定され，過去の知見の共有とより良

い水化学管理の運用を図るために各国の原子力発電所で適用されている。 

この様な海外状況を踏まえ，40年を超える運転実績のある日本国内の原子力発電所に対しても，人と環

境を放射線リスクから防護するための安全性向上，それに繋がるより良い水化学管理を目指した水化学管

理指針の制定が強く望まれていた。 

2.2 検討会の設置，検討経緯 

水化学管理指針策定のため，2007年に（社）日本原子力学会 標準委員会 発電炉部会（後のシステム安

全専門部会）の下に水化学管理分科会，2008年に BWR/PWR水化学管理指針作業会を設置した。分科会及

びその作業会にはメーカ，事業者，学術研究機関等の水化学関係者が集まり水化学管理指針案の検討を開

始した。しかし，冷却水は構造材料及び燃料と接することから，分科会の上位組織であるシステム安全専

門部会から，原子力発電所の安全性確保には，水化学関係者のみの検討ではなく，材料・燃料の専門家も

加えた検討が必要であるとの指摘があった。このため分科会の指針検討は一時中断し，水化学，材料及び

燃料分野の専門家で構成する“システム安全合同タスクグループ”（以下，“合同タスク”という。）を 2010
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解 2 

年 3月に設置し，水化学管理指針策定方針等（水化学管理標準（指針）の位置付け，策定すべき標準の体

系的整理，標準策定の優先順位等）の検討を開始した。合同タスクは，検討中に福島第一原子力発電所事

故があり一時中断したが，2013年 4月にその検討結果をシステム安全専門部会に報告した。 

2.3 水化学管理指針案の検討 

合同タスクでの検討結果を基に分科会及び作業会では，水化学管理指針案の検討を再開した。この指針

では，通常運転を主とし，水化学管理実績，材料・燃料分野の技術・知見，海外の動向などを含む原子力

発電所の安全性確保に係る公開の最新知見・技術を反映した管理項目，診断項目の定義，アクションレベ

ル 1～3の定義，アクションレベル 1～3に至った場合の具体的な措置，推奨値の設定及び測定頻度などを

設定した。これら規定の考え方，技術的根拠，国外の指針との差異，国内水化学管理技術に関する今後の

戦略等については，英文の学術論文として取り纏められており，国外の専門家のレビューを受けている(4)。 

システム安全専門部会及び標準委員会における審議の過程で，さらなる安全性向上に向け，福島第一原

子力発電所事故の教訓反映，新知見等を取り入れる継続的な検討などを解説に追加記載した。 

 

3 制定後のフォロー 

水化学分野においても自主的安全性向上を取り入れる必要があるため，改良水化学の導入や耐食性に優

れた材料への変更などによって水化学管理方法の設定条件の変更が可能となった場合，又は新たな知見に

より水化学管理方法の設定条件の変更が必要となった場合には，適宜，アクションレベル，推奨値等の見

直しを行う(4)。 

さらに，福島第一原子力発電所事故後の安全性向上への取組みについては，“軽水炉安全技術・人材ロー

ドマップ” (5)に取りまとめられている。そのため，当該ロードマップに示された研究開発の成果をこの指針

に適宜，適切に取り込み（解説図 1参照），安全性向上を目指す。 

プラント構造材料の選定及び交換に際しては，事業者は，事前に構造材料・燃料被覆管の健全性及び線

源強度への水化学管理の影響を予測することにより，保全活動に留まることなく，リスクの程度を勘案し

つつ水化学面からの安全性向上措置を講じ，原子力安全の継続的な改善に寄与することを目指す。 

         

注記 事業者及び日本原子力学会は，実機プラントデータの評価及び国際会議又は日本原子力学会の情

報との比較（Check）を行ない，必要に応じて水化学管理指針の改定（Action）に反映する。 

解説図 1－水化学管理指針に最新知見を取込む仕組み 

 

4 BWRのシステムの概要 

BWR は，軽水を原子炉冷却材及び中性子減速材とし，この軽水を炉心で沸騰させて蒸気を発生させ，
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直接タービン発電機を回転させることにより電気を得る発電用原子炉である。現在国内には大別すると，

BWRと改良型 BWR（ABWR）がある。両炉型の炉心では原子炉冷却材が沸騰してボイドが発生している。

BWR では一般的に炉心外に原子炉冷却材を再循環させるループを設け，再循環ポンプによって炉心への

原子炉冷却材の流量を変えてボイド率を調整し，原子炉出力を制御している。一方，ABWRでは，再循環

ループの代わりに炉底部に設置されたインターナルポンプによって原子炉冷却材を再循環させて，同様の

出力制御を行っている。原子炉容器内で直接蒸気をつくることから蒸気発生器が不要となって全体構成が

単純となり，原子炉容器内圧力が蒸気圧力とほぼ同じなので，原子炉容器が比較的低い圧力で設計できる。

一方，タービン発電機へ送られる蒸気に放射性物質が含まれているので，タービン側機器でも放射線遮蔽

及び点検時除染が必要となることがある。 

 

5 水化学管理の考え方 

5.1 水化学管理の役割 
BWRの水化学管理は，水質測定データが安定運転時の値に対し偏差が大きい場合であっても，出力異

常，配管破断，放射性物質放出など，プラントの安全性を揺るがしプラント停止につながるようなリスク

は小さいところで実施されている。 

 しかしながら，それらのリスクを未然に防ぐためには水質測定によって安定運転時からの偏差を早期に

検知し，可能な限りの手段を用いて水質を改善，回復させる必要がある。事業者は，それらの手段によっ

てリスクを排除することが可能となり，プラントの健全性を維持できると考えられる。 

 このため，水化学管理は，主たる目的である構造材，燃料被覆管の健全性維持及び被ばく線量の低減を

高いレベルで同時達成するとともに，廃棄物発生量の低減についても考慮する必要がある。 

5.2 管理項目の推奨値，アクションレベル 1，2，3の考え方 

 上記の考え方及び実際の運用に沿った管理方法を基に管理項目には推奨値，及びアクションレベル 1，2，

3を設定する。アクションレベルは，リスク関与の程度に応じ段階的な判断基準を有する。 

 水質測定データがアクションレベルなどに至った場合は，図 J.1のフローに従いリスクの関与程度でプ

ラント停止，出力降下などの対応措置を実施する必要がある。 

 

6 構造材健全性に対する水化学の役割 

6.1 応力腐食割れ(SCC)の抑制 

6.1.1 SCCのメカニズム 

初期 BWRの水質管理の目的は，塩化物イオンによる貫粒型の応力腐食割れ（以下，“TGSCC”という。）

を防止することであった。そのため管理項目としては，塩化物イオンと電気伝導率を制御するように定め

ていた。その当時は，高温純水中での溶存酸素による粒界型の応力腐食割れ（以下，“IGSCC”という。）

は知られておらず，試験データも知識もなかった。また溶接やグラインダ加工などによる高残留応力の

IGSCCへの寄与も明確でなかった。 

 しかし，BWRの運転経験が長くなった 1970年代中頃より，高温水中の酸化環境と高残留応力による鋭

敏化ステンレス鋼の IGSCC の発生が見られるようになってきた。IGSCC は，初期には小口径配管に発生

する特異現象と見られていたが，その後の発生対象の増加により，一般的な現象である事が明確となり，

その対策技術が開発されてきた。 

 BWRにおけるステンレス鋼の IGSCCは，燃料被覆管に使用したステンレス鋼に最初に見られた。これ

は熱処理鋭敏化，高応力及び建設時，運転中などに持込まれた不純物塩化物により発生したものであった。
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構造物の IGSCCとしては 1974 年に，小口径(4～10インチ)の 304ステンレス鋼配管の溶接熱影響部で，

かつ高引張応力がかかった部位で発見されたのが最初である。その後，再循環系などの大口径配管にも発

生が見られ，発生原因の究明に加え，検査，補修，及び対策材への交換など，その対策に多大な努力をは

らってきた。配管などの構造物で見られた SCCの発生原因は，配管取り付け時の溶接熱によるクロム炭化

物の生成によって粒界のクロム濃度が減少し耐食性が低下（熱鋭敏化事象）することと，溶接残留応力と

酸化性環境の重畳効果であることが明らかにされた。 

 この過程で，材料面では熱鋭敏化事象を抑制する原子力用 316L ステンレス鋼の開発や，応力，環境面

での改善手法が開発され，順次適用されてきた。解説図 2 に，鋭敏化 304 ステンレス鋼と 316L ステンレ

ス鋼のき裂進展速度の比較を示す。図では，腐食電位（以下，“ECP”という。）に対する，き裂進展速度

を表示してある。この図より，いずれの鋼種でも ECPが低下すると，き裂進展速度が低下すること，また，

316Lステンレス鋼の場合の進展速度は鋭敏化 304ステンレス鋼に比べ約一桁低いことが分かる。さらに，

316Lステンレス鋼の場合，ECPが-100 mV vs SHE以下では，き裂の進展はほとんど無視できることが分

かる。このように，改良材として 316Lステンレス鋼は，優れた特性をもつことが分かり，1980 年代前半

から，実機に適用されてきた。 

 しかしながら，改良材である低炭素ステンレス鋼（304L及び 316L）においても，1980年代後半から一

部で SCC 事例が見られるようになった。当初，これら，低炭素ステンレス鋼での SCC は，特異事象と見

なされていた。ところが，2000年代に入るとこの割れ事象が大きくクローズアップされた。低炭素含有量

として鋭敏化し難い，若しくは鋭敏化しないステンレス鋼でも，酸化環境と残留応力以外に，表面への強

加工施工のような厳しい条件が重なると表面に硬化層が生じ，TGSCCを通じて IGSCCが進展し得るとい

うことが確認された。低炭素ステンレス鋼の SCCに関しては，現在も詳細な原因究明に向けた研究が継続

されている。 

 ニッケル基合金である，182 合金及び 600 合金は，炉内構造物に多く使われている。ニッケル基合金の

溶接部の SCCは，1970年代の後半から再循環系配管のセーフエンドなどで発生がみられてきた。182合金

溶接肉盛部の SCCについては，運転開始 6～16年後のアクセスホールカバー，炉心シュラウドなどで発見

されている。長期使用で中性子照射量の高くなった材料では照射誘起応力腐食割れ(IASCC)の発生が知ら

れている。この IASCC 対策については，現在も研究が進められているところである。また，近年では，

プラントの高経年化が進行し，それに付随したトラブル事例が増大してきていることから，高経年化対策

が重要となっている。プラントのトラブル要因の中でも SCCに起因する割合が高く，この観点で，環境面

からの有効な対策の立案が望まれている。 
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6.1.2 SCCに対する水質の影響 

前述のように，SCC の発生と進展は，材料における SCC 感受性の発現と応力の付加，それに水化学環

境の影響が重畳して進行する。このため，SCC 対策としては，これら，3 要因のうちの一つ以上を改善す

ることが必要となる。このうち，環境面から SCCに与える影響因子として，溶存酸素や溶存過酸化水素な

どの酸化性成分の存在，及び不純物イオンとそれに付随する炉水電気伝導率の上昇が考えられる。 

a) 溶存酸素濃度 通常運転時においては，酸化性成分は炉心部での水の放射線分解と蒸気相への移行度合

いのバランスで濃度が決定される。 解説図 3は，溶存酸素濃度及び温度が SCCに与える影響を評価した

結果である。一般に，溶存酸素濃度が高いと SCC感受性が増大する。 

 

 

解説図 2－SCCき裂進展速度と腐食電位の関係 (6) 

腐食電位（mV vs SHE） 
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図3.1.1-2[3]　鋭敏化SUS304鋼のIGSCCと溶存酸素濃度および温度の影響
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解説図 3－鋭敏化 304ステンレス鋼の IGSCCと溶存酸素濃度及び温度の影響(7) 

単位：mg/L（ppm） 
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b) 電気伝導率 炉水電気伝導率と SCCの発生・進展との関係も評価されている。電気伝導率は，炉水に

溶解している不純物イオンの総和を示す尺度となる。解説図 4に，鋭敏化 304ステンレス鋼の IGSCC感受

性に対する電気伝導率と ECPの関係を示す。ここで，電気伝導率は，硫酸ナトリウム（Na2SO4）により調

整されている。一般に，電気伝導率が大きい場合，IGSCC感受性が高い傾向となっている。また，解説図

5 は，隙間腐食の発生と電気伝導率の関係を示す海外プラントの事例データである。隙間腐食についても

低電気伝導率では発生し難い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3.1.1-3[4]　鋭敏化304ステンレス鋼のIGSCC感受性に対する電気伝導率とECPの関係
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解説図 4－鋭敏化 304ステンレス鋼の IGSCC感受性に対する電気伝導率と ECPの関係(8) 
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解説図 5－隙間腐食とプラント電気伝導率との相関(9) 

 

c) 不純物イオン 構造材料の SCCに影響を与える不純物イオンとしては，初期の BWRから認識されてい

る塩化物イオンをはじめ，最近では硫酸イオンがクローズアップされている。解説図 6に，各種不純物イ

オンが SCCに与える影響を示す。この図は，不純物イオン濃度を変えた時の IGSCC感受性（IGSCC破面

率：硫酸イオン 20 mg/L (ppb)での値を基準として表示）の変化を示す。通常運転時においては，SCCに影

響を与える可能性のあるこれらの不純物を制御することが SCC抑制対策の主体となる。復水系への海水漏

えい時の対策では復水脱塩性能の向上が図られてきている。また，近年，影響が指摘されている硫酸イオ

ンは，主として脱塩器のイオン交換樹脂からの流出又はその成分である硫黄の溶解が原因となり発生する

ことから，これを防ぐため樹脂性能の向上と運用方法の改善も図られてきた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

解説図 6－酸化環境下の鋭敏化 304ステンレス鋼の IGSCC感受性に及ぼす不純物の影響 (8) 

 

1) 塩化物イオン 塩化物イオンは，BWRの SCC加速因子として初期から制御対象とされてきたものであ

る。塩化物イオンは，ステンレス鋼の IGSCC，TGSCC の発生及び孔食や隙間腐食を生じさせる不純物と

して知られている。 

2) 硫酸イオン 硫酸イオンの発生源は，再生薬品として使用する硫酸や，スルホ基を持つ樹脂のリークな
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どによるもので，BWR の運転中最も存在しやすい不純物である。近年では，イオン交換樹脂自体の原子

炉への流入による分解生成物の発生としてではなく，樹脂の劣化により溶出する樹脂基材の硫黄分の溶出

によるものが主要な発生源となっている。 

 硫酸イオンと鋭敏化ステンレス鋼の相対的 SCC 発生の低引張速度試験(CERT)による，IGSCC 指標（硫

酸イオン 1 mg/L (ppb)での IGSCC破面率を 1として規格化）の変化を解説図 7 に示す。例えば 1 000 mg/L 

(ppb)の硫酸イオンの存在下（硫酸イオンによる電気伝導率 5 μS/cm以上）では IGSCCの発生までの期間は

1/3に相対的に短くなる。 

 解説図 8 は，実機の原子炉水をバイパスしてオートクレーブに流すインプラントテストによる樹脂リー

ク発生時のき裂進展速度の変化を示すものである。 

 解説図 9は，鋭敏化 304ステンレス鋼のき裂進展速度に及ぼす不純物イオンの影響を高溶存酸素の環境

下でコンパクト・テンション試験片(CT試験片)により試験したデータである。き裂進展速度についても硫

酸イオンが最も加速効果の大きいことがわかる。 

 解説図 10 は，鋭敏化 182 合金及び 600 合金のき裂進展に及ぼす不純物イオンの影響を高酸素濃度下で

すきま付定ひずみ曲げ試験(CBB)により試験した結果を示す。ニッケル基合金に対しても硫酸イオンが最

も腐食に寄与することがわかる。 

解説図 7－硫酸イオンによる鋭敏化 304ステンレス鋼の SCC損傷の加速 (10) 

単位：mg/L（ppb） 
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解説図 8－通常運転時の樹脂リーク時のき裂進展速度の変化 (11) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

解説図 9－ 酸化環境下での鋭敏化ステンレス鋼のき裂進展速度に及ぼす化学元素添加の影響 (8) 
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解説図 10－酸化環境下の鋭敏化 600合金及び 182合金の最大き裂長さと化学元素添加濃度の関係 (8) 

 

3) ナトリウムイオン BWR 条件下において，ナトリウム及びカリウムのようなカチオンは，直接き裂進

展速度には影響せず，むしろ IGSCCを加速する酸イオンの影響を中和する効果があると考えられている。

隙間環境では，隙間内に外部からアニオンが濃縮し，酸性側の環境となるので，隙間先端での母材の溶解

が発生し SCCが進展するのに対し，アルカリ条件ではアニオン不純物の濃縮が生じ難い，又は中和される

ためと考えられているからである。解説図 11に示すようなカチオンの影響を示すデータは数多くあるが，

あるものはき裂進展を加速し，あるものは抑制している。 

以上のように，ナトリウムイオンは，明らかに SCCを加速するものではないため，水化学の管理項目や

診断項目には入れられていない。ただし，存在量が多くなり別途定める電気伝導率の管理値を超える場合

は，この電気伝導率からナトリウムイオンの上限濃度が制限される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

解説図 11－288 ℃水中の鋭敏化 304ステンレス鋼のき裂進展に及ぼす NaOHの影響(12) 
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4) 硝酸イオン 希薄な硝酸イオンについてもき裂進展の加速効果は見られていない。解説図 12に示すよ

うに少なくとも 100 mg/L (ppb) (0.68 μS/cm as HNO3)の HNO3及び NaNO3とも加速効果は見られない。この

ため，硝酸イオンの管理値は設定されていない。 

 硝酸によるき裂進展の加速が見られない理由は，硝酸が隙間部での高温下で還元され，隙間内へのアニ

オンの濃縮を防止するためと考えられている。さらに，還元されて生成するアンモニアと水酸化物イオン

(OH-イオン)により pH が中和される効果と考えられている。 

 

 

解説図 12－288 ℃水中の鋭敏化ステンレス鋼のき裂進展に及ぼす硝酸濃度の影響 (13) 

 
5) クロム酸イオン クロム酸イオンは，現状の BWR 炉水電気伝導率の大半に寄与するイオンである。特

に，水素注入プラントで水素注入を停止した際にクロムスパイクが生じるため，水化学管理上でも注目さ

れている。 

 クロム酸イオンの影響に関する過去のデータベースから，例えば，解説図 13 の鋭敏化 304 ステンレス

鋼のき裂進展速度とクロム酸濃度の関係が示すように，550 mg/L (ppb)のクロム酸が存在してもき裂進展速

度はほとんど変化が見られない。したがって，通常運転時のクロム酸濃度（25 mg/L (ppb)以下）を考慮す

ると，特に運転上の課題となるものではないことから，管理対象とはされていない。 
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解説図 13－鋭敏化 304ステンレス鋼のき裂進展速度とクロム濃度の関係 (14) 

 

6) シリカ シリカは BWR 炉水中で最も濃度の高い不純物である。シリカの影響についての実験結果によ

れば，500 mg/L (ppb)以下では IGSCCにほとんど影響しないとされている。また解説図 6，9のデータでは，

1 000 mg/L (ppb)でもその影響は他の不純物に比較し小さい結果となっている。 

7) その他の不純物 炉水の電気伝導率に影響するイオンとしては，硫酸イオン，塩化物イオン以外にも各

種のイオンが存在する。不純物の影響については，材料，熱処理，応力，試験方法などにより結果が異な

っており複雑である。SSRT試験による各種不純物の鋭敏化 304ステンレス鋼に対する IGSCCへの影響は

解説図 14 のように評価されている。影響が明確になってきている不純物については，上記のように管理

値の要否が検討されている。 

 不純物については，有機体炭素（以下，“TOC”という。）などその組成を含めて明確でないものもあり，

今後とも検討が必要なものが残されている。 
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解説図 14－鋭敏化 304ステンレス鋼の IGSCCに及ぼすイオン種の影響 (15) 

 (290 ℃，SSRT試験，溶存酸素 200 ppb，アニオン 100 ppb) 
 

6.1.3 SCC抑制のための改良水化学技術 

6.1.3.1 水素注入 

a) 通常運転時水素注入 BWR炉水環境については，BWR運転当初のサンプリングラインにおける分析

結果から，約 200 mg/L (ppb)の溶存酸素と水の放射線分解で生成する水素が化学量論的に平衡状態で存在し

ていると考えられていた。しかし，1980年代における各種の分析データや放射線分解モデルによる原子炉

内水化学の解析結果から，炉内では数百mg/L (ppb) レベルの過酸化水素が存在していることが明らかにな

ってきた。過酸化水素は酸素よりも酸化力が強く，ECPへの影響も大きいことが実験的にも確認されてき

た（解説図 15参照）。 

 BWR炉水では，このような過酸化水素を含む強い酸化環境が IGSCC発生の主要因であると考えられ，

その環境を緩和することが検討されてきた。1970年代後半から 1980年代にかけスウェーデン及び米国に
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て水素注入により炉水の酸化環境を改善することにより SCCを防止する技術が開発された。国内でも，

1990年代に水素注入が IGSCC対策として有効であることが確認され，1996年より，水素の連続注入が開

始されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

解説図 15－酸化種濃度と腐食電位の相関(16) 

 

酸素，過酸化水素など各種酸化剤共存下の SCC評価指標としては，ECPが最も適当であるとして選ばれ

ている。解説図 16にインプラントオートクレーブテストによる鋭敏化 304ステンレス鋼の SCC発生と ECP

の関係を示す。ECPが-230 mV vs SHE以下では SCCの発生は見られない。また，電気伝導率が 0.1 μS /cm

と低い環境条件下では-230 mV vs SHEより高い ECPでも IGSCCは発生し難いことがわかる。また，き裂

進展についても解説図 17 に示すように，ECP の低下とともにき裂進展速度が低下し，かつ電気伝導率が

低いほどき裂進展速度が遅いことがわかる。 

また，ニッケル基合金についても同様な効果が認められている。解説図 18に示す鋭敏化 182合金及び

600合金の感受性に及ぼす ECP依存性に見られるように，ECPの低下とともに IGSCCの感受性は低下す

る。また，SCCの発生に関する ECPのしきい値は，ステンレス鋼に対しニッケル基合金の方が高い。 
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解説図 16－SSRT結果による IGSCC発生に対する腐食電位のしきい値 (17) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

解説図 17－鋭敏化 304ステンレス鋼のき裂進展に及ぼす腐食電位依存性(18) 
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解説図 18－182合金及び 600合金の SCC感受性に及ぼす腐食電位依存性(19) 

 

ニッケル基合金のき裂進展については，解説図 19に示す 182合金の IGSCC進展速度に及ぼす ECP依存

性のように，ステンレス鋼の場合と同様 ECPの低下とともに低下する。 

水素注入については，水素注入量の増加に伴い解説図 20 に示すように炉水の酸化剤濃度，ECP は低下

するが，一方主蒸気管線量率が増加することが知られている（解説図 21参照）。このため国内炉では主蒸

気管線量率が許容できる範囲に水素注入量が制限されており，炉水酸化環境を完全に改善する高濃度での

水素注入が実施されていたプラントは少ない。  

 

 

 

解説図 19－182合金のき裂進展速度に及ぼす腐食電位依存性(20)
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解説図 20－水素注入による酸化剤低減効果と主蒸気管線量率の上昇(21) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

解説図 21－主蒸気系線量率上昇比の水素注入量依存性(22) 

 

水素注入に伴う ECP 低下以外の大きな水化学的変化は，解説図 22に示す水素注入停止時のクロム酸濃

度の急上昇による電気伝導率のスパイク現象である。これは，水素注入下の還元環境で安定状態にあった

クロム酸化物が酸化性環境に変わることで溶解するために生じる現象である。この電気伝導率ピークによ

り通常運転時における電気伝導率が大きく変動しないよう各種検討がなされてきている。例えば，解説図

23に示すような，定期的に水素注入を中断しクロムを溶解させ，原子炉冷却材浄化系で除去するクロム吐

き出し運転の実施である。現状までの知見ではクロム濃度の最大値は 100 mg/L (ppb)程度であり，健全性維

持の面では特に問題のないレベルである。 
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水素注入に関しては，注入停止期間は効果が期待できないため，その効果を生かすために水素注入稼働

率を極力高く維持することの重要性が最近議論されるようになってきている。この観点から，クロム吐き

出し運転による水素注入の停止は，水素注入効果を大きく維持する上では不利であり，今後の検討課題と

なっている。 

SCC発生の観点からすると，プラント起動時の過渡的な運転状態では，熱応力などの条件が厳しくなる

ため，この期間の腐食環境を緩和することが SCC発生抑制に有効である。このため，近年，プラント起動

時において，水素を注入し，環境を緩和する手法が一部のプラントで試行されている。起動時は，給水系

からの水素の注入ができないため，原子炉冷却材浄化系を使って注入されている。注入の結果，酸化剤濃

度の抑制が確認されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

解説図 22－水素注入停止時の炉水水質変化(23)  

  

水素注入量変更日時 
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解説図 23－炉水クロム吐き出し運転実績(23) 

 

b) 起動時水素注入 加圧，高温条件である起動停止時の水化学管理については，原子炉構造材健全性の

面からは出力運転中と同様にみなして通常運転時と同様な管理値を適用してきている。圧力を大気圧に下

げた冷温停止条件では，材料の応力，腐食環境が緩和されることを考慮して原子炉冷温停止時における水

化学管理値を通常運転時とは別に定めている。 

 1970 年代中頃より発生した鋭敏化ステンレス鋼の SCC は，高溶存酸素濃度になるほど発生が加速する

ことが解明されてきていた。プラント停止時の炉水中には 6～8 mg/L (ppm)の酸素が溶解しており，起動時

にそのまま昇温すると SCCを加速することが懸念された。これを緩和するため起動時の脱気運転が検討さ

れた。起動時の脱気運転の目的は，起動前の大気開放時に炉水に溶解した溶存酸素を通常運転時の 200 mg/L 

(ppb)程度に低下させ，起動期間中の SCC の発生と進展を抑制することであった。管理上の数値には現れ

ないが，実機ではこのようなことに留意し，より健全性が維持されるよう配慮する運転を行っている。 

 脱気運転の有無による起動時の原子炉水溶存酸素の変化事例を解説図 24 に示す。非脱気の場合には，

SSRT試験による SCC高感受性環境条件内の溶存酸素変化であるが脱気運転をすることにより SCC高感受

性の範囲外の溶存酸素濃度変化で起動できている。この脱気運転については，その後全ての国内プラント

の起動方法に取り入れられている。 
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解説図 24－起動時脱気による炉水溶存酸素濃度の低減(24) 

 

また，通常運転中の SCC緩和対策として水素注入が取り入れられてきているが，水素注入を採用してい

るほとんどのプラントでは，定格出力条件時に限定して注入されている。このように定格出力運転下では

SCCの発生を抑制すべく考慮されているが，起動時の温度，圧力変化時及び出力変化時については脱気運

転以外に特別な考慮がなされていなかったため，近年その影響が研究されている。この結果，起動時の水

質管理については，一部，水素注入により酸化性成分を抑制する方法が適用され始めている。解説図 25

は起動時に水素注入を実施したプラントにおける昇温過程での炉水溶存酸素濃度を測定したものである。

通常運転時（NWC）と比較して水素注入時（HWC）では炉水溶存酸素濃度が大きく低下しており，SCC

緩和対策として高い効果が期待できることがわかる。 
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解説図 25－起動時水素注入時の炉水溶存酸素濃度測定結果(25) 

 

さらに不純物管理の面では，起動時の原子炉への不純物の持込による水質変化の抑制が検討されてきて

いる。起動時の水質変化の要因として過去の経験でもっとも大きかったものは，復水脱塩器の樹脂から溶

出した TOCが炉内の高温と放射線で分解し，硝酸イオンや硫酸イオンとなることであった。これに対して

は，起動時の TOC発生を少なくするための脱気水による定期検査期間中の樹脂の保管，起動前の通水前ド

レンの実施などを適用することにより TOC発生を十分小さく制御できるようになってきている。 

 

6.1.3.2 貴金属注入(NMCA） 

a) クラシック貴金属注入(Classic NobleChemTM: CNC) 実機運用上，水素注入量が制限される対策とし

て，貴金属注入により ECPを効果的に低下させる技術が米国において開発され実機に適用されている。具

体的には炉内構造物に白金（Pt），ロジウム(Rh)などの貴金属を付着させ，材料表面の水素反応の活性をあ

げることにより，主蒸気系の線量率を上昇させることのない少ない水素注入量で ECPを-230 mV vs SHE以

下に低下させる技術である（米国 GE社で開発され，NobleChemTMと称されている）(29)。国内においても

一部のプラントで適用されている。 

 NMCA は，米国の BWR で広く適用され，米国外でも適用されつつある。原子炉内の接水表面に Pt と

Rhを付着処理する技術である。クラシック貴金属注入は，数サイクルに一度，停止時の炉水温度が約 120

単位：mg/L（ppm） 
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～150 ℃のときに，Pt及び Rhの各錯体を炉水に約 48時間注入する方法である。NMCA処理時のプロセス

パラメータの例（デュアンアーノルド炉）を解説表 1に示す。NMCAを行うと，水素注入単独よりも少な

い水素注入量で ECPを-500 mV vs SHE程度にまで低減できる。 

 水素注入を高水素注入量で実施すると，主蒸気系線量率上昇が生じることが知られている。NMCAでは

少量の水素で ECP を大きく下げられるので，そのような炉水水質の変化を伴わずに ECP を下げられるこ

とが当初期待された。ところが，NMCAであっても，適用プラント数の増加につれて様々な水質変化が報

告されつつある。 

 

解説表 1－デュアンアーノルド炉でのクラシック NobleChemTM実施時のプロセスパラメータ(26) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

NMCA処理時の貴金属付着量の時間変化は，付着量モニタで監視できる （解説図 26, 解説図 27参照）。

初めて NMCA処理を適用したデュアンアーノルド炉では，付着目標値を 1 μg/cm2に設定した。Pt及び Rh

がそれぞれ，炉水濃度として 40～100 mg/L (ppb)及び 40～150 mg/L (ppb)の範囲で注入された。付着量モニ

タでは 48時間で 0.2 μg/cm2の付着が生じた。このとき，Ptと Rhの付着量はほぼ 1：1の比率であった。

同炉では炉内付着量調査結果（解説表 2）から，炉内付着量は構造材上の平均として 0.2 μg/cm2であり，

付着量モニタの値とほぼ同じであった。 

 しかし，燃料と構造材では付着量に差が見られ(29)，さらに，燃料の付着に関して，高さ方向による違い，

及び 1,2 サイクル装荷燃料よりも 3 サイクル装荷燃料に多く付着するなどの違いが見られた （解説図 28

参照）。このような炉内での付着量分布，あるいは炉内付着量と炉外の付着量モニタとの相関については，

十分には分かっていない。 

なお，最近では，燃料健全性の観点から，注入時の燃料表面への付着量が 30 μg/cm2以下に制限されて

いる。デュアンアーノルド炉での Ptと Rhの付着耐久性試験では，初期付着量がある程度減少した後，再

付着のために付着量の減少が一定値で落ち着くことが示された（解説図 29参照）。再付着は，燃料上の貴

金属の移動と考えられている。1サイクル（18ケ月間）運転後の燃料表面の貴金属付着量は 50 %以上減少

したと報告されおり，貴金属の再付着機構について，十分に検討する必要がある。 

パラメータ 値 
温度 
Pt 化学形態 
Pt 濃度 
Rh 化学形態 
Rh 濃度 
電気伝導率 
pH 
適用時間 

120 to 140 ℃ 
Na2Pt(OH)6 
40 ～ 150 mg/L (ppb) 
Na3Rh(NO2)6 
40 ～ 150 mg/L (ppb) 
< 10μS/cm at 25 ℃  （3μS/cmは超えなかった。） 
5.6 ～ 8.6 at 25 ℃ 
48 h 

単位：mg/L（ppb） 
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解説図 26－NobleChemTM 処理時の付着量モニタでの貴金属付着量の時間変化例(27) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

解説図 27－NMCA処理時の材料健全性モニタリングシステム例 (28) 

 

解説表 2－デュアンアーノルド炉での貴金属炉内付着量調査結果 (26) 

 

 Pt, μg /cm2 Rh, μg /cm2 全貴金属量 
μg /cm2 

実験室で皮膜付与した付着モニタ配管（平均） 
プラントで皮膜付与した付着モニタ配管（平均） 
サーベランスカプセル（２面） 
フローホール位置での LPRM 
シュラウドかきとり（最小） 
シュラウドかきとり（最大） 
燃料かきとり（最小） 
燃料かきとり（最大） 

0.10 
0.12 

   0.04 
   0.08 
  ≧0.03 
  ≧0.12 
   0.4 
   5.4 

0.11 
0.10 

    0.10 
    0.177 
  ≧0.04 
  ≧0.22 
    1.31 
    9.36 

0.21 
0.22 

    0.14 
    0.258 
   ≧0.07 
   ≧0.34 
    1.71 
   14.76 
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解説図 29－NobleChemTM処理後運転サイクルでの耐久性モニタ試験片の貴金属付着量変化(26) 

 

NMCA 処理による炉内の ECP 低下について，炉心部及び再循環系配管の 2 カ所での測定が報告されて

いる。いずれも，200 mg/L (ppb)程度の少量の水素注入量で ECPがおよそ-500 mV vs SHEに低下した (解説

図 30参照)。再循環系配管の ECPは，NMCA処理により 10ヶ月以上にわたって-500 mV vs SHE付近に電

位が低下していたことが報告されている (解説図 31参照)。 

付着量の変化と合わせて，ECP低下効果の持久性，再施工の判断などの長期的課題について，今後の知

見に基づいた検討が必要である。 

解説図 28－NobleChemTM処理直後定検時での燃料への貴金属付着燃料調査結果(29) 
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図 3.1.1-29［30］　   NobleChemTM処理直後定検時での燃料への貴金属付着燃料調査結果
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解説図 30－NobleChemTM処理による実機炉心部の ECP低下促進効果(29) 

 

解説図 31－ NobleChemTM処理後運転サイクルでの再循環系フランジ部 ECPの長期的測定結果(26) 
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b) オンライン貴金属注入(Online NobleChemTM: OLNC) 

CNCでは数サイクルに一度，停止時に貴金属を炉水に約 48時間注入するため，定検のクリティカル工

程になること，注入する貴金属濃度が 40～150 mg/L (ppb)と比較的高く注入後に水質が変動するなどの課題

がある。これらの課題を克服するために開発されたのが，オンライン貴金属注入（OLNC）である(31)。OLNC

はプラント運転期間中に給水系から Pt錯体を 10～14日間注入する方法である。OLNCの施工条件を解説

表 3に示す。CNCと比べて低濃度の Pt錯体を注入するため注入期間中の電気伝導率の変動が抑制できる。 

OLNCでは Ptの付着量減少を補うため 11-16ヶ月ごとに再注入を行なう。そのため CNCと比べて注入

頻度が多くなることから，燃料健全性の観点から注入時の燃料表面への付着量が 10μg/cm2以下に制限され

ている。 

 

解説表 3－OLNCの施工条件及び主要水質パラメータ(30) 

施工条件 注入時期 プラント運転中 

 注入点 給水系 

 温度 282～288℃ 

 Pt化学形態 Na2Pt(OH)6 

 注入期間 10～14日 

 注入頻度 11～16ヶ月 

 注入量（燃料付着量） ≦10μg/cm2 

主要水質パラメータ 電気伝導率 15～25μS/m 

 Na濃度 <15 mg/L (ppb) 

 

OLNC処理時の Pt付着量については，CNCと同様に付着量モニタもしくは掻き取りによる付着量調査

により監視できる。KKM（ミューレベルク原子力発電所）で 2006年度に実施した炉内構造物への Pt付着

量調査結果を解説表 4に示す。シュラウド内面，LPRM(局所出力領域モニタ：Local Power Range Monitor)

の他，狭隘部で低流速の N9ノズル（制御棒駆動用リターンノズル）のサーマルスリーブにおいても付着

量にばらつきがあるものの Pt付着が確認されている。 

 

解説表 4－KKM炉 2006年度実施の炉内構造物 Pt付着量分析結果(30) 

部位 付着量(μg/cm2) 

シュラウド ID-表面/き裂部付着量モニタ 0.012a) 

 0.043b) 

LPRM 0.44a) 

 0.49b) 

N9サーマルスリーブ 1 0.11b) 

N9サーマルスリーブ 2 0.62b) 

注 a) 湿式化学処理による分析 
b)   レーザアブレーションによる分析 
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OLNC処理による炉内 ECPの低下について，PLR系(原子炉再循環系：Primary Loop Recirculation System)

での ECP測定結果を解説図 32に示す。OLNC処理前に約-50 mV vs SHEであった ECPが OLNC処理直後

に急激に低下し，-500 mV vs SHE程度にまで低減している。また，炉内構造物のき裂進展抑制効果につい

て，シュラウドのき裂長さの測定結果を解説図 33に示す。当該プラントにおいては，1回/4年の頻度で施

工する CNCから，1回/サイクルの頻度で再注入する OLNCへ切り替えてから，き裂進展を抑制すること

に成功している。 

 

     
解説図 32－OLNC処理時の PLR系での ECP測定結果(30) 
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解説図 33－OLNCによるき裂進展緩和効果(31) 

公
衆
審
査
用



118 
S0XX:20XX 解説 

解 29 

6.1.4 SCC環境の評価手法 

SCC緩和技術として，水素注入や貴金属注入が検討及び導入される中，それらの技術導入による環境緩

和効果を評価する必要がある。環境状態を示す指標としては炉水溶存酸素濃度や ECPがあげられるが，炉

水溶存酸素濃度は原子炉内において一定ではなく領域ごとに変化しており，サンプリングラインから測定

される溶存酸素ではその効果が表現できないこと，原子炉内の ECPを恒常的に測定することは難しいこと

から，直接的な指標として扱うことができない。 

そのため，原子炉内の SCC 環境を評価する手法としては，計算機解析により原子炉内の酸化剤濃度や

ECPを推定する手法がとられつつある。この計算機解析は，原子炉内での水の放射線分解による反応式に

基づき，原子炉設計データを反映して，溶存酸素濃度や ECPを評価するものである。解析した結果は，実

機での一部の測定箇所での溶存酸素濃度や ECPとベンチマークされ，一定の評価が可能となっている。 

 

6.2 流れ加速型腐食(FAC)の抑制 

6.2.1 FACのメカニズム 

BWRにおける腐食損傷は主として SCCにより引き起こされてきたが，炭素鋼配管などでは流動加速腐

食現象が存在している。近年では，経年事象として配管の減肉を生じ，配管強度の低下と場合によっては

冷却水などの漏えいをもたらすことから注目されている。この事象は，火力や PWR でも共通の課題とし

て取り上げられており，特にこれまで，火力での経験をもとに種々のデータが得られている。従来，生じ

ている現象は“エロージョン/コロージョン”あるいは“FAC: Flow Accelerated Corrosion”と言われている

が，現象の詳細機構については現在も検討が続いている。これは，流れの影響で，材料表面皮膜の消失と

腐食の加速が生じ，減肉現象が進行すると考えるものである。また，二相流領域やキャビテーションが生

じる可能性のある場合では，液滴やキャビテーションの衝撃力による浸食/壊食（エロージョン）が作用す

る場合も考えられる。 

もともと，BWR では，復給水系から炉水への鉄の持込を通じて，線量率上昇要因として認識されたこ

とから，早くからこの対策が検討され，給水系への酸素注入が適用されてきている。 

FACは，材料合金組成，pH，溶存酸素濃度，温度，形状，流速，蒸気湿り度（二相流の場合）などのパ

ラメータに依存する。減肉は，流体中の腐食生成物濃度の上昇をもたらすだけでなく，配管などからの漏

えいやひいては配管の破断をもたらす。 解説図 34に高流速水中に浸漬した各種鋼の減肉速度の測定例を

示す。図からわかるように，クロム，モリブデン添加による低合金鋼化で腐食速度が顕著に低減すること，

また，温度依存性があり，150 ℃前後にピークを持つ。また，解説図 35 には，脱気状態の単相流中にお

ける各種鋼の腐食減量率の流速依存性を示す。各鋼とも流速が増大するに伴い腐食減量が増大する。 

公
衆
審
査
用



119 
S0XX:20XX 解説 

 

解 30 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

解説図 34－各種鋼の腐食速度の温度依存性 (32) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

解説図 35－各種鋼の腐食速度に与える流速の影響 (33) 

 

6.2.2 FACに対する水質の影響 

FAC に対する水質の影響として，溶存酸素の影響が顕著である。解説図 36，37 は，炭素鋼の腐食速度

に及ぼす溶存酸素濃度の影響を示す。各温度に対し，ばらつきはあるが，低濃度領域で腐食速度が顕著に

増加している。このため，BWR では，炉内への鉄持込抑制の観点から，復給水系での酸素濃度の推奨範

囲として，20～200 mg/L (ppb)が取り上げられている。さらに，pHに対しては，高 pH側で腐食速度が低減

される（解説図 38参照）。 
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解説図 36－炭素鋼の腐食速度に与える溶存酸素濃度の影響(1) (34) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

解説図 37－炭素鋼の腐食速度に与える溶存酸素濃度の影響(2)(34) 

単位：mg/L（ppb） 
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解説図 38－各種鋼の腐食量に与える流速の影響 (35) 

 

6.2.3 FAC抑制のための水質制御 

BWR プラントでは減肉対策として，材料選定や水質制御などの点で適切な対策が取られている。水化

学管理の面からは，前述のように給水系における溶存酸素濃度管理が給水系炭素鋼配管の減肉対策となっ

ている。材料面では，一定以上の蒸気湿り度を持つ抽気系の配管に対して耐食性の高い低合金鋼（クロム

モリブデン鋼）を採用している。 

 

7 燃料被覆管に対する水化学の役割 

7.1 燃料被覆管健全性と水質の関係 

我が国における BWRの燃料タイプの変遷と燃料破損の履歴を解説図 39及び解説図 40に示す。1970年

代前半には燃料破損率は 0.4 ％程度であった。この多くは燃料棒製造工程での水分混入による被覆管の水

素化，燃料ペレットとジルコニウム合金被覆管の相互作用(PCI: Pellet Clad Interaction)によるものであった。

その後，主に運転方法の改良や燃料設計・被覆管の改良により，破損率は数 10－4 ％ときわめて少なくな

っている。燃料破損の原因として PCIのほか，デブリによるフレッティング及び腐食がある。このうち，

水化学が関わる燃料破損の原因は燃料被覆管の腐食である。BWRの通常運転中においては，沸騰に伴い

原子炉水中不純物の燃料表面への濃縮や付着，析出が起こり，被覆管の腐食に影響を与えるため，水質管

理が重要であり，腐食生成物や塩化物イオンなどの不純物の濃度を管理している。一部のプラントで燃料

集合体のスペーサ部の被覆管が腐食した事例（ESSC: Enhanced Spacer Shadow Corrosion）があり，水化学

との関連が議論されている。 
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解説図 39－日本の BWRにおいて装荷された燃料集合体の数と種類 (36) 

 

 

解説図 40－日本の BWRにおける燃料破損の履歴 (36) 

 

a) 腐食生成物 金属酸化物(クラッド)の付着により燃料被覆管表面の伝熱が阻害されると被覆管の表面

温度が上昇することにより腐食が加速する(CIFF：Crud Induced Fuel Failure)。付着クラッド層は一般的にポ

ーラスであり，クラッド層内の隙間水の循環により熱伝達が進む（ウィックボイリング）ため，クラッド

層の熱伝導性は金属酸化物としての熱伝導性より十分に高い。しかしながら，クラッドの付着厚さが大き

くなると燃料棒や燃料棒とチャンネル管の冷却水の流路が部分的に狭められることにより冷却の阻害が起

こるようになり，腐食が加速されることがある。 

初期の BWRにおいては給水加熱器の伝熱管に銅合金を採用しており，伝熱管の腐食により給水から原

子炉に銅が持ち込まれて燃料表面に付着し，緻密な付着層を形成したため，燃料棒が過熱して腐食が進行

する事例が 1960年代の海外で発生した。その後のプラントでは，給水加熱器伝熱管の材質をステンレス鋼

公
衆
審
査
用



123 
S0XX:20XX 解説 

 

解 34 

にしたため，同様の腐食事例は発生しなくなった。しかしながら，1970年代後半に入って燃料被覆管表面

に銅が付着することにより燃料被覆管の腐食が加速する事例が米国において発生した（CILC: Crud Induced 

Localized Corrosion）。CILCが発生したプラントは復水器冷却管に銅合金を使い，かつ復水浄化系が粉末イ

オン交換樹脂のプリコートフィルタのみで構成されるプラントであった。銅の付着による CILC発生メカ

ニズムを解説図 41に示す。初期の BWR燃料に使用されていたジルコニウム合金の表面には局所的にレン

ズ状の厚い腐食酸化膜(ノジュール状)が生成した。ノジュール部は伝熱性が低いため，ノジュール以外の

部位に沸騰が集中し，原子炉水中の銅イオンが沸騰点に選択的に析出する。銅の析出層の内部には蒸気ブ

ランケットができ熱伝達が悪化するため，表面温度が上昇し局所的に腐食が加速される。ジルコニウム合

金の合金成分の改良や熱処理条件の改良を行い，近年の燃料被覆管はノジュラー腐食を起こさないように

なっている。一例として解説図 42に実機の燃料被覆管の腐食厚さを示す。この例では近年の被覆管には

ノジュラー腐食は見られず，腐食酸化物厚さは 30 μm(30 GWd/t-U)程度となっている。水化学的には給水

の銅濃度の管理を強化することが対策となった。 

b) 不純物 ハロゲン族元素はジルコニウム合金の腐食に影響を与えるとされている。BWRにおける原子

炉水塩化物イオン濃度の基準値は 100 mg/L (ppb)とされている。この値は構造材の SCCに関して規定され

たものである。BWRの原子炉水中にふっ化物イオンが混入する要素はないため塩化物イオンのみを水質

基準としている。硫酸はジルコニウム合金の腐食にさほど大きな影響を与えない。硝酸及び窒素はジルコ

ニウム合金の腐食を加速する因子の可能性がある。解説表 5に示すように，ハルデン炉を使った腐食試験

（炉内であるが沸騰はなし）において ZnNO3を添加した試験と窒素を添加した試験で耐食性の低いジルコ

ニウム合金の腐食の加速が見られた。 

 酸素はジルコニウム合金の腐食を加速する要因である。解説表 5に見られるように，溶存酸素 750 mg/L 

(ppb)の場合は 250 mg/L (ppb)の場合と比較してジルコニウム合金の腐食を明らかに増加させる。しかしな

がら通常の運転においてこのような濃度の溶存酸素となる可能性は現実的にはないといえる。 

 原子炉水中のシリカ濃度の管理値は 1 000 mg/L (ppb)である。この値はシリカの蒸気中への選択的キャリ

ーオーバによるタービンへの沈着を抑制するために設けられた値である。ジルコニウム合金の腐食に対す

るシリカの影響について調べた例が報告されているが，影響は明確ではない。 

 以上のように，これらの不純物の一部については燃料被覆管の健全性に対して影響を及ぼす可能性があ

るが，明確なしきい値は得られていない。構造材の健全性などの観点での管理値を用いることにより燃料

材料の健全性も確保されていると考えられている。 

 
解説図 41－CILC（Crud Induced Localized Corrosion）のメカニズムの例 

 

公
衆
審
査
用



124 
S0XX:20XX 解説 

解 35 

 

解説図 42－熱処理条件の見直しによる BWR被覆管の耐食性の改善（シーメンス社 LTP（Low Temperature 

Process）の例）(37) 

 

 

解説表 5－ハルデン炉におけるミニオートクレーブ腐食試験結果のまとめ (38) 
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7.2 燃料健全性の水質等による診断 
 原子炉の運転中に，原子炉に装荷されている燃料について，例えば燃料被覆管にピンホール状の穴が空

くなどの損傷が生じた場合，よう素131などの放射性物質が原子炉水に漏えいし，オフガスにもそれらが移

行することとなる。したがって，原子炉水の水質や気体廃棄物処理系の放射能などを測定することによっ

て燃料健全性を診断することが可能である。この指針では具体的な項目として，原子炉水のよう素131濃度

及び停止時よう素131増加量，並びにオフガスのモニタ指示値及び放出率を規定している。 

燃料健全性の異常有無の判断基準は，JEAC 4212-2013（原子力発電所における炉心・燃料に係る検査規

程）の中で具体的に記載されており，事業者は，次のa)～c)のいずれかの条件を満足しない場合に，燃料

棒からの放射性物質漏えいが生じている可能性があると判断し，漏えいの疑いのある燃料集合体を特定す

る検査（シッピング検査）を実施することとしている。 

a) 運転期間中における冷却材のよう素131の濃度が3.7×101Bq/g以下で，かつ，有意な変化がないこと。 

b) 原子炉停止時における冷却材中のよう素131の増加量が3.7×109Bq以下であること。 

c) 運転期間中における排ガス放射線モニタの指示値に有意な変化がないこと。 

なお，オフガスモニタは，燃料健全性の異常を早期に検知するために利用されているが，本モニタの指

示値は窒素13の濃度の影響を受けやすい。そこで近年では，この問題を解決し，より迅速な検知を可能と

した高感度オフガスモニタの導入が進んでいる。 

漏えい燃料発生時の対応については，現在，日本電気協会において発行準備中であるJEAC 4213-20XX

（運転中における漏えい燃料発生の監視及び漏えい燃料発生時の対応規程）に詳細に記述されている。 

 

8 被ばく低減に対する水化学の役割 

8.1 被ばく線量の状況 

 1970年代における我が国の BWRの被ばく線量は，定検時の作業量の増加と，運転年数の経過に伴う線

源強度の増加によって大きく上昇し，被ばく低減対策が極めて重要となった。そのため，電力，メーカ，

大学などが一体となって基礎研究から実機における対策のための技術開発に注力し，解説図 43 に示すよ

うに被ばく線量を低下させることができた。しかしながら，解説図 44に示すように 2000年以降の被ばく

線量はやや増加傾向も見られていることもあり，高経年化などに伴う検査点検などの被ばく線量を低く維

持するために，水化学管理による被ばく線源のコントロールが一層必要性を増すと考える。そのため，こ

れまで確立してきた技術を運転管理に反映するとともに，技術課題を抽出し，より一層の被ばく低減技術

の確立を目指す必要がある。 

 

解説図 43－我が国の 1プラント当りの平均年間被ばく線量(39) 

総線量 プラント当たり線量 個人線量 
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解説図 44－国内 BWR及び PWRの従事者被ばく線量の推移 (40) 

 

8.2 線源発生のメカニズム                                                                                                                             

8.2.1 腐食生成物の発生源 

 BWR では，主蒸気，ヒータードレン，復水，給水及び原子炉冷却材浄化系の機器，配管などには炭素

鋼及び低合金鋼が使われている。給水及び原子炉冷却材浄化系の熱交換器伝熱管材，炉内の構造材料及び

再循環系配管などにはステンレス鋼が使用されている。燃料ばねなどにはニッケル基合金が，低圧タービ

ン最終段，弁，ジェットポンプなどの摺動部やエロージョン部位にはコバルト基合金が使われている。 

8.2.2 原子炉内での腐食生成物と放射性腐食生成物の挙動 

 給水から持ち込まれた腐食生成物や炉内で発生した腐食生成物は，沸騰に伴い燃料被覆管表面に付着す

るほか，原子炉冷却材浄化系で除去され，機器や配管表面に付着堆積する。燃料被覆管表面に付着した腐

食生成物は，放射化され放射性腐食生成物となる。原子炉水中の放射性腐食生成物は，粒子状（クラッド）

とイオン状に大別される。放射性クラッドの核種としては，鉄より生成される 54Mn，59Feとコバルト，ニ

ッケルよりそれぞれ生成される 60Co，58Coが重要である。放射性イオンは，炉心構造材及び燃料クラッド

BWR 

PWR 
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から溶出した 60Co，58Coが重要である。 

8.2.3 燃料表面での挙動 

 沸騰している燃料被覆管表面へのクラッドの付着は，腐食生成物の濃度及び沸騰による蒸発水量に依存

する。イオンの付着は，関連する酸化物などの溶解度や，濃縮率に影響するクラッド層の有無に依存する。

燃料付着クラッドは，緩く付着した外層クラッドと強く付着した内層クラッドの 2 種類に大別される。付

着クラッドの化学形態は α-Fe2O3と NiFe2O4が主体である。給水からの鉄持ち込みを極端に抑制した場合，

燃料表面には沸騰濃縮によりわずかではあるが NiOが生成される。燃料表面で放射化された腐食生成物は

表面から原子炉水中に脱離したり溶出したりする。 

8.2.4 炉心構造材腐食挙動 

 炉心構造材は，中性子照射により放射化されており，腐食により原子炉水中に放射性腐食生成物を放出

する。 

8.2.5 炉心外表面 

 配管材料のステンレス鋼表面には腐食皮膜が生成し，皮膜中に原子炉水中の放射性イオンが取り込まれ

る。また，原子炉水中の放射性クラッドが表面に付着する。これらが定検時の作業被ばくの線源となる。 

流速が比較的低い部位や停滞部には放射性クラッドが局所的に沈積してホットスポットを形成することも

ある。 

8.3 線源発生に対する水質の影響 
線量率低減のための運転時の水化学管理項目としては，給復水系からの腐食生成物の持ち込み抑制と原

子炉水の不純物濃度管理が特に重要である。 
8.3.1 給復水 
a)  溶存酸素 初期の BWRにおいて原子炉水は純水にできるだけ維持することが水質管理の基本的条件で

あった。これは BWR が直接沸騰サイクルのため原子炉に持ち込まれた不純物は原子炉水中に濃縮し燃料

材料や構造材の健全性に影響を与えると考えたためである。初期の BWR では，化石燃料プラントの歴史

から給水溶存酸素も腐食加速因子と考え，できるだけ低濃度に維持した。その後，微量の溶存酸素が配管

表面に耐食性の酸化皮膜を生成・維持する効果があることがわかり，酸素注入により給水酸素濃度を制御

するようになった。解説図 45 は溶存酸素濃度と炭素鋼の腐食速度を給水の温度範囲で調べたデータで，

解説図 46 は 100 ℃における炭素鋼の腐食速度を調べた別の試験結果である。これらのデータから，ある

程度の溶存酸素の存在により給水系材料の腐食が抑制され，原子炉への腐食生成物の持ち込みが抑制でき

ることから，給水及び復水脱塩器出口の溶存酸素を適切な濃度に管理することが必要であり，この指針に

おいても給水，及び復水脱塩器出口にて溶存酸素濃度の推奨値（20~200 mg/L (ppb)）を規定している。 
 

単位：mg/L（ppb） 
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b)  鉄 給水鉄濃度の管理値は燃料被覆管の健全性維持のために決められているが，線量率低減のために

も重要な因子のひとつである。給水から原子炉に持ち込まれた鉄は，ほとんどが燃料表面に付着し放射性

クラッドとなる。給水鉄濃度の低減のため，復水脱塩器の樹脂の改良，前置フィルタの設置，給水溶存酸

素濃度の管理，停止期間中の系統の保管管理，起動時の浄化運転など多くの対策が実施されてきた。給水

鉄濃度と原子炉水中の不溶解性(クラッド)60Coの関係を解説図 47に示す。コバルトは燃料表面の鉄クラッ

ド中に取り込まれ 60Co になるため，担体となる鉄の持ち込み量を下げると原子炉水中のクラッド 60Co 濃

解説図 46－流動水中における炭素鋼の平均腐食速度の溶存酸素依存性(42) 

解説図 45－流動水中における炭素鋼の平均腐食速度の溶存酸素依存性(41) 
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度が減少する。解説図 48 は，クラッドの沈積が主な線源となる炉底部の雰囲気線量率と原子炉への鉄持

込量の関係を示したもので，鉄持込量を下げると線量率が低減することを表している。このように沈積性

60Co線源を下げるためには，給水鉄濃度をできるだけ低くすることが効果的となる。 

 復水浄化系に前置フィルタを設置したプラントで原子炉水中の溶解性(イオン)60Co 濃度が高くなる事象

が生じた。これは給水からの鉄持込量が減少し，炉内において鉄と反応する二価の遷移金属量が，フェラ

イト(MFe2O4：Mは二価の遷移金属)を生成する化学量論比である 1対 2以上となったためである。この状

態では，過剰となったニッケルやコバルト（放射性含む）がイオンとして原子炉水中に存在する。また，

一部は燃料表面に NiO(CoO)として析出すると考えられている。この事象に対する対策として，鉄と二価

の遷移金属の比を 2対 1以上になるよう給水鉄濃度を管理する Ni/Fe比コントロール運転を行うようにな

った。この考えは鉄によりニッケルやコバルトを燃料表面に付着させ安定化させることにある。 

 原子炉水のニッケルイオン濃度をむしろ高濃度に維持することによって配管表面への 60Co の付着を抑

制する極低鉄/高ニッケル制御運転技術が開発された。給水極低鉄濃度としては 0.1 mg/L (ppb)以下が推奨さ

れる。極低鉄/高ニッケル制御運転では原子炉水中のニッケルイオン濃度が重要な役割を果たす。数mg/L 

(ppb)のニッケルイオンが存在すると配管表面への 60Co イオンの付着が大幅に抑制されることが炉外試験

で確かめられた。 

この指針では炉内への金属不純物流入を抑制する観点から給水鉄濃度の推奨値として≦1 mg/L (ppb)を

規定している。 

 

 
 

解説図 47－BWR給水鉄濃度と炉水不溶解性 60Co濃度の相関(43) 
 
 

10-4 µCi/mL 
=3.7 Bq/mL 
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8.3.2  原子炉水 
a) 電気伝導率，pH，イオン不純物 電気伝導率が高いほど，原子炉再循環系配管の線量率が高いとの評

価がある。解説図 49 はステンレス鋼への 60Co付着のイオン不純物の影響を調べたものである。不純物を

添加すると pH の如何によらず付着が加速する結果となっている。不純物濃度が高いと腐食などに影響を

与え配管表面への 60Coなどの付着増加をもたらすためと考えられる。 

pHの影響は，燃料表面からの 60Coの溶出と配管表面への 60Coの付着に対する影響を考慮すべきである。

解説図 50及び解説図 51は，原子炉水の pHと原子炉水の 60Coイオン濃度の関係を示したものである。解

説図 50では実機に NaOHを注入して pHをコントロールしている。解説図 51は pHをアルカリ領域にシ

フトすることにより原子炉水の 60Coイオン濃度を低下させた海外プラントの例である。これは pHがアル

カリ領域になることにより燃料表面のクラッドの溶解度が下がることから説明できる。一方，前述の解説

図 49においては pHの如何によらず付着が加速する結果となっている。最適 pH管理について現状定説は

ないが，pHを積極的にコントロールすることにより，配管への 60Coの付着を抑制できる可能性もあり，

さらにデータの蓄積が必要と考えられる。 

電気伝導率，pH，イオン不純物は線量率に影響を与える可能性はあるが，挙動が明確にはなっていない

ことから，この指針では線量低減の観点からは設定していない。今後，データの蓄積などにより必要に応

じて標準に反映していく。 

解説図 48－BWRプラントの給水鉄持ち込み量と原子炉ペデスタル室における炉底部雰囲気線量率の相関(43) 

100 mR/h 
=1 mSv/h 
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解説図 49－ステンレス鋼表面への 60Coの付着に対する水質の影響 (44) 
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解説図 50－炉水中の 58Co及び 60Co濃度に対する炉水 pHの影響 (45) 

解説図 51－給水への NaOHの注入による炉水 60Co 及び 58Co濃度の低減 (46) 
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8.4 被ばく低減のための改良水化学技術 
8.4.1 Ni/Fe比コントロール運転 

Ni/Fe比コントロール運転による炉水 60Coと 58Coイオン濃度の低減効果の例を解説図 52に示す。解説図

53は Ni/Fe比コントロール運転の考え方に基づいた給水鉄濃度 0.1 mg/L (ppb)～数十 mg/L (ppb)までの範囲

での最適鉄濃度コントロールの概念図である。図ではタービン系の汚染についても記している。給水鉄濃

度が 1 mg/L (ppb)を超えて高くなると，放射性のクラッドの影響が大きくなる。最適濃度以下では 60Coイ

オンによる原子炉再循環系配管の線量率が高くなる。 

その後，Ni/Fe 比コントロール運転を実施したプラントで炉水の 60Co イオン濃度が当初のプラントと比

べて低下しにくい状況が現れた。Ni/Fe 比コントロール運転は，コバルトやニッケルを燃料表面に閉じ込

めることを狙っているが，この時期に燃料被覆管を予備酸化した新型 8×8燃料から予備酸化していない新

型 8×8ジルコニウムライナ燃料に変わった時期が対応していた。この事象は，予備酸化していない新型 8

×8ジルコニウムライナ燃料表面にクロムが付着しやすく表面近傍の pH が酸性側になるため 60Coの溶出

が増加したことが原因の一つとする説と，表面状態の違いにより鉄の保持能力が減少したとの説が提唱さ

れた。この対策として，改良 Ni/Fe 比コントロール運転が採用されるようになった。改良 Ni/Fe 比コント

ロール運転では従来の Ni/Fe 比コントロール運転より幾分高い鉄濃度に制御すると共に各運転サイクルの

初期に新しく装荷された燃料に早めに鉄を付着させるため，解説図 54 に示すようにサイクル初期に鉄濃

度を高めに制御する。 
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解説図 52－Ni/Fe比コントロールによる炉水イオン 60Co 及び 58Co濃度の低減 (47) 

100pCi/mL 
=37Bq/mL 
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8.4.2 極低鉄/高ニッケル制御運転 
燃料被覆管の表面性状が変わり Ni/Fe 比コントロール運転の効果が低下した対策の一つとして，燃料へ

のニッケルやコバルトの閉じ込め効果を期待しない極低鉄/高ニッケル制御運転が新たな水化学コントロ

ール法として提案された。 

 解説図 55と解説図 56は極低鉄/高ニッケル制御運転を実機に適用した例である。炉水ニッケルイオン濃

度は 2～3 µg/L(ppb)に維持され，再循環系配管への 60Coの付着速度は Ni/Fe比コントロール運転を実施し

たプラントの数分の一に押さえられている。 

解説図 53－BWRの定検時線量率と主タービン付着放射能低減のための給水鉄濃度制御 (48) 

解説図 54－改良型 Ni/Fe比コントロール運転における給水鉄濃度コントロールパターン (49) 

単位：mg/L（ppb） 

単位：mg/L（ppb） 
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 Ni/Fe 比コントロール運転や極低鉄/高ニッケル制御運転については，復水浄化系の仕様などのプラント

設計条件や運転履歴などの要素をべースに，プラント個別に最適な運用方法が選択されてきている。 

 

 
 

 
8.4.3 亜鉛注入 
8.4.3.1 亜鉛注入の概要 

復水器冷却管材料が黄銅であり，粉末イオン交換樹脂プリコート型フィルタを復水浄化系としているプ

ラントは，原子炉水中に微量の亜鉛が存在することにより，配管線量率が他の組み合わせを採用している

プラントと比較して低い傾向があることが見出された（解説図 57参照）。この知見をもとに亜鉛濃度の低

いプラントに対して亜鉛注入が行われることとなった｡当初は天然の同位体比の亜鉛を注入したが，64Zn

の放射化生成物である 65Znによる線量率寄与が無視できなくなり，その後は，同位体分離により 64Znを

減少させた Zn（DZO: Depleted Zinc Oxide）を使う場合が多くなっている。 

我が国においては，プラントにおける亜鉛注入管理の確認試験を主体とした電力共同研究や亜鉛注入時

の 60Co挙動解明や構造材料への影響評価などを中心とした（財）原子力発電技術機構の実証試験“BWR

解説図 55－極低鉄/高ニッケル制御運転における炉水ニッケルイオン濃度の例 (50) 

解説図 56－極低鉄/高ニッケル制御運転における PLR配管への 60Co付着速度の制御 (50) 

－：女川-1_ Ni/Fe比コントロール(第 1サイクル高 Ni時期) 

×：女川-1_Ni/Fe比コントロール(第 1サイクル) 

◇：女川-2_極低鉄/高ニッケル制御運転(第 1サイクル) 

●：女川-2_極低鉄/高ニッケル制御運転(第 2サイクル) 

単位：mg/L（ppb） 
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亜鉛注入技術信頼性評価試験”により，我が国のプラントの水質管理状況に適合した亜鉛注入技術を確立

している。 

なお，亜鉛注入において亜鉛クロマイトなどの酸化物がジェットポンプに付着し，ジェットポンプの性

能を低下させる可能性があることから，亜鉛注入時にはジェットポンプの性能を監視しつつ運用すること

が望ましい。 

 

 
 

8.4.3.2 実機適用状況 
1986年に米国のホープクリークで亜鉛注入が初適用されて以降，米国では特に HWC適用後の配管線量

率上昇対策として積極的に適用されている。解説図 58に，米国において亜鉛注入を実施したプラントの

再循環系配管表面線量率の低減効果を示す。原子炉水中の亜鉛濃度推奨値は実績を踏まえつつ改訂されて

おり，米国における最新の推奨値は> 5 mg/L (ppb)とされている(53)。また，貴金属注入を実施したプラント

では新たに原子炉水中の Co-60/Zn比を 2 ×10-5μCi60Co /ml/ppbZn (7.4 ×10-1 Bq60Co /ml/ppbZn) 未満とするよ

う提唱されている(54)。 

我が国における亜鉛注入適用例を，解説図 59及び解説図 60に示す。亜鉛注入により 60Coの付着が約

1/2から 1/3程度に抑制されたとしている。 

なお，スウェーデンにおいても，解説図 61に示すように亜鉛注入試験が行われている。亜鉛注入によ

る原子炉水濃度や配管への付着傾向などの 60Co挙動はプラントによって異なる結果となっており，メカニ

ズムについての知見を得てプラントの状況に見合った亜鉛注入の適用と運用を定めることが望ましい。 

解説図 57－復水器冷却管材質と復水浄化系の組合せに着目して分類した BWR再循環系の放射線レベル(51) 
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解説図 58－亜鉛注入による BWR再循環系配管表面線量率の低減効果(52) 

           解説図 59－ 浜岡１号機における亜鉛注入適用結果(54) 
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表 1 亜鉛注入試験状況 

運転 注入量

ｻｲｸﾙ (DZO)
28 H10.8.21～ 目標炉水亜鉛濃度 ・水素注入

ｻｲｸﾙ H11.1.7 1→3→5→7ppb 環境下

(約4.5ヶ月) 段階的に上昇

29 H11.8.1～ 目標炉水亜鉛濃度 ・水素注入

ｻｲｸﾙ H12.3.11 7～5ppbに設定 環境下

(約6ヶ月) ・Bループ系統

　　　化学除染後

30 H12.4.28～ 目標炉水亜鉛濃度 ・水素注入

ｻｲｸﾙ H12.7.26 7～5ppbに設定 環境下

(約3ヶ月) ・Bループ系統

　　　化学除染後

約2.2kg

短期亜鉛
注入試験

連続亜鉛
注入試験

試験 注入時期 注入濃度 注入環境

約3.2kg

約5.6kg

 

 
 

 

 

 
 
 
 

解説図 60－ふげんにおける亜鉛注入適用試験結果(55) 

解説図 61－スウェーデンの BWRにおける亜鉛注入効果確認試験時の原子炉水中の 58Co及び 60Co濃度(56) 

単位：mg/L（ppb） 
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8.4.3.3 配管表面挙動 

 我が国においては，プラントの水質管理に適合した亜鉛注入技術の適用を図るため，基盤データの整備

とメカニズムの確認を行っている。 

 亜鉛注入の実機適用に当たって，重要な因子である配管表面状態や HWC実施の有無の影響が確認され

ている。解説図 62に表面酸化皮膜の有無と亜鉛濃度をパラメータとした 316ステンレス鋼表面への放射

性コバルトの付着に対する亜鉛添加の効果について示す。解説図 63及び解説図 64によれば，亜鉛添加に

よるコバルト付着抑制効果は，ステンレス鋼の腐食抑制効果及び皮膜へのコバルトの取り込み易さの低下

によるものであることが判る。酸化皮膜へのコバルトの取り込み易さの低下は ZnFe2O4及び ZnCr2O4と

CoFe2O4及び CoCr2O4の安定性の差によりコバルトと亜鉛が置換されることによると説明されている
(58)。 

原子炉水中亜鉛濃度 5 mg/L (ppb)までの濃度で効果が確認され，2 mg/L (ppb)でも，無注入に対して約 1/2

にコバルト付着量が低減される結果となっている(57)。 

 

 

解説図 62－BWR条件における 316ステンレス鋼表面への放射性コバルト付着の亜鉛による抑制効果(57) 
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解説図 63－BWR条件におけるステンレス鋼表面の腐食酸化物皮膜生成量と亜鉛注入の関係(57) 

（pre-oxidized:予備酸化皮膜付与，NWC:通常水質，HWC：水素注入水質） 

解説図 64－BWR条件におけるステンレス鋼表面の放射性コバルト付着量と亜鉛注入の関係(57) 

（pre-oxidized:予備酸化皮膜付与，NWC:通常水質，HWC：水素注入水質） 

単位：mg/L（ppb） 

単位：mg/L（ppb） 
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8.4.3.4 燃料表面挙動 
60Co発生源の主体は燃料棒表面付着クラッドであるので，水質管理条件と燃料棒表面へのコバルトの付

着及び表面からのコバルトの溶出との関連が亜鉛添加の有無をパラメータとして調べられている(59),(60),(61)。

解説表 6によれば，“極低鉄（HWC）”条件では溶出が抑制され，“鉄制御（HWC）”条件では付着が加速，

また“鉄制御（NWC）”では付着加速と溶出抑制が認められている。これらの結果から，いずれの水質条

件においても亜鉛注入は燃料表面からの 60Coの溶出量を低下させる効果があることがわかる。 

プラントにおいては，原子炉水中の 60Co濃度は燃料表面からの溶出速度，燃料・配管・構造材表面への

付着速度，浄化系除去速度などのバランスできまると考えられ，亜鉛注入により原子炉水 60Co濃度が上昇

することもあるが，配管表面への 60Co抑制効果は期待できる。 

 

解説表 6－BWR燃料被覆管の表面へのコバルトの付着と表面付着クラッドからのコバルトの溶出に対す
る亜鉛注入の影響(59)（NWC:通常水質，HWC：水素注入水質） 

極低鉄(HWC) 鉄制御(HWC) 鉄制御(NWC)

付着
わずかに加速
δ（0.32→0.38%)

顕著に加速
δ(1.9→4.7%)

顕著に加速
δ(1.1→8.5%)

溶出
顕著に抑制

ζ(6.7→3.2×10-4)

わずかに加速

ζ(0.9→1.3×10-4)

顕著に抑制

ζ(2.2→0.35×10-4)

注)δ：付着率（Co-60付着量/Co-60供給量，ζ(1/h)：溶出速度(溶出量/装荷量/試験時間) 
 

8.4.3.5 炉心材料からのコバルト溶出挙動 

750合金は燃料棒支持バネに用いられている材料であり，中性子により放射化されるため 58Co及び 60Co

の発生源の一つとなっていることから，亜鉛注入による腐食に対する影響を確認しておく必要がある。解

説図 65によれば，原子炉水中亜鉛濃度 5 mg/L (ppb)までの条件で 750合金の腐食に亜鉛添加は影響を与え

ない。 

注）δ：付着率（60Co付着量／60Co供給量，ζ(1/h)：溶出速度（溶出量／装荷量／試験時間） 
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8.4.4 化学除染 

8.4.4.1 配管，機器の汚染形態 

燃料表面に析出，付着したクラッドは，炉水中に溶解したり，運転中の炉水の流れ，定期検査時の燃料

移動などに伴って脱離移行したりして，配管，機器などに付着する。これらの付着物は汚染源として，被

ばくの原因となる。また，炉心近傍に位置している機器（制御棒シース，チューブ等）は直接放射化され，

放射性腐食生成物として炉水中に溶解し，それらも汚染源となる。汚染は比較的緩く付着しているソフト

クラッドと比較的強く付着しているハードクラッドに分類される(62)。 

ステンレス鋼の場合，クラッドの成分は鉄，クロム，ニッケルの酸化物で構成されており，その存在割

合は構成材料や水質制御方式によっても変わる。BWRでは鉄酸化物（α-Fe2O3，Fe3O4など）が多く見られ

るが，ステンレス鋼の表面にはクロム酸化物，ニッケル酸化物が存在する。PWRでは BWRに比較してニ

ッケル基合金の割合が多いため，鉄酸化物の割合が少なく，クロム酸化物，ニッケル酸化物の割合が多い。

一方，炭素鋼の場合も付着堆積するソフトクラッド，母材表面で生成されるハードクラッドが存在するが，

いずれもほとんどが鉄酸化物であるため，一般的にソフトクラッドとハードクラッドとを区別していない。 

8.4.4.2 化学除染方法 

化学除染方法の概要を解説表 7に示す。化学除染方法は大きく分類して，還元溶解，酸化溶解，酸溶解

に分類できる。発電所の供用中機器の被ばく低減を目的とした除染においては，金属母材を溶解させず，

放射性物質の取り込まれている金属母材表層の酸化皮膜だけを溶解する必要がある。この場合には通常，

しゅう酸，クエン酸，ぎ酸，Ｌアスコルビン酸，バナジウムなどの還元性を有する酸が使用されてきてい

る。初期の古い型の BWR においては酸化皮膜のほとんどが鉄酸化物であるため，還元溶解が実施されて

きている。 

一方，PWRや最近の BWRでは酸化皮膜にクロム酸化物が含まれており，還元溶解における鉄酸化物の

溶解が抑制されるため，還元溶解の前に酸化処理をして，クロム酸化物を溶解し，その後，還元溶解する

解説図 65－BWR条件における 750合金の腐食溶出量と亜鉛注入の関係(59) 

（NWC:通常水質，HWC：水素注入水質） 

0.05 

(mg/cm2) 

単位：mg/L（ppb） 
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のが効果的である。この供用中機器を対象とした酸化処理は通常還元処理と組み合わせ，2段階処理（及

びその繰返し）されるため，酸化／還元溶解法に含まれる。 
化学的除染法は系統除染であっても，タンク浸漬式であっても，化学除染剤の循環を行って除染する方

式が一般的である。しかしながら，循環ループを構成するのが非常に困難な場合やタンクなどのように液

比（除染対象表面積に対する除染剤量）が大きい場合には，使用する除染剤量を抑制するためにコーティ

ング法を用いることがある。コーティング法は化学除染剤を含んだ泡，ゲル，ペースト，塗料などを除染

対象表面に一定期間塗布して除染をする方法である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
8.4.4.3 化学除染適用例 
原子炉冷却系の機器，配管を除染対象として高い除染効果が期待できる除染方法として化学除染の適用

が一般的である。近年，供用中プラントでの被ばく低減を目的として，化学除染を系統に対して数多く適

用してきており，良好な結果が得られている。代表的な酸化還元除染法としては HOP法（Hydrazine Oxalic 

Acid Potassium Permanganate），CORD法（Chemical Oxidation Reduction Decon.Procsee），T-OZON法（Toshiba 

Ozone Oxidizing decontamination for Nuclear Power Plants）が挙げられる。HOP法は 1999年に新型転換炉ふ

げん発電所の原子炉冷却系の系統除染に初めて適用し，良好な結果が得られた(64)。それ以降，国内の供用

中 BWR プラントを主に多数の実機適用実績を有する。また，廃止措置の解体前除染としてはふげん発電

所の原子炉冷却系に対して適用実績がある。CORD法はドイツのシュターデ，スウエーデンのバーゼック

1号機，国内では東京電力㈱福島第一原子力発電所 1，2，3，5号機，中部電力㈱浜岡原子力発電所 1号機

などと国内外で多数の適用例があり，高い除染効果が得られている (65) 。T-OZON 法も国内の BWR プラ

ントの原子炉冷却系の供用期間中の除染に 2000年から多く適用され，他の除染法と同様に良好な結果が得

られている (64) 。 

 
9 廃棄物低減を考慮した水化学管理 

 構造材の健全性確保，被ばく低減を目的とした水化学管理改善と廃棄物低減とは，以下のように相反す

る場合がある。 

例えば，廃棄物低減のため再生運用等で復水脱塩器樹脂の使用期間を延長した場合，粒子状成分除去効

小分類 適用 概要 代表的な薬品 個別技術

還元溶解 供用中
金属母材表層の鉄酸化物を
溶解、金属母材には影響を
及ぼさない

シュウ酸、クエン酸、ギ酸、Ｌ
アスコルビン酸、バナジウム

ＬＯＭＩ法、ＯＸ法

供用中

通常還元溶解の前酸化処理
として実施。金属母材表層の
クロム酸化物を溶解、金属母
材には影響をおよぼさない。

過マンガン酸カリ、過マンガ
ン酸、オゾン

ＡＰ，ＮＰ，ＨＰ

廃棄物／
廃止措置

非常に強力な酸化剤により、
金属母材表層を溶解する。

Ｃｅ4+（硝酸セリウム、硫酸セ
リウム）

セリウム４価オゾン再
生除染法、強力化学
除染法（硝酸・セリウ
ム除染法）、硫酸・セ
リウム除染法

酸溶解
廃棄物／
廃止措置

酸により、金属母材表層を溶
解させる。

硫酸、塩酸、硝酸
ギ酸（炭素鋼の場合）

塩酸系除染法、硝酸
法、ギ酸除染法

供用中
酸化剤：アルカリ過マンガン
酸カリ
還元剤：シュウ酸、クエン酸

AP/還元溶解除染法

供用中（ﾏ
ﾙﾁｻｲｸﾙ）

酸化剤：過マンガン酸、過マ
ンガン酸カリ、オゾン等
還元剤：シュウ酸

ＣＯＲＤ®法、ＨＯＰ法、
T-OZON法（オゾン
法）

酸溶解／酸化溶解
廃棄物／
廃止措置

酸溶解と酸化溶解との組み
合わせである。酸化剤の過マ
ンガン酸カリはフッ化ホウ素
酸との共存により金属母材
表層を溶解できる。

酸：フッ化ホウ素酸
酸化剤：過マンガン酸カリ
分解剤：シュウ酸

DfD法

酸化溶解

上記供用中の酸化溶解と還
元溶解との組合せである。

酸化／還元溶解

解説表 7－化学除染方法の概要(63） 
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率（DF）の低下，樹脂からの劣化生成物放出による原子炉冷却材中の不純物濃度の上昇等の可能性や，再

生運用による廃液量増加が発生する。 

このため，水化学管理の改善に際しては，水化学管理としての要求と，廃棄物発生量に及ぼす影響を考

慮し，運用条件の適正化を図っていくことが重要であり，復水脱塩器樹脂運用の最適化が，水化学ロード

マップでも課題として掲げられ，検討が進められている。 

 

10 測定頻度（海外の水化学管理指針との比較） 

 この指針では，構造材料及び燃料被覆管の健全性維持の観点から，電気伝導率，塩化物イオン及び硫酸

イオンを通常運転時の原子炉水の管理項目とした。管理項目は，我が国で蓄積された運転経験と実績，及

び科学的合理性を踏まえ，慎重な議論を経て設定したものである。 

この指針では，個々のイオン性不純物に対して，連続測定計器で連続的に測定が可能である電気伝導率

を厳正に管理することによって，あらゆるイオン性不純物の上昇をより早期に検知することを目指してい

る。このため，この指針では次の方針で対応することとしている。 

まず，電気伝導率のアクションレベル 1（>20μS/m）を EPRI 水化学管理指針(1)のアクションレベル 1

（>30μS/m）に対して，より保守的な値に設定した。 

次に，電気伝導率を連続監視し，その計測値のトレンドを記録・把握・評価することより，不純物イオ

ン濃度の変動を容易に検知することができる。例えば，塩化物イオン濃度は，通常は推奨値レベルである

1μg/L 以下で推移しており，不純物が混入しアクションレベル 1 の 5μg/L へと変動する傾向を示した場合

は，その変動を電気伝導率で容易に検知できる。従って，電気伝導率と pH に変動が生じ，イオン性不純

物の混入が懸念される場合には，速やかにイオン性不純物の確認のための測定を実施することとしており，

そのような変動を検知した場合は，EPRI 水化学管理指針の頻度である 1 回/日以上の測定頻度で対応する

ことが可能である。 

さらに，そのような変動がない場合でも，1回/週の頻度で塩化物イオン，硫酸イオンを測定することで

確度の高い不純物管理を行うこととしている。 

 

11 水化学管理の最適化 

 より良い水化学管理とは，構造材，燃料被覆管の健全性維持及び作業従事者の被ばく低減を高いレベル

で同時達成することを意味する。また，対象が発電用軽水炉であるため，経済性と廃棄物発生量について

も考慮する必要があり，事業者は俯瞰的に水化学の影響を判断し，管理条件を最適化することが求められ

る。 

 従来，BWR では，不純物濃度を極力低減し，水の純度を高く保つ管理が行われてきた。近年，構造材

の SCC抑制から水素注入及び貴金属注入の適用，被ばく低減の観点から Ni/Fe比コントロール運転及び亜

鉛注入の適用なども検討ないし実施されている。この指針では，従来の水の純度を高く保つ水質管理をベ

ースとし，さらに改良水化学適用時の運用も考慮し，復水，給水及び原子炉水の各々の系統における構造

材，燃料被覆管の健全性維持，作業従事者の被ばく低減に係わる水質因子を抽出し，プラント全体として

の視点で指針を定めたものである。 

 水化学管理の最適化には，国内外における豊富な運転経験や最新の学術知見を体系的に整理し，それら

の情報を有効活用することが重要といえる。この指針の作成においては，事業者がより良い水化学管理を

達成する一助となるべく，最新知見に基づいて合理的な管理，診断項目を選定するとともに，可能な限り

推奨値についても記述を行った。 
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12  管理値等の単位について 

 管理値等の単位は，基本的には国際単位系（SI）を使用するが，管理値等の根拠となる参考文献では必

ずしも国際単位系を使用していない場合がある。例えば，元素濃度の単位の μg/Lについては，参考文献で

は ppbが使用されているため，指針利用者の混乱をを避けるため，μg/L(ppb)のように単位の換算を示した。 

よう素 131の放射能濃度は，保安規定の（原子炉水のよう素 131濃度）濃度単位が Bq/gとなっているの

で，それと整合するように決めている。一方，60Coなどその他の核種の放射能濃度は，Bq/mLを使用して

いる。 

なお，電気伝導率の単位が，BWR水化学管理指針では μS/m ，PWR水化学管理指針では mS/mと異な

るが，JISでも JIS K0552-1994（超純水の電気伝導率試験法）では μS/mが使用され，一方 JIS K0101:1998

（工業用水試験法）では mS/mが使用されており，JISでも対象となる水で電気伝導率の単位を使い分けて

いる。これから，BWRは超純水に近い原子炉水，PWRは薬品添加の原子炉一次冷却材であることを考え

ると，単位の使い分けは問題ないものと考えられる。 
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